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２章 受動素子から見たパワエレ 
 

 1 節 磁気 

1.1 パワーエレクトロニクス用磁性材料の基礎 

キーワード：軟磁性材料，静磁気特性，動的磁気特性，磁気特性評価法，磁気素子，モデリング，Steinmetz式 

 

本節では，変圧器・インダクタといった磁気素子を構成する軟磁性材料の基本特性（静・動的磁気特性）について概説す

る。また，代表的な軟磁性材料と，磁気特性評価法，それらの材料を用いた磁気素子，さらに Steinmetz 式に基づく素子のモ

デリングについて簡単に概説する。 

 

1.1.1 磁性材料の静磁気特性 

 磁性材料は磁界中におくと「磁化」される。この磁界 H を

徐々に強くしていくとある閾値を超えたところで磁化 Mが飽和

する。このときの磁化 M を飽和磁化 Ms，磁束密度 B を飽和磁

束密度 Bsという。次に飽和した磁化 M に対して磁界 H を弱く

していくと，磁界Hがゼロのところで磁化Mはゼロにならず，

逆方向のある磁界Hのところで磁化Mがゼロとなる。この磁界

ゼロのときの磁化 M を残留磁化 Mr，磁束密度 B を残留磁束密

度 Brといい，磁化 Mがゼロとなる磁界 Hを保磁力 Hcという。

図 2.1.1.1 に示すように，磁性材料の磁化 M は，磁界 H を強く

していくときと弱くしていくときでは異なる経路をたどり，特

徴的なループとなる。磁界 H を向きを考慮して交互にかけて得

られる磁化曲線を，磁気履歴曲線（ヒステリシス曲線）とい

う。磁性材料の磁化 Mと磁束密度 Bの関係は， 

B=µ0H+M      (2.1.1.1)  

B=µ0 (H+M)       (2.1.1.2)  

で表される。ここで，µ0 は真空の透磁率である。式(2.1.1.1)は

MKSA単位系の中でも E-H対応にあたり，式(2.1.1.2)は SI単位

系における B の定義であり，E-B 対応にあたる。E-H 対応と E-

B 対応の違いは，磁化 M に µ0がつくか否かであり，磁化 M の

単位が異なる。E-H対応ではWb/m2であり，E-B対応では SI単

位系で磁界 Hと同じく A/mである。本書では概ね式(2.1.1.1)に

よる E-H 対応で記述し，内容によって式(2.1.1.2)の E-B 対応も

用いた。また，透磁率 µ は磁気履歴曲線の勾配にあたる。磁気

履歴曲線の頂点をつないで描かれる曲線を常規磁化曲線

（Normal magnetization curve）といい，パワエレ分野で交流磁化

特性として知られる曲線を，静的に記述したものである。磁気

履歴曲線の幅の中点をつないで描かれる曲線を平均磁化曲線と

いう。磁気履歴曲線において飽和磁束密度 Bs，残留磁束密度

Br，保磁力 Hc を与える曲線を飽和磁化曲線（ Saturation 

magnetization curve）という。また，磁気履歴曲線で閉じ込めら

れた面積に相当する分だけのエネルギーが外部磁界から磁性材

料に供給され，熱エネルギーに変換されて損失となる(1)-(4)。 

磁性材料では，磁化 Mが外部磁界の方向に平行に向こうとす

 

図 2.1.1.1 磁気履歴曲線（ヒステリシス曲線）と 
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図 2.1.1.2 磁壁移動と磁化回転が混在した磁気履歴曲線 
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るとき，材料内の磁壁が移動するか，磁区内で磁化回転するか，いずれかによって磁化過程が進行する。軟磁性材料では，

磁壁移動も磁化回転もしやすい。磁壁移動による磁化過程の場合，材料内の磁壁が外部磁界の変化にともなってある状態か

ら次の状態へとジャンプしながら移動していく。この次の状態へのジャンプを繰り返す磁化過程は非可逆となり，ヒステリ

シス曲線を描く。一方，磁化回転による磁化過程の場合，磁化が印加した磁界の変化にともない，その方向に平行に向くよ

うに回転する。このときもヒステリシス曲線を描く。ただし曲線が囲む面積は，磁壁移動による磁化過程の場合に比べて明

らかに小さい。これらの磁化過程に関して，磁区構造が単純な薄膜形状の場合には分離が容易である。一方で，薄帯や粉末

形状の場合には材料内の磁区構造が複雑となるため，これらの磁化過程が混在する。すなわち，図 2.1.1.2 のように，弱い磁

界領域では磁壁移動しやすく可逆的なふるまいとなる（過程 I）。より磁界を強くしていくと，磁壁が次の状態へとジャンプ

し非可逆的となり（過程Ⅱ），さらに強い磁界領域では，磁区が消滅して磁化回転が起こり（過程Ⅲ），飽和状態となる。こ

の磁化曲線は，ヒステリシスを有し，磁化が外部磁界の変化に対して常に遅れて変化する(1)(2)(4)。比透磁率 µr は真空の透磁率

µ0により規格化しているため，その単位は無次元となる。また，比透磁率 µrと磁化率χの関係は µr=1+/µ0=1+rとなる。図

2.1.1.3(a) に示すように，磁界 Hをゼロから少しずつ増加させると，磁性材料の磁束密度 Bがゼロから立ち上がり，磁界 Hを

さらに増加させると(1)から(4)へと増加してほぼ飽和する。このゼロから(4)までの曲線が初磁化曲線（Initial magnetization 

curve）である。初磁化曲線において，ゼロ磁界近傍での磁化の増加率を初透磁率 µi，また比透磁率 µr は(3)付近で最大とな

り，このときの µrを最大透磁率 µｍと呼ぶ(1)(2)(4)。 

また，初磁化曲線もしくは，ヒステリシス曲線の任意の点(5)において磁界HをわずかにHだけ変化させるとき，磁束密度

B がB に変化する。B とH との比が増分透磁率 µとなる。µは磁性材料にバイアス直流磁界を印加して，そこに微小な磁

界を加えたときの透磁率である。このときのバイアス直流磁界が印加されたヒステリシス曲線がマイナーループにあたり，イ

ンダクタに適用されるループである（図 2.1.1.3(b)）。それに対して，図 2.1.1.3(c)のような原点（ゼロ磁界）に対称な最大磁束

密度 Bm に対応するマイナーループは対称交流励磁される変圧器に適用されるループである。これに加えて，ヒステリシス曲

線上の任意の点で接線を引いたときには，(dB/dH)/µ0 となり，このときの透磁率を微分透磁率 µdiff と呼ぶ。なお，この透磁率

の最大値は最大微分透磁率にあたるが，初磁化曲線に引いた接線の傾斜にあたる最大透磁率 µｍとは異なる(1)(2)(4)。 

上述したパワエレ用軟磁性材料における静磁気特性の評価に用いられる代表的な物理量と透磁率について，それらの英語表

記，記号，定義を表 2.1.1.1にまとめた。 

最後に単位および比透磁率 μrと磁化率 χの関係について注意点を述べる(5)。SI単位系では，μは真空の透磁率 μ0と同じ H/m

の単位を持つ。一方で，実際の透磁率測定では，無次元数である比透磁率 μr = μ / μ0を用いることが多い。これは cgs単位系の

透磁率 μcgsも無次元数で μrと同じ値となること，また真空の比透磁率は 1なので，μr（= μcgs）を用いることによって真空との

比較が容易といった利点があるためである。しかしながら，上述で定義された μi，μdiff，μΔに対して，さらに relativeを表す添

え字 rを追加すると表記が煩雑になり，また SIと cgs単位系が混用される場合があるため，透磁率と比透磁率の表記が区別さ

れないということがしばしば起こる。SI単位系で比透磁率を使う場合は，例えばこれらの表記において μi / μ0とするなど，単

位に注意する必要がある。 

SI 単位系における磁束密度 Bは式(2.1.1.2)で表され，磁化 Mが磁界 Hに比例する場合には，その比例定数を磁化率 χとす

ると M = χHと表される。これらの式から，μrと χの関係は μr = 1 + χとなる。通常は M >> Hが成り立つので，磁界 Hは無視

し磁束密度 Bと磁気分極 J = μ0 Mは同じ（B = J），また比透磁率 μrと磁化率 χは同じ（μr = χ）としても差支えない。その一方 

 

  (a)                                    (b)                                   (c) 

図 2.1.1.3 初磁化曲線とさまざまな透磁率、マイナーループ (Minor loop) 
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表 2.1.1.1 パワエレ用軟磁性材料における静磁気特性の評価に用いられる代表的な物理量と透磁率 

用語 英語 記号 定義 計測法* 

飽和磁束密度 
Saturation 

flux density 
BS 磁性材料の到達しうる最大の磁束飽和密度 1**, 2, 3, 4 

残留磁束密度 
Residual 

flux density 
Br 

飽和磁化曲線（Saturation magnetization curve）において， 

磁界 Hが 0のときの磁束密度 Bの値 
1**, 2, 3, 4 

保磁力 Coercivity Hc 
飽和磁化曲線（Saturation magnetization curve）において， 

磁束密度 Bが 0となる磁界 Hの値 
1**, 2, 3, 4 

初透磁率 
Initial 

permeability 
μi 

磁界の強さと磁束密度を共に限りなくゼロに近づけた場合の磁化率の極限値 

（初磁化曲線（Initial magnetization curve）の原点における傾き） 

1**, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 

8 

増分透磁率 
Incremental 

permeability 
μΔ 

直流偏磁条件下にあって，Bが 0でないとき， 

有限の磁界強度変化 ΔHとそれに対応する磁束密度変化ΔBの比 
1**, 2, 3, 4, 6, 8 

微分透磁率 
Differential 

permeability 
μdiff 

B-H 曲線上のある点での傾き 

（飽和磁化曲線（Saturation magnetization curve）に限らないことに注意） 
1**, 2, 3, 4, 5, 6, 8 

* : 各番号に対応する計測法は本章 1.4.2項にて紹介 

** : 静磁気特性のみ測定可能 

 

で，磁化 Mが小さく磁界 H を無視できない場合には，磁束密度 Bや比透磁率 μrに厳密式を用い，磁束密度 Bと磁気分極 J，

また比透磁率 μrと磁化率 χは区別する必要がある。 

また，cgs単位系における磁束密度 Bcgs，磁界 Hcgsと磁化 Mcgsの関係は，式(2.1.1.1)および式(2.1.1.2)とは異なり， 

Bcgs = Hcgs + 4πMcgs (2.1.1.3)＿ 

と表される。ここで，磁束密度 Bcgs，磁界 Hcgs，磁化 Mcgsの単位はそれぞれ gauss，Oe，emu/ccである。cgs単位系における磁

化率 χcgsは，Mcgs = χcgs Hcgsとなる比例定数で，これを代入すると，透磁率と磁化率の間の関係は μcgs = 1 + 4π χcgsとなり，これ

を SI単位系の μrと χの関係式と比較すると，χ = 4π χcgsとなる。したがって，SI単位系で磁化率 χ=1の材料は，cgs単位系で

は 1 / 4π ≒ 0.08となる。以上をまとめると，SI単位系の比透磁率と磁化率，cgs単位系の透磁率と磁化率は全て無次元数で，

SI単位系の比透磁率 μrと cgs単位系の透磁率 μcgsは同じ値だが，磁化率は SI単位系と cgs単位系で値が異なるので注意が必要

である。 

 

1.1.2 磁性材料の動的磁気特性 

1.1.1 項で示した磁気パラメータは磁性材料の静

磁気特性であり，軟磁性材料では静磁気特性として

主に低保磁力（低 Hc），高飽和磁化（高 4πMs），高

初透磁率（高 i）が要求される。また，交流磁界

の励磁によって生じる磁性材料の損失は，軟磁性材

料の磁化過程およびその周波数特性と密接な関係が

ある。以下に交流磁界中での磁化過程（動的磁気特

性）について概説する。 

磁壁移動による磁化過程は駆動磁界の周波数が低

く弱磁界の場合には大振幅の磁化反転を起こすこと

ができる。その一方で，駆動磁界の周波数が高くな

ると磁壁が高速移動してその部分を境にして高速磁

化反転が起こり局所的に渦電流による熱損失（渦電

流損失）が集中して生じる（図 2.1.1.4(a)）。磁壁移

動による渦電流損失 Weddy は駆動磁界の周波数 f に

対して， 

   𝑊eddy =
8.4𝑡𝑤𝐵max

2

𝜋𝜌𝑁
𝑓2                                      (2.1.1.4)  

で表される(6)-(8)。ここで，t，w，，N および Bmax は材料の厚さ，幅，電気抵抗率，材料内の磁壁の総数および単位面積あた

 

図 2.1.1.4 交流磁界中での磁化過程（動的磁気特性） 
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りの磁束反転量（最大磁束密度）である。この式は材料内の磁壁の運動をモデル化したものであり，駆動磁界の周波数 f の高

周波化や磁束反転量 Bmaxの増加は渦電流損失 Weddyの急激な増大に直結することを意味している。この磁壁移動による渦電流

損失の式(2.1.1.4)と実験から，金属磁性材料の厚さ tが数 10 m以下であり，駆動磁界の周波数 fが数 10 kHzであれば渦電流

損失 Weddyを十分に抑制できる。しかしながら，これ以上の周波領域で材料を利用するためには，材料厚さ tを数m以下と薄

くする（薄膜化する）こと，材料の電気抵抗率を増加させること，あるいは材料内の磁壁の総数 N を増やすことが重要とな

る。とりわけ，薄膜化の場合には，磁壁移動の運動が慣性と熱損失をともなうために移動速度には上限があり，磁壁移動によ

る磁化反転速度（もしくは，周波数）の限界は数 MHz 程度にとどまる。このように，磁壁移動は駆動磁界が数 MHz 以上

の高周波領域ではその用途が見いだせないものの，駆動磁界が低周波領域では広く利用されている。実際に，電力変換用変圧

器に用いられるようなある程度厚い金属磁性材料の場合には，磁壁の移動による大幅の磁化反転を引き起こす際に，磁壁の総

数 Nを増加させて各磁壁に磁化反転量を分担させることによって渦電流損失 Weddyを低く抑えている(4)。 

また，磁化回転による磁化過程は，磁壁移動が追随できなくなり，初透磁率iに近い小振幅動作となるおよそ 10 MHz以上

の高周波領域で主体的に寄与する。材料全体に均一に磁化反転が起こる。図 2.1.1.4(b)に示すように，磁化困難軸方向に交流磁

界を印加すると渦電流損失Weddyによって低下する透磁率は，材料の幅を無限とすると，表皮厚 δと静磁化過程で導出される

初透磁率iを用いて電磁気学（Maxwellの式）から， 

   𝜇 = 𝜇i tanh (
𝑡

2𝛿𝑒
) /

𝑡

2𝛿𝑒
= 𝜇i tanh (

(1 + 𝑗)𝑡

2𝛿
) / 

(1 + 𝑗)𝑡

2𝛿
                                               (2.1.1.5)  

と表される(9)。ここで δeは有効表皮厚（複素数）と呼ばれ，一般的な表皮厚 δとの関係は 

   𝛿𝑒 =
1

√𝑗2𝜋𝑓𝜇𝑖 𝜌⁄
=

𝛿

1 + 𝑗
                                     (2.1.1.6)  

   𝛿 =
1

√𝜋𝑓𝜇𝑖 𝜌⁄
= √

2𝜌

𝜔𝜇𝑖
                                                                          (2.1.1.7)  

と表される。これらの式からわかるように，透磁率の低下は材料厚さ tと表皮厚 δとの比に依存し，数 m以下の材料厚さ t

で表皮厚δが十分厚ければ，透磁率の低下は数 m 以下の材料厚さ t になれば数 10 MHz まで十分に抑制される。したがっ

て，材料の形状を十分に薄い膜形状にすれば，金属軟磁性材料でもより高周波領域まで損失を抑制できる。このときの周波数

の上限は，磁気共鳴現象と密接に関係している。この磁気共鳴現象は，磁化が歳差運動を行いながらその向きを変えていく過

程で，ランダウ・リフシッツ・ギルバード（Landau-Lifshitz-Gilbert：LLG）方程式  

𝜕𝑀⃗⃗ 

𝜕𝑡
= −𝛾[𝑀⃗⃗ × 𝐻⃗⃗ ] +

𝛼

𝑀
[𝑀⃗⃗ ×

𝜕𝑀⃗⃗ 

𝜕𝑡
]                                                                          (2.1.1.8)  

によって現象論的に説明できる(10)(11)。ここで，γ はジャイロ磁気定数であり，その値

は 8.7698×10－3g [Oe－1s－1]（g：g因子）である。αは制動定数（ダンピング定数）であ

る。式(2.1.1.7)の第一項が磁化の歳差項，また第二項は制動項にあたる。この現象が

起きる周波数は，静的な外部磁界が与えられないときの軟磁性材料における磁化回転

による実効的な磁界（異方性磁界）Hkの強度（図 2.1.1.5）によって決まる。一軸磁気

異方性を有するバルク形状の軟磁性材料の場合にはその共鳴周波数は， 

𝑓r =
𝛾

2𝜋
𝐻k                                                                        (2.1.1.9) 

で表される(12)(13)。 

以上のように，軟磁性材料の磁化過程は磁壁移動と磁化回転のいずれかである。どちらの過程が主体的になるかは，材料形

状，磁化，サイズ，利用する周波数領域によって異なる。変圧器などの電力変換器では，商用周波数付近の低い周波数領域

で，低い励磁電流で磁壁移動が容易な磁化過程が主体的となる。図 2.1.1.6に示すように，商用周波数付近から低周波領域で，

主にバルク形状に近い電磁鋼板が，低周波領域から 100 kHz付近までの周波数では薄帯や粒径の大きな微粒子からなる圧粉磁

心が，さらに 100 kHzから数 MHz付近の周波数領域ではより粒径の小さな微粒子からなる圧粉磁心が使用される。Mn-Zn系

フェライトはより広い周波数領域で使用される。なお，薄膜素子の場合には，動作周波数が数 10 MHz 以上であり，磁壁移動

が追随しなくなり，初透磁率に近い小振幅での磁化回転による磁化過程が主体的となる。 

 

図 2.1.1.5 一軸磁気異方性を有する

軟磁性材料における磁化

困難軸の磁化曲線 

M

HHk
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1.1.3 軟磁性材料の種類 

代表的な軟磁性材料として，Fe 系合金材料，

アモルファス合金材料，ナノ結晶合金材料，圧粉

磁心材料，フェライト材料が挙げられる。これら

の材料を用いた変圧器等の電力容量と励磁周波数

の関係，および材料の比透磁率と励磁周波数の関

係を図 2.1.1.7(a)および(b)に示すとともに，これら

の材料に関して概説する(14)(15)。 

Fe-Si 合金材料は電磁鋼板（ケイ素鋼板）と呼

び，数％のSiを含んだ材料である。その磁気特性

は飽和磁化 4πMs が高く，変圧器やモータなどの

磁心として使用されている。Fe-Ni 合金材料は初

透磁率i を高くすることを目的としてつくられた

合金で，透磁率の permeability と合金の alloy より

パーマロイ（Permalloy）と呼ばれている。その磁気特性はNi組成により異なり，とりわけ 78.5 wt.%Ni 付近（78パーマロイ，

パーマロイ PC）では透磁率が高く，45 wt.%Ni 付近（45 パーマロイ，パーマロイ PB）では飽和磁化 4πMsが高い。これらの

パーマロイは変成器，巻磁心，磁気ヘッド，磁気シールドなどに使用されている。Fe-Si-Al 合金材料は結晶磁気異方性と磁歪

が同時にゼロとなる組成を有する合金系であり，9.6 wt.%Si，5.5 wt.%Al付近で透磁率が最大となる。この優れた軟磁気特性

を示す合金がセンダストである。この合金は高周波用磁心に使用されている。 

アモルファス合金材料は主に数 10 µm厚の薄帯形状の Fe系アモルファス材と Co 系アモルファス材である。Fe系アモルフ

ァス材の磁気特性は，飽和磁化 4πMsが高く，かつ保磁力Hcが低いので，主に電力配電用変圧器に使用されている。また，Co

系アモルファス材の場合，透磁率 が高く，かつ保磁力 Hc が低いので，磁気増幅器可飽和磁心や磁気センサに使用されてい

る。ナノ結晶材料は数から数 10 nm のスケールの結晶粒からなる合金材料である。その磁気特性は比較的飽和磁化 4πMsが高

く，高透磁率・低損失であり，コモンモードチョークなどに使われている。代表的なナノ結晶材料としては，Fe-Si-B-Cu-Nb

系合金や Fe-Zr-B 系合金などが挙げられる。なかでも，Fe-Si-B-Cu-Nb 系合金は 10 nm 程度の体心立方型（body center cubic 

(bcc) type）Fe-Si結晶粒が強磁性 Fe-B-Nb系アモルファス相中に高密度かつ均一に分散したミクロ組織であり，優れた軟磁気

特性を有している。 

圧粉磁心材料は粒子サイズが数から数 10 µmの軟磁性粉末で，その表面に絶縁被覆を施して所定の形状に成形した材料であ

る。その磁気特性は初透磁率 i があまり高くないものの，高磁界まで磁気飽和しにくく，渦電流損失が低く，比透磁率 r 

が粒子サイズが小さいほど高周波領域まで低下しないといった特長を有している。主な材料の種類としては，カルボニル鉄，

純鉄，Fe-Si，Fe-Ni，Fe-Si-Al（センダスト）などの軟磁性合金や，アモルファス合金およびナノ結晶合金が挙げられる。これ

らの材料は主に磁心としてスイッチング電源に用いられるノイズフィルタや平滑チョークコイル，ノート PC 用途のパワーチ

ョーク用小型磁心に使われている。 

フェライト材料は酸化鉄を主成分とする磁性材料である。スピネル型の結晶構造を有するMn-ZnもしくはNi-Zn系フェライ

ト材料は，飽和磁化 4πMs が低いものの，電気抵抗が高く高周波領域まで低損失であり，変圧器やインダクタ，コモンモード

ノイズフィルタなどの磁心として使われている。 

これらの材料に関する詳細については 2.1.2および 2.1.3項で説明する。 

  

(a)                               (b) 

図 2.1.1.7 代表的な軟磁性材料の電力容量と周波数の関係(a)と透磁率と周波数の関係(b) 
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図 2.1.1.6 代表的な軟磁性材料の利用周波数領域 

（磁壁移動・磁化回転による磁化過程と大振幅・小振幅動作の区分も考慮） 
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1.1.4 磁気特性計測法 

受動素子を構成する軟磁性材料の磁気

特性を理解する上で，その磁気特性計測

法を把握することが重要である。図

2.1.1.8 に軟磁性材料における磁気特性計

測法と測定周波数領域の関係をまとめ

た。静磁気特性の計測法として，主に振

動 試 料 型 磁 力 計 （ Vibrating Sample 

Magnetometer: VSM），超電導量子干渉素

子（Super-conducting Quantum Interference 

Device: SQUID）磁力計，磁界勾配型磁力

計 （ Alternating Gradient Magnetometer: 

AGM），および直流 B-H ループトレーサ

が挙げられる。これらの計測法ではいず

れも軟磁性材料の磁化曲線測定が可能である。一方で，交流における磁気特性の計測法として，主にエプスタイン試験，二次

元ベクトル磁気測定装置，一コイル法，二コイル法（交流 B-H ループトレーサを含む），インダクティブキャンセル法，キャ

パシティブキャンセル法が挙げられる。これらの計測法では，軟磁性材料の動的磁気特性測定が可能であるが，それぞれ評価

可能なパラメータが異なる。エプスタイン試験は電磁鋼板の最も基本的な磁気測定法であり，B-H 曲線を測定し，鉄損や透磁

率などの磁気特性を評価できる。二次元ベクトル磁気測定装置では，鉄心材料の磁束密度 B と磁界 H をベクトル量として評

価できる。二コイル法では，磁心材料や薄帯における B-H曲線測定が可能であり，それらの高周波損失の周波数特性を評価で

きる。これらの計測法に加えて，最近では，数 MHzの高周波領域での軟磁性材料の M-H測定が可能な交流磁化率法や，軟磁

性材料における磁区構造の動的挙動を観察できる時間分解磁気イメージング（磁気光学 Kerr 効果顕微鏡）なども開発されて

いる。これらの磁気特性計測法に関する詳細については 2.1.4項で説明する。 

 

1.1.5 磁気素子（変圧器・インダクタ） 

変圧器・インダクタといった磁気素子に関しては，図 2.1.1.9 のように動作周波数と電力帯で区分けして，軟磁性材料を用

いた変圧器・インダクタについて整理する。具体的に，変圧器に関しては，動作周波数領域数 10 kHz未満，電力 1 kW以上の

場合には，コンバータとしてフォワードコンバータ，フルブリッジコンバータ，Dual Active Bridge（DAB）コンバータなどの

代表的なトポロジーが挙げられ，それらのコンバータに図 2.1.1.10(16)のように内鉄型および外鉄型変圧器が用いられている。

そのときの軟磁性材料は，Fe-Si 合金材料，ナノ結晶材料（ファインメット），スピネル系フェライト材料（Mn-Zn フェライ

ト）などが主に使用される。動作周波数領域 100 kHz－1 MHz，電力 100 W－1 kWの場合には，コンバータとしてフライバッ

クコンバータと共振コンバータが挙げられる。そのときの軟磁性材料は主にスピネル系フェライト材料（Mn-Zn フェライ

ト）等が主に使用される。さらに，動作周波数領域 1 MHz以上，電力帯 100 W以下の場合には，コンバータとして主に共振

コンバータである。そのときの軟磁性材料はスピネル系フェライト材料（Ni-Zn フェライト）や鉄系コンポジット（微粒子

（微細球形粉末ならびに扁平粉末コンポジット 磁心））が適用される。  

また，インダクタに関しては，いずれの動作周波数領域・電力帯においてもエネルギー蓄積素子に直流平滑化インダクタと

して用いられる例が多いものの，用いる軟磁性材料は動作周波数領域・電力帯において異なる。動作周波数領域数 10 kHz 未

 
図 2.1.1.8 代表的な磁気特性計測法と周波数との関係  
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図 2.1.1.10 変圧器の積層型鉄心形状(15) 

積層磁心

積層磁心

 
図 2.1.1.9 変圧器・インダクタにおける電力出力容量と 

動作周波数の関係 
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満，電力 1 kW 以上の場合には，軟磁性材料として Fe-6.5 wt.%Si 合金材料，ナノ結晶材料（ファインメット），圧粉磁心材料

（多結晶系）やスピネル系フェライト材料（Mn-Zn フェライト）が用いれ，いずれの材料も主にギャップ付きで使用されてい

る。動作周波数領域 100 kHz－1 MHz，電力 100 W－1 kW の場合には，軟磁性材料として圧粉磁心材料（多結晶系，アモルフ

ァス・ナノ結晶系）やギャップ付きスピネル系フェライト材料（Mn-Znフェライト）などが用いられている。さらに，動作周

波数領域 1 MHz以上，電力 100 W以下の場合には，軟磁性材料として圧粉磁心材料（Fe系コンボジット（微粒子））やスピネ

ル系フェライト材料（Ni-Zn フェライト）が用いられている。 

これらに加えて，動作周波数の高周波化にともない，巻数の低減・小形化が可能であるものの，表皮効果と近接効果に起因

する交流抵抗が増加する。そのため，巻線の発熱の抑制や電力変換効率の向上のためには交流抵抗の低減が必要不可欠であ

る。その方法として，線材による銅損低減技術，インターリーブ巻線構造による銅損低減技術および磁気回路構造による銅損

低減技術が主に挙げられる。 

磁気素子に関する詳細については，上述した軟磁性材料を用いた変圧器・インダクタとコンバータに関する具体的な適用事

例とそれらの課題，さらに交流抵抗の低減技術について整理し，2.1.5項で説明する。 

 

1.1.6 磁気素子のモデリング 

モデリングは実測した鉄損，励磁波形，B-H 曲線等を数学的に表現することを目的としているが，物理機構に基づくか否か

で意味合いが大きく異なる。回路システム設計の立場では，回路（励磁）条件に対する磁気素子の挙動を数学的に簡潔に表現

し簡便に計測できることが最優先であり，磁性材料の物理機構に踏み込むことは容易でない。一方，磁気分野ではそのジレン

マにはあまり関心は払われていなかった。代表的な鉄損モデリングにおける数学的表現は Steinmetz 式（SE：Steinmetz 

Equation）であり，正弦波励磁における鉄損 P [W/m3]は， 

𝑃 = 𝑘𝑓𝛼𝐵m
𝛽                                                                                               (2.1.1.10) 

として励磁周波数 fと最大磁束密度の振幅 Bmのベキ関数で与えられる。ここで，k，α，βは材料パラメータである。この原型

は，Steinmetz が 1892年に鉄損表現式として提案したものであり(17)，実に 130年以上にわたって使用され続けている。その一

方で，Steinmetz 自身は式(2.1.1.10)を鉄損の数学的表現としてではなく，励磁周波数 fの α乗と最大磁束密度の振幅 Bmの β乗

に対する物理的な関連性と鉄損分離（ヒステリシス損失 Ph : α = 1，β = 1.6, 渦電流損失 Pcl : α = 2，β = 2）について議論してい

る(17)。その後，Overshottによって α = 1.5の過剰損失 Pexc （もしくは異常渦電流損失＊）も追加され，鉄損 P (W/m3)は， 

𝑃 = 𝑃h + 𝑃cl + 𝑃exc = 𝐶h𝑓 + 𝐶cl𝑓
2 + 𝐶exc𝑓

1.5                                             (2.1.1.11) 

として損失の成分ごとに分離した形式で表され，一般的に広く用いられている(18)。 

また，損失の物理的な起源を議論する場合には，式(2.1.1.11)を励磁周波数 f で規格化した一周期あたりの損失 W (= P/f) 

[J/m3] の式として 

𝑊 = 𝑊h + 𝑊cl + 𝑊exc = 𝐶h + 𝐶cl𝑓 + 𝐶exc𝑓
0.5                                                                                   (2.1.1.12) 

を用いて議論した方が見通しが良い。ここで，Ch，Cclおよび Cexcは各損失成分の励磁周波数依存性の係数である。 

さらに，矩形波電圧を例示した場合の鉄損を記述する式として，一般化 Steinmetz式（generalized Steinmetz equation: GSE） 

𝑃 =
1

𝑇
∮𝑘𝑖 |

𝑑𝐵

𝑑𝑡
|
𝛼

|∆𝐵|𝛽−𝛼𝑑𝑡                                              (2.1.1.13) 

が用いられるようになった(19)。式(2.1.1.13)において B(t)に正弦波を代入すれば式(2.1.1.10)と等価であることは容易に確認で

きる。ただし，係数 kと k1の関係は， 

𝑘𝑖 =
𝑘

(2𝜋)𝛼−1 ∫ |cos 𝜃|𝛼2𝛽−𝛼𝑑𝜃
2𝜋

0

                                           (2.1.1.14) 

となる。さらに，マイナーループの表現にも対応させた改良型である iGSE（improved GSE）(20)や緩和項を導入した i2GSE

（improved-improved GSE）(21)なども提案され，任意波形に対応できるように工夫されてきた。 

 上述したモデリングに加えて，ナノスケールでの磁化の動的挙動（磁化の高周波磁界応答）を理解できる Landau–Lifshitz–

Gilbert（LLG）解析と，実スケールでの変圧器やインダクタなどの磁気素子の設計や電磁気特性解析を明確にできる Maxwell

解析とを組み合わせた連成解析も進められている。 

モデリングに関する詳細については 2.1.7項で説明する。 

＊ 2.1.7.2項で説明するように，磁歪による高周波損失成分も f 1.5の挙動をとることが近年明らかとなり，f 1.5の損失成分は

渦電流と磁歪の寄与を合わせて過剰損失とした。                             ［遠藤恭］ 
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1.2 薄帯，焼結体 

1.2.1 軟磁性材料の用途と B-H曲線 

軟磁性材料は用途によって求められる条件が異なり，周波数により求められる特性が違う。磁心の単位体積当たりで発生さ

せられるエネルギーはファラデーの法則にあるように起電力が磁束 Φ の時間微分 dt に比例する性質に由来する。時間変化

は，概ね磁束変化の周期である周波数 f の逆数ととらえることができる。周波数が低い領域では特に単位体積当たりで扱える

エネルギーを多くするために①動作磁束密度 Bm が高いこと，および②磁心の断面積 A を大きくし，A と Bm の積である磁束

Φ を多くすることが必要となる。Bmを高くするために，B-H 曲線はフルループ近くまで使われる。このような B-H 曲線の使

い方では，初透磁率 I が高いことよりも，磁化過程全般の平均の透磁率が高いことの方が有利であり，磁壁移動による磁化

過程が起きやすく，磁化回転による磁化過程は透磁率の低下につながりやすく，特に磁歪が大きい材料では，振動や騒音の原

因になりやすいため，極力抑制されることが望ましい。そのため，磁路方向に直行した磁区は，磁化回転による磁化過程の要

因となるため，多くの場合，圧延による応力誘起の磁気異方性や磁場中熱処理による誘導磁気異方性を磁路方向に付与するこ

とにより，180°磁壁が平行するように処理される。 

 

図 2.1.2.1 材料形態の変化に伴う特徴の変化 
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パワーエレクトロニクス装置で使用される変圧器やインダクタは 50 Hzや 60 Hzに限定されず様々な周波数の条件下で使用

される。Bm f を高くすれば，より大きな電磁エネルギーが得られるが，磁心で発生する損失による熱も，Bmや fに依存する。

この磁心材で発生するロスは鉄損と呼ばれ，鉄損 P は以下のように構成される。 

 (2.1.2.1)＿ 

ここで，Ph，Pcl，Pexc はそれぞれ，ヒステリシス損失，渦電流損失，過剰損失である。Phは周波数 f に比例し，保磁力 Hcが

低く，残留磁束密度 Brが低いと Phは低くなる。Pclおよび Pexcは交流磁場下で現れる損失である。厚さ t の板が一様磁化する

場合，渦電流損失 Peは以下の式 

 (2.1.2.2)＿ 

で表される。ここで， は電気抵抗率である(1)。Pclは f の 2 乗に比例するため，特に高周波では重要な要素となる。過剰損失

Pexcは，Phおよび Pcl以外に発生する動的損失であり，磁壁移動に伴う損失と考えられている。Pexcは特に磁路と平行な磁壁が

磁路と直行する方向に移動する際に顕著になり，f のおよそ 1.5 乗に比例し，磁壁の枚数に反比例することが知られている。

主にこの 3種類が鉄損の要因となる。特に中周波領域（サブ kHz～数十 kHz）から高周波領域（数十 kHz以上）では，渦電流

の抑制が，発熱の抑制に大きな意味を持ち，材料選定の重要要件となる。このような観点からフェライト磁心は広く使われて

いる。しかし，逆説的に言えば，ある程度渦電流損失が低減できれば，中～高周波にかけた領域であっても，電気抵抗率が低

い金属合金系の材料も有効活用できることになる。電気抵抗を高くする手段として，式(2.1.2.2) からわかるように磁路と直

交する導電体の厚さ tを減らすことが有効である。図 2.1.2.1に見られるように，鋼板と比べて，液体急冷で作られる薄帯（ま

たはリボンとも呼ばれる）は，1/10程度の板厚となるため，このような観点から，鋳造上の制約で厚みが 30 m以下となるこ

とが一般的なアモルファス合金やナノ結晶合金などの液体急冷薄帯は有利である。一般的な電磁鋼板は薄いものでも 200 m

程度の厚さがあり，液体急冷薄帯の Pclの数十倍～百倍となる。そのため，液体急冷薄帯は，周波数が高い領域における Fe系

金属合金磁心材料の有効な選択肢となる。Fe基アモルファス合金薄帯の渦電流損失は，式 (2.1.2.2) より，Bm fが 20,000程度

で，ヒステリシス損失と同程度になる。例えば Bmが 0.2 T では，100 kHz 程度で，渦電流損失が上回ることになるため，それ

よりも低い周波数でも，渦電流の影響は顕在化してくることになる。そのため，30 kHz 程度以上では図 2.1.2.1 の薄帯を粉砕

した粉などが使われるようになる。磁束と直交する導体の断面積が減ることで，導体の電気抵抗が高くなり，渦電流が抑制さ

れる。 

中周波領域では，前述のように渦電流損失を抑えることが最重要だが，渦電流損失の割合が低い液体急冷薄帯においては，

過剰損失を低減させることが重要となる。図 2.1.2.2 のように磁壁移動による磁化過程では，磁壁が動き出すまでに閾値があ

り，ダンパーのように磁場に対して不可逆的な動きを示す。結晶系などでは，結晶粒界や転位などの欠陥，不純物などの析出

物が磁壁の進行方向上にある場合，磁壁がトラップされ，さらなる移動に余計な磁化力が必要となり，これを乗り越えるのに

必要な磁界が閾値的に表れる。他方，アモルファス相では総じて等方的にランダムになるため，磁壁移動の障害は少ないはず

である。しかしながら，アモルファス合金薄帯における過剰損失の割合は極めて大きく，例えば 50 Hz，1.4 Tの場合，Ph : Pcl : 

Pexc の比は 6：0：4であり，Phが fの 1乗で増加するのに対して，Pexc は f の 1.5乗で増加することを考慮すると，中周波領

域での Pexc の影響はさらに大きくなる(3)。Pexc を減らすには，磁壁の移動距離を制限することが有効であり，磁区細分化は有

効な対策となる。また，Fe基急冷合金薄帯の Pexcと磁性体の飽和磁歪定数sの間に比例関係があることが報告されている(4)。

磁歪を介した磁気弾性効果が粘性流動（ダンパー）のように磁壁移動に抵抗を与え，Pexc の増加に寄与していると考えられて

いる。Fe 基アモルファス合金薄帯の sは 30×10－6程度と軟磁性材料の中では高い部類に入る。sが低ければ，さらなる損失

低下が可能となり，より高い Bm f で使用可能になり，磁気素子の低発熱化，小型化が可能になる。このような観点から，Fe

基アモルファス相中に Fe のナノ結晶粒が析出したナノ結晶合金の開発が進められており，ゼロ磁歪で飽和磁束密度 BS が約

1.2 Tの合金から，s は 15×10－6程度とアモルファス合金の半分程度で，Bsが 1.75 T 以上ある合金など，ナノ結晶化による低

磁歪化が確認されている(5)。また，図 2.1.2.2右側にあるように，熱処理等により，残留磁区状態の磁化容易方向を磁路と直交

させることで，磁壁移動による磁化過程を抑え，磁化回転による磁化過程が優勢になるようにすることで，Pexc は抑制され

る。このような磁化過程では，磁壁移動タイプと比べて，平均の透磁率は下がり，磁気飽和させるにはより高い磁界が必要と

なる。中周波以上の領域では，磁壁移動タイプよりも磁化回転タイプの方が扱いやすくなる。 

 

𝑃 = 𝑃ℎ + 𝑃𝑐𝑙 + 𝑃𝑒𝑥𝑐 (W) 

𝑃𝑐𝑙 =
(𝜋𝑡𝑓𝐵𝑚)2

6𝜌
 (W) 
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図 2.1.2.2 磁区構造と B-H曲線の形状および磁化過程の違い 

 

1.2.2 中‐高周波変圧器 

中－高周波変圧器では，スイッチングにより作られた電圧には交流成分に加えて僅かに直流電圧成分が含まれるので，変圧

器は偏磁を起こすことがあり，B-H 平面 の原点から外れることがある。そのような場合に平均の透磁率が高い材料を用いる

と，偏磁により，磁気飽和を起こし，励磁インダクタンスの低下により変圧器を励磁するインバータ等から供給される励磁電

流が過大になりインバータの故障や破壊の原因となる。したがって，ある程度偏磁が起きても磁気飽和を起こしにくい低透磁

率の材料が使いやすい場合もある。中－高周波変圧器に求められる資質としては，第一に，高い Bm fで駆動可能となるための

低鉄損であり，Peや Pexcを抑える対策として薄肉化や磁路に対して垂直な磁区構造に制御するとともに材料そのものの性質に

起因した低 Phであることが求められる。これには，初透磁率 i の高さが重要な要件となる。 

 (2.1.2.3)＿ 

µi が高い材料では，K,  λsが限りなくゼロに近いことが求められる(2)。このような状態に近い材料としては，Fe-Ni（パーマロ

イ）や Fe-Si-Al （センダスト），Mn-Zn フェライト，Ni-Zn フェライト，Co 基アモルファス合金など限られた材料だけとな

る。1980 年代には，アモルファス相と平均結晶粒径が十数ナノメートルのナノ結晶粒組織からなる Fe- Cu-Nb-Si-B ナノ結晶

合金が発見され，正の磁歪を有するアモルファス相と負の磁歪を有するナノ結晶粒層の複合組織で，磁歪が相殺されることか

ら高い µi が得られることが確認された。Fe 基ナノ結晶合金は，従来から知られていた理想的軟磁性体よりも，Bsが高いこと

から，中－高周波変圧器の候補材として有望である。 

 

1.2.3 インダクタ 

Fe系金属合金磁心材料がフェライト材料に勝る点として，高い飽和磁束密度 Bsが挙げられる。Mn-Znフェライトの Bsはお

よそ 0.5 T であるのに対して，中周波でよく使われる 6.5%Si-電磁鋼板の Bs は約 1.85T，Fe 基アモルファス薄帯は約 1.6 T，

Fe基ナノ結晶材料は約 1.2 T である(1)。このように金属合金磁心の高い Bsが活かされる用途としては，前述の変圧器よりもイ

ンダクタが適したフィールドとなる。直流電圧の昇圧や降圧を行うチョッパ回路では磁心材料とコイルからなるインダクタと

コンデンサおよびスイッチから構成される比較的シンプルな回路であり，回路動作条件から求められるインダクタンスと電流

容量を満たすように磁性材料とその形状が選定される。インダクタの場合は，負荷電流が励磁電流と等しくなるので，負荷電

流の増加に比例して磁性体中の磁束が増加する。磁心に使われる軟磁性体は，周辺の空気よりも透磁率が高く，すなわち磁束

が通りやすく，スポンジのように磁束が集められる。飽和磁束密度に達すると透磁率が急速に低下して，回路の過電流を引き

起こす。磁気飽和を防ぐ方法として，磁心にギャップ等を設けて，磁場印加時の透磁率，（増分透磁率 ）を下げ，大きな磁

界  でも磁束密度が増加しないようにする方法と Bs を高くする方法が挙げられる。ギャップを広くするほど，磁心の透磁率

は下がるが，ギャップが広くなると漏れ磁束が増え，これに伴いギャップ付近でコイルと直交する漏れ磁場による渦電流損

失，フリンジング損が発生する。ギャップを集中させると，フリンジング損が増えるため，ギャップを分散させて，各ギャッ

プの漏れ磁束を少なくする工夫がなされることがある。また，金属合金粉末を樹脂で固めた金属合金コンポジット磁心は，磁
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性体と磁性体の間が低透磁率の樹脂で占められており，磁心全体に狭いギャップが分散した状態となり，磁心の低透磁率化と

フリンジング損の低減の両立が図られる。粉末の粒径を小さくすることにより，ヒステリシス損失 Ph は増える傾向にあり，

交流の損失 Pcl＋Pexcは減少する傾向にある。 

 

1.2.4 用途と材料仕様 

表 2.1.2.1 に各周波数の変圧器およびインダクタの磁心材料に求められる磁気的特徴および材料仕様をまとめた。変圧器や

インダクタでは低損失すなわち，ヒステリシス損失，渦電流損失，過剰損失のいずれもが低いことが要求される。その観点か

ら，ある程度周波数が高くなるとヒステリシス損失，過剰損失の低減が望める磁化回転タイプの磁化過程が好ましくなる。前

述しているように，各損失が占める割合は周波数ごとに変化するため，それらの損失が表われにくくなるようにすることで，

材料の特性を最大限に活かすことが重要となる。中周波領域の応用では，金属合金系材料を薄肉化することで，渦電流損失の

影響を大幅に抑えることができ，透磁率を低くできれば，高 Bs である特徴を利用し，高い直流重畳性を活かすことができ

る。さらに高い周波数では，粉末状にすることで，高電気抵抗として，渦電流の発生を抑制するとともに，ヒステリシス損失

の低減が重要となるため，本質的に，磁化の磁場追従が良い高 I の材料が有効な選択肢となる。 

 

表 2.1.2.1 各周波数の変圧器およびインダクタの磁心材料に求められる磁気的特徴および材料仕様 

 変圧器 インダクタ 

周波数 ~0.1 kHz未満 0.1~100 kHz未満 100 kHz~ 1~100 kHz未満 100 kHz~ 

B-H曲線 フルループに近い 原点近傍の 

ヒステリシス 

ループ 

原点近傍の 

ヒステリシスループ 

直流あるいは低周

波交流に重畳した

高周波のマイナー

ループ 

直流あるいは低周波

交流に重畳した高周

波のマイナーループ 

材料が備える

べき資質 

高 max 

高 Br 

高 i 

 

高 i 

低 Br 

高 Bs 

 

高 i 

高電気抵抗 

磁心の形状 巻磁心 巻磁心 

焼結磁心 

焼結磁心 

金属合金コンポジッ

ト磁心 

カット磁心 

ブロック磁心 

焼結磁心 

圧粉磁心 

焼結磁心 

圧粉磁心 

金属合金コンポジッ

ト磁心 

材料例 方向性電磁鋼板 

Fe基アモルファス 

フェライト 

Feナノ結晶 

フェライト 

Fe基ナノ結晶 

Co基アモルファス 

6.5%Si電磁鋼板 

Fe基アモルファス 

センダスト 

フェライト 

フェライト 

センダスト 

Fe基ナノ結晶 

Co基アモルファス 

 

1.2.5 仕様と材料選択 

世の中のニーズも変遷してきており，要求を満たすためにこれまで使われてこなかった材料を使う機会も増えて，要求仕様

と材料のマッチングを考える必要性が増してきている。仕様として，サイズ，飽和磁束密度，周波数，温度範囲，コスト，機

械的性質などが挙げられるが，すべてを網羅する材料は存在せず，材料の特徴を理解した上で選択する必要がある。表 2.1.2.2

は例として，Fe 基ナノ結晶合金薄帯とソフトフェライトの特徴（サイズ，飽和磁束密度，用いられる周波数，温度範囲，コ

スト）の関係を整理したものである。Fe 基ナノ結晶は，高 Bsであるとともに薄帯であることから，高占積率であり，同様の

デバイスを作製した場合，デバイスの小型化が可能になる。概ね数百 kHz以上の周波領域では，渦電流損失が低いフェライト

磁心が用いられる機会が増えてくる。近年，Fe 基ナノ結晶の高周波領域における活用を目指した研究が進められており，Bm 

= 20 mT下で，Ni-Znフェライトの結果が示されている 2 MHzの領域までは Fe基ナノ結晶合金の鉄損が Ni-Znフェライトの 5

分の 1程度となっている(6)。 

 

表 2.1.2.2 Fe基ナノ結晶合金薄帯とソフトフェライトの特徴（サイズ，飽和磁束密度，用いられる周波数，温度範囲，コスト）の関係 

 サイズ 飽和磁束密度 (Bs) 周波数 (kHz) 温度範囲 コスト 

Fe基ナノ結晶 ◎(小) 高 (1.2 T) 十―数百 〇 (150℃以上 OK) △ 

フェライト ×(大) 低 (0.5 T) 十－千 × (100℃以下) ◎ 
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1.2.6 Fe基ナノ結晶合金の特徴 

Fe 基ナノ結晶合金は前述したように，アモルファス相中にナノ結晶粒が高密度に析出した複合組織である。Fe 基ナノ結晶

相は，Fe- Cu-Nb-Si-B の溶融金属を液体急冷法で凍結し，アモルファス相を得たのちにナノ結晶加熱処理を加えることによっ

て製造される(7)。そのため，アモルファス相とナノ結晶相のそれぞれの熱感受性，磁場感受性，ひずみの付与などを利用し，

熱処理を施すことで，µ を数千－十万の範囲で調整でき，B-H 曲線の形状制御が可能であり，多様なニーズに合わせることが

できる(7)。液体急冷法は，初相であるアモルファス相を得るために，その名の通り，溶融して液体状態となった金属を高速で

回転する銅合金製のローラーに加圧して押し付け，急冷凝固させる鋳造方法である。この際，Fe 基のアモルファス合金を得

るには，冷却速度が－106～107℃/s 以上である必要があり，この冷却速度を Fe-Cu-Nb-Si-B 合金で実現するには，薄帯の厚さ

を 20 µm 以下に制御する必要がある。板厚が薄くなる分，単位時間当たりの製造重量は少なくなるが，薄帯である利点も得

られる。交流磁場下に磁性体が置かれた場合，外部磁場によって物質内の磁束も変化を受けることになる。この変化に逆らう

ように発生するのが渦電流である。物質の電気抵抗率が高い場合や形状的理由で電気が流れる断面積が狭い場合などでは，渦

電流の発生そのものが抑えられるため，渦電流発生に伴う渦電流損失の発生も抑制される。液体急冷合金の電気抵抗率は 130 

µΩcm 程度であり(1)，電磁鋼板等の軟磁性の板材と比べた場合，電気抵抗率が 2～4 倍程度あり，板厚は 1/10 以下となるた

め，それらの軟磁性材料と比べて，渦電流損失が抑えられる。他方，Fe 基ナノ結晶合金薄帯とフェライトを比べた場合に

は，フェライトの電気抵抗率は Fe 基ナノ結晶合金の 104～1010倍程度あり(1)，加えて，数十～数百 µm のフェライトの粉末を

焼結して磁心を形成させているため，サイズの効果による渦電流損失の抑制効果も加わり，フェライトが有利な状況である。 

 

1.2.7 薄体のまとめ 

上記のように，交流で用いられる磁心材料では渦電流損失の影響を強く受けるため，使われる周波数ごとに求められる形

態，飽和磁束密度 Bs，磁心の透磁率などが変わってくる。そのため，用途に合わせた材料選定が行われる。周波数ごとで整

理すれば，低周波では，最大透磁率が高く，高 Bs である電磁鋼板が多く使われている。特に変圧器などでは，損失低減およ

び磁心の高透磁率化の施策として，磁壁移動による磁化過程が主になるように処理されている。数 kHz から数十 kHz の中周

波領域では，ヒステリシス損失，磁壁移動に伴う渦電流損失の双方が損失に影響を与えるため，大きな磁壁移動を伴う磁化過

程は適当でなく，磁化回転による磁化過程が主になるように処理され，特にインダクタでは磁路中にエアギャップを入れるこ

とで磁心としての透磁率を下げて使われることがある。変圧器に入力される電圧波形に直流電圧成分が含まれた場合，すなわ

ち，磁気回路で偏磁が起きた場合，透磁率が高い磁心を使っていると，変圧器の励磁電流が極端に増加する問題が生じる。ま

た，インダクタにおいて，透磁率を下げる理由として，直流を重畳して，電圧変換を行う回路では，大きな直流電流が入力さ

れても磁気飽和を起こさない性質が要求されるためである。低周波領域（kHz 以下）～中周波領域のインダクタでは，電磁

鋼板とともに Fe 基アモルファス材料，Fe 基ナノ結晶材料が用いられている。いずれの周波数域でも事情は同じだが，特に中

周波領域以上の変圧器では，動作磁束密度 Bm を決定する因子として，必ずしも，Bs がメインではなく，損失に伴う発熱が

重要になってくる。例えば，許容できる発熱量を 100 W/kg などと設定した場合には，ロスが大きい鉄心の場合，Bmを低く設

定する必要が出てくるため，結果的に磁心の大型化につながる。その点で Fe基ナノ結晶合金は，例えば 10 kHzの損失が Fe基

アモルファス合金の 6～5分の 1程度，6.5％電磁鋼板の 15～10分の１程度と極めて小さく，中－高周波変圧器の鉄心として有

用なことがわかる。現状では変圧器としても，インダクタとしてもフェライト磁心が多く用いられている。フェライト磁心

は，上述したようにフェライトの粉末を焼結して固めたものであり，結晶粒間が狭いギャップとして働くため，ギャップが分

散した状態となっており，磁心としての透磁率は，5000 程度となっている。結晶粒の粒形を調整して，透磁率を下げること

も可能である。インダクタの磁心としてフェライトを用いる場合は，飽和磁束密度が低いことおよび温度とともに性能が変化

することに注意が必要である。                                    ［太田元基］ 
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1.3 圧粉磁心・微粒子コンポジット磁心 

1.3.1 概要 

(１) 圧粉磁心・微粒子コンポジット磁心の比透磁率と適用周波数の関

係 

圧粉磁心・微粒子コンポジット磁心の周波数－比透磁率マップを図

2.1.3.1に示す。 

圧粉磁心は一般的に磁性粉末をバインダとともにプレス成形して作製

される。図 2.1.3.2 に模式的に示すように，バインダが磁心中を空間的に

分布する非磁性ギャップとして振る舞い，粉末の反磁界効果の残留によ

って磁心透磁率は低下するが，直流バイアス磁界下での透磁率の変化が

小さく（恒透磁率特性），主としてインダクタに用いられる。 

概ね 100 kHz以下の周波数では粉末粒径が数十μmサイズの結晶質 Fe-

Si 系，結晶質 Fe-Ni 系，結晶質 Fe-Si-Al 系が用いられているが，数 kHz

以下では高い飽和磁化を期待して純鉄系も用いられる。100 kHzを越える

周波数では，前述の結晶質系材料に比べて電気抵抗率が高い Fe基アモル

ファスや Fe基ナノ結晶粉末を用いた圧粉磁心が開発されており，10～20

μm の粉末を採用することで高い電気抵抗率と相まって数百 kHz コンバ

ータへの応用も視野に入っている。詳細は後述するが，最近開発された

ナノメット系ナノ結晶粉末圧粉磁心は高い飽和磁化と 100 前後の比透磁

率，超低鉄損の特徴を有し，次世代磁心として非常に有望である。 

1 MHz を越える高い周波数では渦電流損失の低減が最大の課題であ

り，概ね 5μm 径以下の超微細球形磁性粉末を用いた微粒子コンポジッ

ト磁心や，数μm 径以下に扁平化した粉末を積層した扁平粉末コンポジ

ット磁心があり，1 MHz 以上の周波数で変圧器やインダクタに利用され

ている。 

(２) パワーエレクトロニクス回路基板への実装形態 

トロイダル形状のバルク圧粉磁心は巻線を磁心外側に配置する内鉄型

インダクタとして回路基板に実装されるのに対し，圧粉磁心中に巻線を

埋め込んだ外鉄型インダクタは回路基板に表面実装される。一方，1 

MHz を越える高い周波数をターゲットとする微粒子コンポジット磁心は

回路基板への内蔵を指向するなど，磁心の種類によって回路基板への実

装形態が異なる。 

 

1.3.2 圧粉磁心 

(１) 製造工程 

図 2.1.3.3に金型圧縮成形による圧粉磁心の製造工程を示す。出発粉末から圧粉磁心までの各工程を順に説明する。 

ａ．アトマイズ法磁性粉末 

前述のように，概ね 100 kHz以下の周波数では純鉄，Fe-Si，Fe-Ni，Fe-Si-Al系などの結晶質粉末を用いた圧粉磁心が用いら

れるが，電解精錬純鉄を粉砕して得る電解鉄粉を除けば，図 2.1.3.4 に示すように，合金溶湯をガスジェットや水ジェットを

用いて粉砕・微粉化し，冷却して得られるアトマイズ粉末が用いられる。同様に，アモルファスや金属ガラス，ナノ結晶合金

 
図 2.1.3.1 圧粉磁心・微粒子コンポジット

磁心の周波数－比透磁率マッ

プ，公表データをもとに作図 

 
図 2.1.3.3 圧粉磁心の製造工程（金型圧縮成形法） 

 

(a) 内部の模式図 

 
(b) 磁気特性 

図 2.1.3.2 圧粉磁心内部の模式図と磁気特性 
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粉末もアトマイズ法で作製される。 

ｂ．絶縁被膜形成 

金属磁性粉末に対しては圧粉磁心内での粉末同

士の接触による渦電流損失の増大を避けるため

に，粉末表面の絶縁被膜処理が行われる。無機，

有機系など様々な絶縁被膜があるが，後述するプ

レス成形後の高温歪取り熱処理にも耐えうる高耐

熱被膜が望ましい。 

Sugimura ら(1)はアンモニアを触媒とする TEOS

（Tetraethoxy-Silane；Si(OC2H5)4）の加水分解によ

るカルボニル鉄粉（Carbonyl iron powder；CIP）

にシリカ（SiO2）被膜形成を報告した。反応式は

以下のとおりである。 

Si(OC2H5)4 + 2H2O + NH3 ⇒ SiO2 + NH3 +4C2H5OH (2.1.3.1)＿ 

カルボニル鉄粉 1 gあたり 0.32 mlの TEOSで処理した場合，約 100 nmのシリカ被膜が形成される。シリカは電気絶縁性と

耐熱性に優れるが，エポキシ樹脂バインダとの濡れ性が悪く，シランカップリング剤などの表面処理が必要である。 

スピネルフェライト薄膜を粉末表面に形成した例として，Mori ら(2)は超音波励起フェライトめっき法によって平均粒径 10 

µmの Fe-Si-Cr粉末表面にMn-Zn-Oフェライトめっき膜を形成した結果を報告している。Mn0.54 Zn0.24 Fe2.22 O4被膜を形成した

Fe-Si-Cr 粉末圧粉磁心を 500℃×15 分で歪取り熱処理した後の磁心の電気抵抗率は 0.0911 Ω・m となり，被膜なしの場合の

57倍に向上し，鉄損は 1/6に減少することが示されている。 

スピネルフェライトは高温暴露されるとマグネタイト（Fe2O3）やウスタイト（FeO），その他の化合物に熱分解するため，

歪取りを目的とする熱処理の温度が制限される。黄ら(3)は，電気抵抗率が 105Ω・m と高く，1,000℃以上の高温でも安定な絶

縁物としてファヤライト（Fe2SiO4）に着目した。スピネルフェライト被膜を形成した鉄粉圧粉磁心に対して高温熱処理前後

の電気抵抗率を評価した結果，800℃（1073 K）熱処理後の磁心の電気抵抗率が 10μΩ・m まで低下するのに対し，ファヤラ

イト被膜を用いた場合は高温熱処理後も 104～105μΩ・mの高い電気抵抗率を保持するとしている。 

ｃ．造粒工程 

圧粉磁心内の磁性粉末はバインダで結合されて磁心形状を保持する。粉末表面へのバインダの定着は造粒工程と呼ばれる。

図 2.1.3.5 は攪拌混合造粒機を用いたバインダ造粒工程を示すものであり，磁性粉末に対して所定量のバインダ前駆体溶液を

投入し，攪拌混合することで粉末表面にバインダ前駆体が定着される。しかしながら，均一な被膜形成が難しく，磁心内部に

はバインダがない空隙部や粉末同士が接触する部分が生じる。 

樹脂系バインダとしてはエポキシ系，シリコーン系，ポリイミド系などがある。樹脂系バインダの接着強度の耐熱性はガラ

ス転移点が目安となり，主剤と硬化剤による二液性エポキシ樹脂では一般的に 100～200℃であるが，架橋密度の向上と主鎖

骨格の剛直化によってガラス転移点が 240℃に達する高耐熱品もある(4)。しかしながら，熱分解温度が 250～350℃であり，後

述する粉末成形後の歪取りを目的とする熱処理温度はエポキシ樹脂の熱分解温度で制限されるため，材料によっては歪取りが

不十分となる場合がある。シリコーン樹脂はガラス転移点が氷点下以下であり，室温で柔軟性を持つゴム性状であるが，図

2.1.3.6 に示すように，500℃以上の高温ではメチル基やフェノール基の分解によって Si-O-Si 結合が主となって無機シリカに

徐々に変性する(5)。500℃でも室温からの重量変化は 10 %程度であり，シリコーン樹脂をバインダに用いて粉末成形した後の

高温歪取り熱処理が可能となる。ポリイミド樹脂は熱分解温度が 400℃と高耐熱であるが，高価であるためバインダに採用さ

 
図 2.1.3.5 攪拌混合造粒機を用いたバインダ造粒工程 

 
(a) ガスアトマイズ法              (b) 水アトマイズ法 

図 2.1.3.4 アトマイズ法による粉末作製 
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れる例は少ない。 

アルミナやジルコニアなどの微小粒子，あるいはナノ粒子

を分散させた前駆体溶液を用いて造粒し，プレス成形後の熱

処理によって無機系セラミックスバインダとする方法がある

が，熱処理温度が高く，粉末の酸化や焼結が起こり易い欠点

がある。一方，軟化点が 300℃程度の低融点ガラスは無機系

バインダとして有望ではあるが，磁性粉末との濡れ性や接着

強度などのデータは多くなく，今後の課題である。 

ここでは詳しくは触れないが，造粒工程ではプレス成形時

の粉末同士の滑りを良くして粉末充填率を向上させる潤滑剤

や金型からのリリースを容易にするための離型剤が添加され

る。 

ｄ．粉末成形 

圧粉磁心の粉末成形には冷間プレス法が採用される場合が多

い。プレス成形用金型には高い強度が要求され，ダイス鋼やタン

グステンカーバイドなどの超硬合金が用いられる。複雑形状の金

型を製作するには様々なノウハウがあり，一般的に金型は高価で

消耗品であるため長寿命化も重要なポイントになっている。 

金型圧縮成形法では，金型に超硬合金を用いた場合でも最大印

加圧力は 2,000 MPa 程度であり，量産時には金型寿命を考慮して

1,300 MPa が限界とされている(6)。一般には印加圧力が高いほど粉

末の成形密度が上がるが，金型寿命が短くなるだけでなく，プレ

ス装置も大型化し，高価格となる。 

図 2.1.3.7 に両軸プレス成形装置の概要を示す。雌型ダイに充填された粉末を雄型パンチで加圧する。上下一対のパンチの

うち，上パンチは上方から加圧し，上下のパンチによって加圧・圧縮する方法を両軸加圧成形と呼ぶ。粉末を金型成形する場

合，雌型ダイに充填された被加工粉末を上下から加圧する両軸加圧成形が採用されることが多い。粉末を一方から片軸加圧す

る方法では，ダイ内壁との摩擦によって粉末に圧力差が生じ，成形体の密度を均一に保つのが困難になる。成形体の密度が不

均一になると，その後の熱処理時にクラックが発生する。 

他に，粉末を加熱成形する熱間プレス法があるが，装置規模が大きくなるために圧粉磁心に採用されている例は多くない。

さらに，磁性粉末と無機絶縁物を混合し，放電プラズマ焼結法によって成形したナノ結晶系圧粉磁心の試作例があるが(7)，磁

心サイズの大型化が難しい。 

ｅ．バインダ硬化熱処理 

プレス成形後に粉末同士の接着力を得るために，造粒工程で定着された磁性粉末表面のバインダ前駆体を硬化する熱処理が

行われる。硬化熱処理温度はバインダ材料によって異なる。 

熱硬化性の二液性エポキシ樹脂はおおよそ 100℃から重合反応が起こり，硬化温度 120～150℃で短時間硬化する。シリコー

ン樹脂の場合は標準品でエポキシ樹脂とほぼ同一の温度で硬化できるが，200℃を越える高耐熱品では硬化温度も高くなる傾

向にある。ポリイミド樹脂は 350～400℃の温度でイミド化反応が起こるため硬化温度が高く，耐熱性に優れるが，前述のよ

うに，高価であり，圧粉磁心に採用される例は少ない。 

無機系セラミックスバインダは硬化温度が非常に高く，前述のように，磁性粉末の酸化や焼結のリスクがあり，渦電流損失

が問題とならないような低周波領域で使用される純鉄系圧粉磁心を除けば，適用例は少ない。磁性粉末と低融点ガラスを混合

してプレス成形した後に，低融点ガラスの軟化点で加熱して粉末同士を接着し，その後冷却して製造される圧粉磁心があり，

環境問題を反映して最近では非鉛系ガラスが採用されるようになっている(8)。この場合の加熱温度は 350℃程度であり，条件

によってはプレス成形による磁性粉末の歪を開放できる可能性があるが，低融点ガラスと磁性粉末との線膨張係数の違いによ

って粉末の内部応力が増大するリスクがある。 

ｆ．歪取り熱処理 

後述する結晶質系圧粉磁心ではプレス成形時の粉末の塑性変形にともなって粉末充填率が上がり，高飽和磁化粉末の採用に

よって高い飽和磁化の圧粉磁心を実現できるものの，磁歪の大きな粉末材料では残留結晶歪によって保磁力が増大し，ヒステ

リシス損失の増大に繋がる。同様に延性，展性に乏しく，磁歪の大きい Fe 基アモルファス（金属ガラスを含む）粉末を用い

た圧粉磁心でもプレス成形時に誘導される内部応力によって保磁力が増大する。結晶質系，アモルファス系を問わず，プレス

 
図 2.1.3.7 両軸プレス成形装置の概要 

 
図 2.1.3.6 シリコーンおよびエポキシ樹脂の熱重量変

化，文献(5)をもとに作成 
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成形後のバインダ硬化熱処理した圧粉磁心

に対して，保磁力の低減を目的にした歪取

り熱処理が行われる。 

200℃を越えるガラス転移点を有する高

耐熱エポキシ樹脂をバインダに採用して

200℃を越える温度で熱処理しても，磁性

粉末の材料によっては残留応力を十分に開

放することができない。さらに熱分解温度

付近，あるいはそれを越える温度で熱処理

することで残留応力の開放が促進されるものの，粉末同士を結合させるバインダが消失すると磁心形状そのものの保持が難し

くなる。シリコーン樹脂をバインダに採用した場合，500℃でも重量減少は 10 %程度であり，シリカへの変性が開始されるの

で，歪取り熱処理の高温化が可能になる。 

プレス成形時の粉末の塑性変形にともなって粉末表面の絶縁被膜が破壊され粉末同士が直接接触すると，高温歪取り熱処理

によって粉末の焼結が起こり，複数の粉末を跨いで流れるマクロ渦電流によって渦電流損失が増大する。この様子を図 2.1.3.8

に模式的に示す。ヒステリシス損失の減少を期待して歪取り熱処理の温度を高くすると粉末同士の焼結による渦電流損失が増

大するため，歪取り熱処理はバインダの耐熱性や分解温度に加え，粉末焼結を避けて条件設定する必要がある。このことが圧

粉磁心の低鉄損化が難しい理由となっている。 

(２) 結晶質系圧粉磁心 

ａ．磁性粉末材料 

Fe-Si系，Fe-Ni系，Fe-Si-Al系が結晶質系圧粉磁心の典型である。 

Fe-Si合金は Si添加量の増大によって飽和磁化は低下していくものの磁歪が小さくなり，6.5wt. %の Si添加で磁歪が 0にな

る。Si量の増加によって電気抵抗率は高くなるが，硬度が増すためプレス時の塑性変形は小さくなる。直流重畳特性が重視さ

れる Fe-Si系圧粉磁心では高い飽和磁化を得ることを優先し，2 Tに近い飽和磁化を有する 3 wt. % Si-Fe粉末が採用される場合

が多い。Fe-Si系圧粉磁心は飽和磁化が高い特徴を有し，鉄損の小さい数十 kHz以下の周波数で利用されることが多い。 

Fe-Ni系では，35～65 %-Ni，残 Feの粉末組成が選択され，特に 50 % Fe-Niは高透磁率組成である。飽和磁化は粉末で 1.4～

1.6 Tである。延性に富むため，プレス成形時に塑性変形し易い。 

Fe-Si-Al 系は磁歪と結晶磁気異方性がともに 0 になる組成(9)があり，この合金組成では低保磁力と高透磁率が得られる。Fe-

Si系や Fe-Ni系に比べてヒステリシス損失は小さいが，延性に乏しく，塑性変形しにくい特徴を持っており，粉末のプレス成

形後の充填率を高くすることが難しい。Fe-Si-Al系では磁歪定数，結晶磁気異方性ともに温度依存性を持っており(10)( 11)，室温

でともに 0 になる合金組成を選択した場合，温度の上昇によって鉄損が増加する熱暴走のリスクがある(12)。Fe-Si-Al 系圧粉磁

心の飽和磁化は 1 T程度と高くないが，ヒステリシス損失が小さいこともあいまって，低周波領域から数百 kHzの周波数範囲

では Fe-Si系や Fe-Ni系圧粉磁心よりも低鉄損であり，特に，100 kHz以上での周波数で多く利用されている。 

結晶質系合金では磁歪や結晶磁気異方性による保磁力発現機構の他に，磁壁移動のピンニングサイトとなる結晶粒界が保磁

力発生の原因となり，結晶粒サイズが小さくなるほど保磁力が増大し，ヒステリシス損失の増大を招く。結晶質系では熱処理

によって残留応力が開放され，保磁力の減少が期待されるとともに粉末内の隣接結晶粒同士が合体して粒成長することで磁壁

ピンニングサイトとなる結晶粒界が減少し，保磁力の低減が期待できる。 

圧粉磁心用磁性粉末は多くの場合，合金溶湯を噴射して水あるいはガスで冷却するアトマイズ法で作製されるが，粉末表面

の耐食性を向上させる目的で微量の Crが添加される。 

ｂ．Fe-Si系圧粉磁心における歪取り熱処理の例 

Fe-Si 系圧粉磁心の熱処理温度と塑性歪，保磁力の関係が㈱大同分析リサーチから報告されている(13)。サンプルは粉末粒径

（メディアン径；D50）27μm の Fe-Si 粉末をシリコーン樹脂をバインダにしてプレス成形し，樹脂硬化後に 500℃，700℃，

750℃の 3通りの温度で歪取り熱処理している。バインダにシリコーン樹脂を採用しているため，3通りの温度による熱処理に

よってシリコーン樹脂はシリカに変性しているものと思われる。逆極点図をもとにした IPF（Inverse Pole Figure）マップによ

れば，Fe-Si 粉末内部の結晶粒はほぼランダムに配向し，熱処理温度の上昇にともなって結晶粒が粗大化する。同時に評価し

た KAM（Kernel Average Misorientation）マップ解析によれば，熱処理温度の上昇にともなって塑性歪の減少により保磁力が低

下するものの 750℃熱処理でも 265 A/m（3.3 Oe）であり，劇的な保磁力の減少とまでは言えない。 

以上から，高温熱処理はヒステリシス損失の低減には有効であるものの，粉末焼結による渦電流損失増大の懸念があり，両

者のトレードオフを考慮して条件設定される。 

ｃ．純鉄系圧粉磁心におけるプレス成形時の塑性変形の抑制 

純鉄系圧粉磁心は容易に高密度化できる反面，プレス成形時に金型表面で粉末が摺動することで塑性流動し易く，絶縁被膜

 
図 2.1.3.8 高温歪取り熱処理による粉末同士の焼結 
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の破壊を招く。石原ら(14)は，粉末の塑性流動を抑制する金型プレス用

絶縁性固体潤滑剤を開発した。図 2.1.3.9 は純鉄系粉末の塑性流動を避

ける提案手法の概念図を示すものである。絶縁性酸化物粒子を添加助

剤として潤滑剤中に分散させている。開発した潤滑剤は金型表面での

摺動力と粉末間の摺動力を抑制して潤滑することで粉末の塑性流動を

抑制し，さらに添加助剤である酸化物粒子が粉末表面に選択的に結着

して絶縁被膜を保護する役割を果たす。この方法を採用して，太陽光

発電パワーコンディショナーや車載 DC-DCコンバータ用の純鉄系圧粉

磁心が開発されている。 

ｄ．Fe-Si-Al系圧粉磁心の鉄損の温度特性の改善 

Fe-Si-Al 合金は磁歪定数，結晶磁気異方性ともに温度依存性を持っ

ており，温度上昇によって鉄損が増加する熱暴走のリスクがあると述

べた。 

相川らは(12)，様々な合金組成の粉末を用いて Fe-Si-Al 系圧粉磁心を

作製し，鉄損の温度特性を詳細に調べた。ガスアトマイズ法で作製さ

れた粉末を用い，分級したメディアン径 106 μm 粉末をシリコーン樹

脂前駆体で造粒した後に，980 MPa の印加圧力で金型プレス成形し，

700℃で歪取り熱処理を行っている。図 2.1.3.10 は Fe-8.8Si-6.0Al wt. %

と Fe-9.9Si-5.9Al wt. %の 2種類の Fe-Si-Al組成粉末を用いた場合の圧粉

磁心の鉄損の温度依存性の例を示すものである。Fe-9.9Si-5.9Al wt. %組

成粉末圧粉磁心の鉄損は 20～120℃の温度範囲で温度係数が正であり，

熱暴走の大きなリスクを持っていることがわかる。一方，Fe-8.8Si-

6.0Al wt. %組成粉末圧粉磁心は温度の上昇にともなって緩やかに鉄損

が減少する。文献(12)では鉄損分離は行われていないが，鉄損の温度

依存性が磁歪や結晶磁気異方性の温度依存性によるものと仮定する

と，この場合の鉄損はヒステリシス損失が支配的であると考えられ

る。20～120℃の範囲で鉄損が減少する Fe-8.8Si-6.0Al wt. %組成粉末圧

粉磁心では 120℃以上の高温側に磁歪と結晶磁気異方性の最小点が存在

し，その温度以上では鉄損が増大していくものと推定される。Fe-Si-Al

系圧粉磁心では組成の僅かなズレで鉄損の温度係数が反転するため，

精密な組成制御が必要である。 

ｅ．結晶質系圧粉磁心の鉄損特性 

図 2.1.3.11は市販の Fe-Si，Fe-Niおよび Fe-Si-Al結晶質系圧粉磁心の

鉄損を評価したものである。鉄損の周波数依存性から，おおよそ 50～

100 kHz の範囲では周波数に比例するヒステリシス損失が支配的であ

り，保磁力の小さい Fe-Si-Al 系，Fe-Ni 系圧粉磁心の鉄損は Fe-Si 系の

1/4～1/3 である。一方，数百 kHz 以上では鉄損は周波数の 2 乗に近い

依存性で増加しており，渦電流損失が支配的となって，3者の鉄損は接

近する。 

(３) Fe 基アモルファス，Fe 基金属ガラスならびに Fe 基ナノ結晶系

圧粉磁心 

Fe基アモルファス，Fe基金属ガラスならびに Fe基ナノ結晶材料は低保磁力の期待があるとともに電気抵抗率が高く，渦電

流損失の低減も同時に期待できる。 

ａ．磁性粉末材料 

・Fe基アモルファス粉末 

一般に，アトマイズ法でロール急冷薄帯に匹敵する低保磁力粉末を得ることは難しい。アトマイズ時に水が分解して酸素ガ

スや酸素イオンが発生して粉末表面が酸化し，酸化を起点に粉末の一部が結晶化する問題がある。多くの場合，アトマイズ時

の酸化抑制を目的に Cr を微量添加して耐食性を向上させる手法が用いられる。ガスアトマイズ法は水アトマイズ法に比べて

冷却速度が遅く，アモルファス粉末の収率が低いという課題がある。金属－半金属系アモルファスでは，SiやBなどのアモル

ファス形成元素を増やして収率を高めることはできるが，飽和磁化が低下し，ロール急冷薄帯と同一の組成でアモルファス粉

 
図 2.1.3.11 市販の Fe-Si系，Fe-Ni系および Fe-Si-

Al系圧粉磁心の鉄損の周波数特性 

 
図 2.1.3.9 純鉄系粉末の塑性流動を避けるプ

レス成形用潤滑剤，文献(14)をも

とに作成 

 
図 2.1.3.10 2種類の Fe-Si-Al組成粉末を用いた圧

粉磁心の鉄損の温度依存性，文献(12)

のデータをもとに作成 
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末を作製することは難しい。 

冷却速度を飛躍的に向上させ，アモルファス形成元素を大きく増加させずにアモルファス粉末の収率を向上させる手法とし

て回転水流を用いた SWAP 法（Spinning Water Atomization Process）が開発，実用化されている(15)-(17)。回転水流によって合金

溶湯との熱交換が向上することで冷却速度が上がり，Fe-Si-B 系で 100 %の収率でアモルファス粉末の量産が可能となってい

る。SWAP 法は後述するナノ結晶組成を有するアモルファス粉末を作製することもできる。これらの場合でも，アトマイズ時

の耐食性向上を目的にした Crの添加や，合金溶湯の粘度を低下させる目的で Cが添加されることが多い。 

圧粉磁心用アモルファス粉末は Fe-Si-B 系が多く，結晶磁気異方性の消失により前述した結晶質粉末に比べて保磁力が小さ

いという長所はあるものの，磁歪定数が大きいという欠点がある。粉末保磁力が小さくても，加圧成形で誘導された残留応力

によって磁心保磁力が増大し，歪取り熱処理温度が結晶化温度で制限されるため劇的な保磁力低減は難しい。 

・Fe基金属ガラス粉末 

Inoue ら(18)はガラス転移を起こす新しいアモルファス合金を発見し，バルク状のアモルファス合金の作製に成功した。この

材料は従来のアモルファス材料と異なり，ガラス転移点を持つということで金属ガラスと命名された。溶湯状態から冷却され

る際に過冷却液体温度領域（一般的に融点の 60 ％前後）を経由するため，従来のアモルファスのように超急冷する必要がな

い。その後，1.53 Tの高い飽和磁化と 2.3 A/mという低保磁力を有する Fe-B-Si-Zr系材料(19)，ガラス形成能の高い Fe-Si-B-P系

材料(20)などが開発された。金属ガラス粉末も開発，実用化され(21)，高周波用圧粉磁心への採用が期待されている(22)。 

・Fe基ナノ結晶粉末 

Yoshizawaらは(23)，Fe基ナノ結晶合金薄帯を発表し，Feが固溶した超微細結晶組織に由来してファインメットと命名した。

ロール急冷ファインメット組成（Fe-Si-B-Nb-Cu系）薄帯は As-quenchedでアモルファスであり，熱処理の過程で最初に Cuナ

ノ粒子が析出し，結晶化温度の高い Nb-B リッチマトリックス相中に Fe-Si ナノ結晶粒が析出してナノ結晶組織を形成する。

ナノ結晶粒とマトリックス相が正負反転する磁歪を持つため，両者を適切にバランスさせることで磁歪定数は 1 ppm程度にま

で小さくなる。ただし，低磁歪を発現する最適なナノ結晶組織を実現するには熱処理条件の最適化が必要であり，ファインメ

ットの場合は 500～560℃の範囲でナノ結晶化熱処理が行われる。ファインメット薄帯は 1.24 Tの飽和磁化を有し，1 ppm程度

の低磁歪とナノ結晶組織による結晶磁気異方性の消失が相まって保磁力は数 A/m と小さく，数万以上という高い比透磁率を

示す。 

圧粉磁心用の Fe-Si-B-Nb-Cu系アトマイズ粉末が各社から上市されている(16)(21)。SWAP法 Fe-Si-B-Nb-Cu-C-Cr球形粉末(24)は

真球に近く，表面の平滑性も極めて高い。アモルファスや金属ガラス粉末と同様に Cr が添加されることが多く，加えて，ア

トマイズ粉末はロール急冷ファインメット薄帯とは Fe-Si-B組成も異なっており，薄帯に比べて保磁力は 10倍以上大きい。 

Makinoら(25)は，珪素鋼板に匹敵する 1.8～1.9 Tの高い飽和磁化と 5.8 A/mの低保磁力を有する Fe-Si-B-P-Cuから成るナノ結

晶軟磁性合金ナノメットを開発した。磁歪定数は 2.3 ppm とファインメットよりもやや大きいが，2 T 近い高い飽和磁化を持

つ材料としては驚異的な低磁歪である。Pはアモルファス形成能が高く，Fe濃度を高くしてもアモルファス化できるが，ナノ

結晶化の機構がファインメット系と異なり，最適ナノ結晶組織である 10 nm 程度のα-Fe 結晶粒からなる均一組織を得るため

には毎分数百℃の急速加熱が必要となる(26)。Fe 濃度が高いこともあり，ナノ結晶化熱処理温度はファインメット系よりも

100℃以上低い。最近では，ナノメット組成をベースにした Fe-Co-Si-B-P-Cu，Fe-Ni-Si-B-P-Cu，Fe-Si-B-P-C-Cu などの様々な

多元系ナノメット系合金が開発されている(27)。圧粉磁心用ナノメット系粉末も複数の機関で開発され，例えば，Fe-Si-B-P-C-

Cu系アトマイズ粉末(28)は 1.76 Tの飽和磁化を有する。 

2015 年に東北大学発ベンチャーとして設立された東北マグネットインスティチュートでナノメット系材料が量産，実用化

され，薄帯に加えて粉末の量産にも成功している。ナノメット系は Fe 濃度が高く，アトマイズ法でアモルファス粉末を作製

するには冷却速度を高める必要があるが，同社はHPWA/YK法と命名された改良水アトマイズ法を開発し(29)，ナノメット組成

でアモルファス単相粉末の作製に成功した。2025年 5月 2日に東北マグネットインスティチュートは解散したが，東北大学と

トーキンがナノメット系薄帯と粉末の研究開発を継続している。例えば，Kunoらは(30)，約 1.7 Tの飽和磁化を有するインダク

タ用圧粉磁心粉末として 30～40 A/mの低保磁力の特徴を有する Fe84.3 B6 P9 Cu0.7 at. %粉末を開発した。また，トーキンは東北

大学と共同開発した次世代パワーエレクトロニクスに向けたナノメット粉末圧粉磁心を発表した(31)。As atomized ナノメット

（Fe-B-P-Cu）組成アモルファス粉末の示差熱（DSC）分析から，アモルファスマトリックス相にα-Fe ナノ結晶が析出する温

度 Tx1は 379℃，残留アモルファス相が結晶化する温度 Tx2は 490℃と見積もられた。As atomizedアモルファス粉末を 410℃で

熱処理した後のナノ結晶粉末は 1.74 T の飽和磁化と 31 A/m の保磁力を示し，高い飽和磁化と低保磁力を両立する優れた粉末

特性を持っている。 

ｂ．Fe基アモルファス，Fe基金属ガラスならびに Fe基ナノ結晶系圧粉磁心の試作例 

・粉末充填率の向上 

アモルファス，金属ガラスならびにナノ結晶合金は延性に乏しく，結晶質系圧粉磁心のように，プレス成形時の粉末の塑性

変形はほとんど起こらず，特に，真球に近い粉末では充填率を高くすることが難しい。 
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通常の冷間プレス法では，粒度分布の異なる複数サイズの粉末を適量混合した複合粉末で高密度化する手法が採用されてい

る。例えば，SWAP法で作製された平均メディアン径 10μmと 3.5μmの Fe–Si–B–Cr–C球形粉末を用いた圧粉磁心の例では，

両者を 8：2の重量割合で混合したときに最高の粉末充填率 75 %が得られている(32)。 

金属ガラスはガラス転移点を有するため，粉末をガラス転移点まで加熱して成形する熱間プレス法は粉末の変形によって充

填率の向上に寄与する。実際に，Fe77 P7 B13 Nb2 Cr1 at. %粉末を熱間プレス成形した例では(33)，91 %まで充填率が向上し，飽和

磁化 1.13 T，保磁力 50 A/mを達成している。しかしながら，500℃で歪取り熱処理した圧粉磁心では周波数 1 kHzの比透磁率

が 1,200に達し，周波数 50 kHz，磁束密度振幅 100 mTでの鉄損は 1,400 kW/m3もあり，従来の結晶質系圧粉磁心に比較しても

低鉄損とは言えない結果となっている。 

また，低融点ガラス（ Li2O-B2O3-SiO2-CaO-Al2O3 ；LBSCA）をバインダに採用し，加熱硬化と粉末成形を熱間プレス法で

行ったナノ結晶粉末圧粉磁心の例があるが(34)，450℃ポスト熱処理した磁心の保磁力は 174 A/m，比透磁率は 78 で，周波数

100 kHz，磁束密度振幅 50 mTでの鉄損は 178 kW/m3であり，図 2.1.3.11で示した市販の Fe-Si-Al系圧粉磁心の同一励磁条件で

の鉄損 200 kW/m3よりもわずかに低鉄損となっている。 

・Fe基アモルファス粉末圧粉磁心の例 

延性に乏しいアモルファス球形粉末は高圧プレス成形してもほとんど変形しない。SWAP 法 Fe–Si–B–Cr–C アモルファス球

形粉末圧粉磁心の試作例(32)では，メディアン径 10μm と 3.5μm の熱酸化絶縁被膜付き粉末を充填率が最高となる 8：2 の重

量割合で混合し，約 1,000 MPaで金型成形しても充填率は 75 %程度に留まる。この例では，図 2.1.3.12に示すように，成形用

のバインダにエポキシ樹脂を採用しており，成形後の磁心を粉末の結晶化温度より約 100℃低い 400℃で歪取り熱処理後した

後はバインダ用エポキシ樹脂の 30 %近くが熱分解する（図 2.1.3.6参照）。そのため，歪取り熱処理後にシリコーン樹脂前駆体

を減圧含浸し，硬化して最終磁心としている。磁心の飽和磁化は 0.93 T，保磁力は 177 A/m，比透磁率は約 36で周波数 3 MHz

までほぼ一定である。鉄損の周波数特性を図 2.1.3.13 に示す。周波数 100 kHz，磁束密度振幅 50 mT における鉄損は約 150 

kW/m3，100 mTで約 505 kW/m3であり，図 2.1.3.11で示した市販の Fe-Si系，Fe-Ni系および Fe-Si-Al系圧粉磁心よりも低鉄損

である。 

・Fe基金属ガラス粉末圧粉磁心の例 

リカロイ TMの商品名で Fe 基金属ガラス粉末を用いた圧粉磁心が 2008 年にアルプス電気㈱から発表された(22)。リカロイ粉

末は超急冷の必要がなく，一般的な水アトマイズ装置で作製できることは大きな利点である。リカロイ粉末圧粉磁心はトロイ

ダル磁心やチップインダクタに採用されているが(35)，これらの具体的な作製方法は未公開である。文献(22)によれば飽和磁化

1.2 T，圧粉磁心の電気抵抗率 3.07×103 Ω・m，保磁力は未

公開で直流起磁力に対する透磁率の低下は Fe-Si-Al系圧粉磁

心と同等（ただし，透磁率の具体的な大きさは不明），鉄損

はMn-Znフェライト磁心とほぼ等しく，Fe-Si-Al系圧粉磁心

の 1/4～1/3と報告されている。ただし，鉄損測定時の磁束密

度振幅が明示されておらず，Mn-Znフェライトや Fe-Si-Al系

圧粉磁心以外の磁心との定量的な鉄損比較は難しい。その

後，アルプス電気はアルプスアルパインと社名を変え，そ

の後，リカロイを特徴とするインダクタ事業は台湾 Delta 

Electronicsグループに譲渡された。 

・Fe基ナノ結晶系圧粉磁心の例 

アトマイズ法ファインメット系球形粉末が上市されてお

り(16)(21)，As atomized のアモルファス粉末，熱処理によって

ナノ結晶化した粉末のいずれも入手可能であるが，As 

atomizedのアモルファス粉末を用いてプレス成形し，ポスト

ナノ結晶化熱処理することでナノ結晶化と同時に内部歪の

 
図 2.1.3.12 SWAP法 Fe–Si–B–Cr–Cアモルファス球形粉末圧粉磁心の試作，文献(32)をもとに作成 

 
図 2.1.3.13 Fe–Si–B–Cr–Cアモルファス球形粉末圧粉磁

心の鉄損の周波数特性，文献(32)をもとに作

成 
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開放も期待できる。成形後のナノ結晶化熱処理温度は Fe–Si–B–Cr–C アモルファス

球形粉末圧粉磁心の歪取り熱処理温度（400℃）に比べて 100℃以上高く，より有

効に内部歪を開放できる。 

ナノ結晶化前のアモルファス粉末を高圧でプレス成形しても球形粉末形状はほと

んど変化しない。そこで，Kanayaらは(24)，メディアン径 10 μmと 3.5 μmの Fe–

Si–B–Nb-Cu-Cr–C 組成アモルファス粉末を採用し，Fe–Si–B–Cr–C アモルファス球

形粉末圧粉磁心と同様に，粉末充填率が最高となる 8：2の重量割合で 10 μm径粉

末と 3.5 μm径粉末を混合し，約 1,000 MPaで金型冷間プレス成形した後，510℃・

3 時間でナノ結晶化・歪取り熱処理して SWAP 法 Fe–Si–B–Nb-Cu-Cr–C ナノ結晶球

形粉末圧粉磁心を試作した。前述の SWAP 法 Fe–Si–B–Cr–C アモルファス球形粉末

圧粉磁心と同様に，成形用バインダにエポキシ樹脂，ナノ結晶化・歪取り熱処理後

の含浸樹脂にシリコーン樹脂を用いている。粉末充填率はアモルファス球形粉末圧

粉磁心とほぼ同等の 74 %であり，飽和磁化は 0.91 T，保磁力はアモルファス球形粉

末圧粉磁心の 177 A/mよりも小さい 123 A/m，比透磁率は約 33で，周波数 4 MHzま

でほぼ一定である。鉄損の周波数特性を Fe–Si–B–Cr–C アモルファス球形粉末圧粉

磁心と比較した結果を図 2.1.3.14に示す。Fe–Si–B–Nb-Cu-Cr–Cナノ結晶球形粉末圧

粉磁心の周波数 100 kHz，磁束密度振幅 50 mT における鉄損は約 105 kW/m3，100 

mTで約 380 kW/m3であり，Fe–Si–B–Cr–Cアモルファス球形粉末圧粉磁心の約 70～75 %の鉄損となっている。 

前述のように，トーキンは東北大学と共同で超低損失，高飽和磁化ナノメット粉末圧粉磁心を開発した(31)。As atomized ナ

ノメット（Fe-B-P-Cu）組成アモルファス粉末の DSC 分析から，α-Fe ナノ結晶がアモルファスマトリックス相中に析出する

温度 Tx1 と残留アモルファス相が結晶化する温度 Tx2 の間の温度で熱間プレス成形を行っている。冷間プレス法では粉末充填

率の向上は難しいが，温度 460℃，印加圧力 784 MPa の条件で熱間プレス成形した 17 μm 径粉末の熱間プレス圧粉磁心の粉

末充填率は 89 %にまで向上している。熱間プレス成形時にα-Feのナノ結晶化と粉末の熱可塑性にともなう塑性変形によって

高密度化が同時に起こっていると解釈されており，磁心内粉末の TEM観察によれば，α-Feの平均結晶粒サイズは約 11 nmと

見積もられている。試料振動型磁力計で評価した圧粉磁心の飽和磁化と B-H曲線から見積もった飽和磁化と保磁力は 1.54 Tと

16 A/m であり，飽和磁化は結晶質 Fe-Si 系や Fe-Ni 系圧粉磁心に近く，Fe-Si-Al 系の約 2 倍である。保磁力については，市販

を含め，圧粉磁心では最も小さい。また，100 に近い比初透磁率が 10 MHz 近くの周波数までほぼ一定であることは特筆すべ

きことである。鉄損については，10 kHz 以下ではヒステリシス損失が支配的であり，渦電流損失が無視できない周波数 100 

kHz，磁束密度振幅 100 mTにおける鉄損は 146 kW/m3であり，同一励磁条件での圧粉磁心の最小値を示している。 

なお，文献(31)で試作された圧粉磁心は外径 13 mm，内径 8 mmのトロイダルサイズであり（高さは不明），インダクタの実

応用に資するサイズまで拡大するには熱間プレス装置の規模の拡大が必須であるが，プレス条件の確立を含めて今後の進展と

実用化が期待される。 

・各種圧粉磁心の鉄損比較 

図 2.1.3.15 は文献(31)の資料を参考に，結晶質

系，アモルファス系，ナノ結晶系圧粉磁心の鉄損と

飽和磁化の関係を整理したものである。一部を除

き，ナノ結晶系圧粉磁心が低鉄損であることは明確

であり，特に，文献(31)にあげた熱間プレスナノメ

ット系圧粉磁心は高い飽和磁化と低鉄損を両立し，

前述した17μm径ナノメット粉末を用いた圧粉磁心

の鉄損は，同一の励磁条件でアモルファス系（Fe–

Si–B–Cr–C）球形粉末圧粉磁心(32)の約 71 %減，ファ

インメット系（Fe-Si–B–Nb-Cu-Cr–C）ナノ結晶球形

粉末圧粉磁心(24)の 62 %減という圧倒的な低鉄損特

性を示しており，飽和磁化に至っては 1.7 倍も高

い。 

従来から，圧粉磁心の最大の課題は低保磁力化で

あり，高い飽和磁化との両立が強く要請されてきた

が，熱間プレス成形ナノメット粉末圧粉磁心は，今

 
図 2.1.3.15 各種圧粉磁心の鉄損比較，文献(31)の資料を参考に，結晶質

系，アモルファス系，ナノ結晶系粉末圧粉磁心の鉄損と飽和

磁化の関係を整理して作成 

 
図 2.1.3.14 Fe–Si–B–Nb-Cu-Cr–Cナ

ノ結晶球形粉末圧粉磁心

の鉄損の周波数特性，文

献(24)をもとに作成 
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後，インダクタ用磁心として高い飽和磁化と低鉄損を両立できる有望な選

択肢を提供できるものと考えられる。 

 

1.3.3 圧粉磁心 Beyond MHz用微粒子コンポジット磁心 

(１) Beyond MHz帯ベンチマークの Ni-Znフェライト磁心の課題 

1 MHz 以上の周波数で用いられる磁心材料には高周波領域で問題となる

渦電流損失や残留損失の影響をいかに軽減するかが重要な指標となる。こ

こでは，Beyond MHz帯磁心のベンチマークとされてきた Ni-Znフェライト

磁心の課題について触れる。 

バルク Ni-Zn フェライトは金属磁性材料に比べて高い電気抵抗率（数百

Ω・m）を持つため渦電流損失は非常に小さいが，自然共鳴によって使用

上限周波数が制限される。 

図 2.1.3.16はバルク Ni-Znフェライトの複素比透磁率の周波数特性を示す

ものであり(36)，フェライト組成を調整することで比透磁率を 10前後から数

百以上まで変えることができるが，比透磁率とそれの遮断周波数には Snoek

の限界と呼ばれる関係があり，式(2.1.3.2)に従う。 

𝜇static・𝑓r ∝ 𝑀s  (2.1.3.2)＿ 

ここで，μstaticは静的透磁率，frは自然共鳴周波数，Msは飽和磁化である。

1 MHz を大きく越える高周波領域で低損失で利用するには比透磁率が数十

以下の低透磁率材を選択することになる。  

同じスピネルフェライトに分類される Mn-Zn フェライトでは大振幅で交

流励磁した場合，複素透磁率から予測される磁気損失よりも遥かに大きな

損失が発生することが示されている(37)。図 2.1.3.17 はスイッチング電源用

Mn-Zn フェライト磁心に対して 100 kHz～10 MHzの範囲で測定した一周期

あたりの鉄損Wc0からヒステリシス損失Wh0を差し引いた動的損失（渦電流

損失，残留損失）の周波数依存性を磁束密度振幅 Bmをパラメータにしてプ

ロットしたものである。図中の実線は初透磁率範囲で測定された微小交流

励磁条件での複素透磁率の実測値を用いた動的損失 Wdの計算値であり，次

式にもとづいて計算している。ただし，tanδ（= μ”／μ’）は損失係数で

ある。 

 (2.1.3.3)＿ 

磁束密度振幅 Bmが小さい条件では，小振幅パラメータ（μ’，tanδ）を用いた上式による動的損失の計算値と実測値は良く一

致するものの，Bmが大きくなるにしたがって，特に 1 MHz以下の周波数では計算値と実測値の差が拡大していく。1 MHz以

上では両者の一致が良好であり，励磁レベルに無関係に損失発生機構が同一であり，動的損失は磁束密度振幅 Bmの 2 乗に比

例する線形損失と見做すことができ，可逆的な磁化過程になっているものと推定される。一方，1 MHz以下では磁心の微小励

磁レベルと大振幅励磁で動的損失の発生機構が異なっていることを示しており，損失の非線形性が顕著である。このような非

線形性を渦電流損失に帰着させることは困難であり，渦電流損失以外の残留損失の影響を考慮する必要があるが，残留損失の

発生機構は未解明な点が多い。文献(37)に記載のMn-Znフェライトは数百 kHzでの応用を視野に開発されたものであり，実動

作の大振幅励磁状態では動的損失の非線形性の影響を大きく受けていると言える。 

以上のような現象は Ni-Znフェライトでも生じているものと推測され，今後，Mn-Znフェライトを含むスピネル系フェライ

トの残留損失の発生機構の本質が解明されて損失抑制の指針が見出されれば，新たな低損失フェライトの可能性が拡がるもの

と期待される。 

(２) 各種微粒子粉末 

ａ．微細球形粉末 

微粒子粉末コンポジット磁心における 1 MHz を越える高い周波数での最大の課題は渦電流損失を含む動的損失の低減であ

り，金属系では高い電気抵抗率と概ね数μm径以下の微細粉末の採用が必要となる。 

𝑊d = π  
tanδ

𝜇′
・

1

1 + tan2δ
 𝐵m

2     [ J/m3 ]        

 
図 2.1.3.17 スイッチング電源用Mn-Znフェ

ライト磁心の動的損失の周波数

依存性，文献(37)をもとに作成 

 
図 2.1.3.16 バルク Ni-Znフェライトの複素比

透磁率，文献(36)をもとに作成 
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・カルボニル鉄粉 

カルボニル鉄粉はペンタカルボニル鉄（Fe(CO)5）を

蒸発・析出させて作製される。例えば，BASF 社のカル

ボニル鉄粉のラインナップの中で As made 粉末は Hard 

grade と呼ばれ(38)，O，N，C などの微量の不純物を含む

が飽和磁化は純鉄に近い。メディアン径が 1～2μm の

As made 粉末の粒度分布がピーキーであるため(39)（図

2.1.3.18 参照），コンポジット磁心中の粉末充填率を高く

することが難しい。 

小枝らによれば(40)，As made カルボニル鉄粉はナノ結

晶組織を持つため結晶磁気異方性が大きく減少し，さら

に球形状であることを反映して粉末内部は Vortex磁気構

造を持つことが示されている。As made 粉末を水素還元雰囲気で熱処理した粉末を BASF では Soft grade と呼んでいるが，Fe

純度が上がる代わりに粉末が単結晶化し，粉末の焼結によって粉末サイズが大きくなるとともに保磁力も大きくなる。 

・アトマイズ粉末 

従来のアトマイズ法で数μm径以下の粉末を高い収率で作製することは難しく，通常は分級して微細粉末を得る。微細粉末

は粒度分布の左端に位置するので収率が低く，コスト高にはなるが，数μm 径の Fe-Si-Cr 系，Fe 基アモルファス系，Fe 基ナ

ノ結晶系粉末が上市されている。一般には，粉末サイズが微細になるほど粉末保磁力が増大する傾向にあるが，Fe 基アモル

ファスや Fe 基ナノ結晶系は結晶質系に比べて保磁力が小さく，電気抵抗率も高いので，1 MHz を越える高い周波数をターゲ

ットとする微粒子コンポジット磁心用微細粉末として適するものと考えられる。 

微細粉末の収率を向上させるには，合金溶湯を高温化して溶湯粘度を低下させることが有効であるが，従来のガスアトマイ

ズや水アトマイズ装置では耐火材の寿命や操作の安全面で溶湯の高温化は容易でなかった。東北大学と岩手大学は共同して，

カウンターフレームジェットアトマイズ法（CFJA 法）と呼ばれる高速燃焼炎を用いたアトマイズ装置を開発した(40)。本手法

を使って Fe-Si-B-Cr-Cアモルファス粉末が試作され，5μm未満の真球に近い微細粉末の収量の増加を達成している。 

・ソフトフェライト微細粉末 

Mn-Zn系やNi-Zn系のバルクフェライト磁心用には 10μm径以上の粉砕粉末が採用される場合が多い。一方，樹脂とのコン

ポジットを目的とする数μm径のMn-Zn系，Ni-Zn系フェライト粉末が上市されている(41)。バルクフェライト磁心用粉末に比

べて飽和磁化が低く，保磁力も大きい。樹脂中にこれらのフェライト粉末を 60 vol. %で分散させたコンポジット磁心の比透磁

率は 7～10程度であるが，1 MHz以上で比透磁率が大きく低下する。一方，1 MHz以上の高い周波数で様々な応用に供されて

いる低温焼成セラミック（LTCC；Low Temperature Co-fired Ceramics）チップインダクタには，サブμm径の微細 Ni-Cu-Znフ

ェライト粉末が用いられている(41)。 

・湿式合成マグネタイト微粒子粉末，および水素還元微細鉄粉 

サブμm 径以下のマグネタイト（Fe2O3）微粒子は共沈法などの湿式合成が可能であり，これまでは 1,000 kA/m を越える大

きな保磁力が課題であったが(42)，最近，400 A/m程度の低保磁力を有する微粒子粉末も開発されている(43)。湿式合成マグネタ

イト微粒子粉末を水素還元雰囲気熱処理することでサブμm 径鉄微粒子粉末を得ることができるが，カルボニル鉄粉と同様

に，単結晶化と焼結が起こる。 

・化学合成アモルファス粉末 

Shimadaら(44)ならびに村田ら(45)は，湿式化学合成法で Fe-Bアモルファス微粒子粉末を作製した。粉末合成には Fe系反応液

と B系還元剤からなる滴下液を用いている。メディアン径 490 nmの Fe-Bアモルファス微粒子粉末は粒径サイズが均一で粉末

表面の平滑性も高い。Fe-B 二元組成であるため，共沈法サブμm 径マグネタイト粉末に比べて飽和磁化は高い（130～150 

emu/g）。粉末保磁力はメディアン径にほぼ反比例し，490 nm 径粉末で約 1 kA/m，300 nm 径粉末で約 2.2 kA/m と大きい。な

お，磁界中で湿式合成することで個々の微粒子粉末が連なったチェーン構造を発現することが報告されており，形状磁気異方

性によりチェーン長手方向が磁化容易軸となって高透磁率化するため，微粒子粉末チェーンが配向した微粒子異方性コンポジ

ット磁心を実現できる可能性がある。 

 ｂ．扁平粉末 

一般に，1 MHz以上の高い周波数をターゲットとする微細球形粉末を用いたコンポジット磁心は粉末充填率を高くすること

が難しく，残留反磁界効果の影響で数百 kHz用の圧粉磁心以上の高透磁率化は難しい。また，1 MHz以上の高周波領域のベン

チマーク磁心である Ni-Znフェライトにおいても自然共鳴にもとづく Snoekの限界により，高透磁率と低損失の両立は困難で

あるのが実情である。概ね数μm以下の厚さの扁平粉末を水平配向／垂直積層したコンポジット磁心は扁平粉末の形状磁気異

方性による扁平面内高透磁率を利用することで高い透磁率と低損失を両立できる可能性がある。以下に，これまでに開発され

  

(a) SEM写真           (b) 粒度分布 

図 2.1.3.18 As madeカルボニル鉄粉，文献(39)をもとに作成 
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た各種の扁平粉末を示す。 

 ・Fe-Si-Al系扁平粉末 

扁平粉末の応用は佐藤ら(46)による準マイクロ波帯（300 MHz～3 GHz）ノイズ抑制シート（商品目；バスタレイド）への採

用が端緒となった。不要電磁波をエネルギー吸収してノイズ抑制を実現する応用に対しては磁気損失（複素透磁率；μ*＝μ’

－jμ” における虚部μ”）を優勢するため，準マイクロ波帯における扁平粉末の厚さを表皮厚さ程度にする必要があり，サブ

μm 厚扁平粉末の実現が目標とされた。酸化被膜を有する平均粒径 14 μm の水アトマイズ Fe-Si-Al 系球形粉末をアトライタ

ミルで扁平加工することで Fe-Si-Al系扁平粉末が作製されている。 

佐藤らの取組みが契機となり，山陽特殊製鋼はアトライタミルによるノイズ抑制シート用 Fe-Si-Al系扁平粉末を開発した(47)。

7.2 ks（2 h）を越えてアトライタミルによる扁平加工時間を増やしても厚さはほぼ 1μm と変わらない。粉末保磁力について

は 1.8 ks（0.5 h）の短時間加工でも既に 5,000 A/mを越えており，14.4 ks（4h）加工で 7,500 A/mまで大きくなる。加工時間の

増大による粉末保磁力の増大は加工歪によるものと推測されている。その後，原料粉末の不純物および酸素量低減や扁平加工

後の熱処理などによって Fe-Si-Al 系（センダスト）扁平粉末の低保磁力化が実現され，300 A/m 程度の低保磁力扁平粉末が上

市されるに至っている(48)。 

Fe-Si-Al 系扁平粉末を用いたコンポジット磁心は準マイクロ波帯ノイズ抑制シートとして最初に実用化されたが，その後，

トーキンによって高周波 DC-DCコンバータのインダクタ用磁心としての応用が進められるようになっている(49)。 

 ・Fe基アモルファス扁平粉末 

MHz スイッチング DC-DC コンバータの磁気部品への応用をターゲットにした扁平粉末コンポジット磁心用 Fe 基アモルフ

ァス扁平粉末が開発されている(50)。図 2.1.3.19 に Fe 基アモルファス扁平粉末の作製手順を示す。メディアン径 12.8 μm，飽

和磁化 1.26 Tの SWAP法 Fe-Si-B-Cr-Cアモルファス球形粉末を用い，振動ミルによる扁平加工の後に，歪取りと熱酸化被膜形

成を目的に 380℃で大気中熱処理を行っている。加工後の扁平粉末のフットプリントは数十μm～70 μm，厚さはおおよそ 1 

μmである。扁平加工前のアモルファス球形粉末の保磁力は 203 A/mであり，振動ミルによる扁平加工によって 3,980 A/mま

で急増し，380℃大気中熱処理によって 438 A/m まで減少するが，前述した高純度粉末を用いた熱処理 Fe-Si-Al 系扁平粉末の

300 A/mの 1.5倍近く大きい。Fe-Si-B-Cr-Cアモルファス球形粉末の結晶化温度は約 450℃であり，歪取り熱処理温度の高温化

が困難であり，380℃熱処理では扁平加工による大きな内部歪を十分に開放できていないと言える。 

Qianらは(51)，高い飽和磁化を有する Fe基アモルファス扁平粉末を実現することを目的に，アトマイズ法 Fe-Si-Me系アモル

ファス球形粉末（Me；Zr，B，P など）を出発材料に用いて，ボールミルによる扁平加工条件と加工後の熱処理条件を広範囲

に検討した。多くの実験結果から数μm 以下の厚さに扁平化できた条件を整理すると，18 時間ボールミルによる扁平加工を

行い，380℃熱処理した Fe-Si-P系アモルファス扁平粉末は飽和磁化 1.48 T，粉末保磁力 600 A/mであり，Fe-Si-Al系扁平粉末

に対して 2倍の保磁力となっている。 

 ・Fe基ナノ結晶扁平粉末 

Fe基ナノ結晶扁平粉末の開発例は多くないが，Yingら(50)はロール急冷薄帯を出発材料に用いた Fe-Si-B-Nb-Cu系扁平粉末を

試作し，Fe-Si-Al 系扁平粉末の半分以下の 119 A/m という低保磁力を達成した。ファインメット組成の As quenched アモルフ

ァス薄帯を脆化熱処理した後に粉砕し，さらに振動ミルに

よる扁平加工を行い，最後に熱酸化被膜形成を兼ねた大気

中 560℃・1 時間ナノ結晶化熱処理して Fe 基ナノ結晶扁平

粉末を得ている。Fe 基アモルファス扁平粉末の場合と同様

に，振動ミルによる扁平加工で 3,311 A/m まで粉末保磁力

が急増するが，560℃大気中熱処理後はナノ結晶化と加工

歪の開放によって 119 A/mまで保磁力が低下する。 

 ・扁平粉末の磁気特性比較 

表 2.1.3.1 は Fe-Si-Al 系，Fe 基アモルファス，Fe 基ナノ

表 2.1.3.1 扁平粉末の磁気特性比較 

扁平粉末 飽和磁化 Ms 保磁力 Hc 文献 

Fe-Si-Al系 1.0 T 300 A/m 48 

Fe-Si-B-Cr-C 

アモルファス 
1.26 T 438 A/m 50 

Fe-Si-P 

アモルファス 
1.48 T 600 A/m 51 

Fe-Si-B-Nb-Cu 

ナノ結晶 
1.24 T 119 A/m 50 

 

 
図 2.1.3.19 Fe基アモルファス扁平粉末の作製手順，文献(50)をもとに作成 
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結晶扁平粉末の磁気特性を比較したものである。Fe 基ナノ結晶扁平粉末は比較的高い飽和磁化と低保磁力を併せ持ち，MHz

帯 DC-DCコンバータ用磁気部品の微粒子コンポジット磁心に適すると考えられる。 

(３) 微粒子コンポジット磁心 

ａ．コンポジットバルク磁心 

・カルボニル鉄粉コンポジットバルク磁心 

前述のように，As madeカルボニル鉄粉は粉末保磁力が 700～800 A/mと大きいものの，1～2μm径の微細球形粉末であり，

磁気飽和しにくい大電流インダクタ用低透磁率コンポジットバルク磁心として実用化されている。例えば，Micrometals 社の

Carbonyl iron powder coreは使用する最大周波数によって 4～35の範囲の比透磁率磁心をラインナップしている(52)。比透磁率 10

の磁心の最高使用周波数は 45 MHz，透磁率が 20 %低下する直流バイアス磁界は約 56 kA/m である。同社の Oliver(53)によれ

ば，比透磁率 10の Carbonyl iron powder coreは 10 MHz近くまで鉄損の大部分をヒステリシス損失が占め，10 MHz以上でも渦

電流損失の増加は少なく，20 MHz以上でベンチマークである Ni-Znフェライト磁心よりも低鉄損になる。 

・キャスティング法コンポジットバルク磁心 

数μm以下の微細な磁性粉末を真空ミキサーで樹脂前駆体溶液に分散させた混合スラリを鋳型に流し込み，硬化して成形す

るキャスティング法コンポジットバルク磁心が開発されている。図 2.1.3.20 にキャスティング法コンポジットバルク磁心の作

製手順を示す。 

Sugimuraらは(54)，飽和磁化 1.26 Tの 2.56 μm径 SWAP法 Fe-Si-B-Cr-C アモルファス粉末を用いたコンポジットバルク磁心

を試作し，Ni-Zn フェライト磁心と磁気特性を比較している。Fe-Si-B-Cr-C アモルファス粉末は全体の 70 %を 1～3 μm径の

微細粉末で占められている。コンポジット成形前のアモルファス粉末の前処理として大気中熱酸化処理を行っており，

300℃・3 時間の熱処理によって As atomized で残留した内部歪の開放とアモルファス構造の緩和現象により粉末保磁力が熱処

理前の 132 A/m（1.65 Oe）から 80 A/m（1 Oe）近くまで減少するとともに，Fe-Si-Oからなる 10 nm厚の酸化被膜が形成され

る。エポキシ樹脂をバインダに用いて作製した Fe-Si-B-Cr-C アモルファス粉末コンポジットバルク磁心の飽和磁化は約 0.84 

Tであり，粉末の飽和磁化を用いて見積もられる磁心の粉末充填率は約 67 %である。コンポジットバルク磁心の保磁力は酸化

被膜付きアモルファス粉末の約 80 A/mから 1.6倍の 128 A/mとなった。これはバインダのエポキシ樹脂の硬化応力によるもの

と推定されている。アモルファス粉末コンポジットバルク磁心の比透磁率は 100 MHzまで一定で約 10であり，複素比透磁率

の実部μr’と虚部μr”から見積もられる損失係数 tanδは MHz帯で 10-3のオーダーにあり，比透磁率 20の Ni-Zn フェライトの

それと同程度である。図 2.1.3.21は試作した Fe-Si-B-Cr-C アモルファス粉末コンポジットバルク磁心の周波数 2 MHzにおける

鉄損の磁束密度振幅依存性を示すものであり，市販の比透磁率 20と 40の Ni-Znフェライトの鉄損を併せて記載している。ア

モルファス粉末コンポジットバルク磁心と 2 種類の Ni-Zn フェライトはともに，鉄損は磁束密度振幅 Bmに対して 2 乗以上の

依存性があり，前述した Mn-Zn フェライトにおける動的損失と同様に，励磁レベルによって鉄損が非線形的に変化すること

を示している。アモルファス粉末コンポジットバルク磁心の周波数 2 MHz，磁束密度振幅 20 mT における鉄損は 0.94 W/cc

（940 kW/m3）であり，比透磁率 20の Ni-Znフェライトの約 1/6，比透磁率 40の Ni-Znフェライトの約 1/3であり，MHz帯の

低透磁率，ベンチマークである Ni-Znフェライトを凌駕する低鉄損特性を示している。 

ｂ．印刷，塗布法微粒子コンポジット磁心 

・印刷法カルボニル鉄粉コンポジット磁心 

磁性微粒子粉末と樹脂前駆体を混合してペースト化することで印刷法で磁心を作製できる。Yazaki らは(55)，メディアン径

1.1μmのカルボニル鉄粉（CIP）とエポキシ樹脂前駆体からなる混合

ペーストをメタルマスク印刷した後，樹脂硬化して得られる有機イ

ンターポーザ内蔵インダクタ用の印刷法コンポジット磁心を試作し

た。図 2.1.3.22は印刷法カルボニル鉄粉コンポジット磁心の断面を示

すものである。カルボニル鉄粉の量を調整してメタルマスク印刷可

 
図 2.1.3.20 キャスティング法コンポジットバルク磁心の作製手順 

 
図 2.1.3.21 Fe-Si-B-Cr-C アモルファス粉末コンポ

ジットバルク磁心の鉄損の磁束密度振

幅依存性，文献(54)をもとに作成 
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能な粘度に調整された混合ペーストを用いてカルボニル鉄粉コンポジット磁心を作製している。なお，メタルマスク印刷可能

なペースト粘度で作製した場合の磁心の粉末充填率は 54 %が上限であった。上限の 54 %粉末充填率の場合の飽和磁化は 1.08 

T，保磁力は 2,000 A/mで，磁化率が一定である恒磁化率の磁界上限は約 80 kA/mである。また，比透磁率は約 7.5で 500 MHz

までほぼ一定であり，100 MHzにおける tanδは約 0.03，1 GHzで 0.2であり，数百 MHzまで低透磁率・低損失磁心として利

用できる。 

・塗布法複合配向化軟磁性微粒子コンポジット磁心 

東北大学の若林らは(56)，粒径 12 μmの電解鉄粉，3～5 μm粒径の Fe-Si-Al粉末ならびに Fe-Ni粉末の 3種類のμm級粉末

とサブμm 径アモルファス Fe-B 微粒子粉末(45)を用いた複合配向軟磁性微粒子コンポジット磁心を試作し，詳細な磁気特性を

報告した。印刷法に近い塗布法で磁心を作製している。μm 級粉末とサブμm 径アモルファス Fe-B 微粒子を樹脂中に分散混

合し，ポリイミド樹脂基板上に塗布した後，樹脂硬化するまでの間，電磁石を用いて最大磁界 300 mT を印加して粉末配向処

理を行っている。μm級粉末は充填率 50 vol. %一定とし，Fe-B微粒子の充填率を 0 ~ 20 vol. %まで変化させている。Fe-B微粒

子の充填率が 5 vol. %の場合には，Fe-B 微粒子が Fe 粉間に生じている磁束の流れに沿って Fe 粉の隙間に Fe-B 微粒子が入

る。一方，Fe-B 微粒子の充填率が 20 vol. %の場合には，Fe-B 微粒子が Fe 粉間だけでなく Fe-B 微粒子同士が凝集する。図

2.1.3.23は Fe粉単体，Fe-B微粒子単体，Fe粉 50 vol. %と Fe-B微粒子 20 vol. %による複合コンポジット磁心の静磁化特性を示

すものである。Fe-B 微粒子を複合配向化した場合，Fe 粉単体のコンポジット材と比較してわずかに飽和磁束密度が高くな

る。μm級粉末としてFe-Si-Al粉を用いた場合は，飽和磁化が下がるものの同様の結果が得られている。図2.1.3.24は50 vol. %

の Fe粉，Fe-Ni粉，Fe-Si-Al粉に対し Fe-B微粒子を 0～20 vol. %に変化させた場合の 1 MHzにおける比透磁率の変化をプロッ

トしたものである。図中の破線は Bruggeman の式(57)から導出したもので，μm 級粉末単体の充填率を高めた場合の推定値を

表している。Fe-B 微粒子添加によってμm 級粉末の反磁界が低減され，μm 級粉末単体を対象にした Bruggeman の式による

推定値よりも比透磁率が高くなる。いずれの場合も概ね Fe-B 微粒子が 10 vol. %のあたりに比透磁率が最大となっていること

が分かる。 

以上の結果は樹脂硬化中に磁界を印加することでμm級粉末の反磁界を低減するように（静磁エネルギーを減らす方向に）

 
図 2.1.3.24 μm級 Fe，Fe-Ni，Fe-Si-Al粉とサブμm径 Fe-Bアモルファス微粒子による複合コンポジット磁心の透磁率と Fe-B微粒

子充填率の関係，μm級粉末充填率；50 vol. %一定，文献(56)をもとに作成 

 図 2.1.3.22 印刷法カルボニル鉄粉コンポジット

磁心の断面，文献(55)をもとに作成 

 図 2.1.3.23 Fe粉単体，Fe-B微粒子単体，Fe粉 50 

vol. %と Fe-B微粒子 20 vol. %による複

合コンポジット磁心の静磁化特性，文献

(56)をもとに作成 
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Fe-B微粒子が移動し，コンポジット磁心の粉末充填率の向上と高透磁率

化に寄与することを示している。 

ｃ．微粒子コンポジットシート磁心 

・微細球形粉末コンポジットシート磁心 

Oyamaら(58)は有機インターポーザ用の微細球形粉末コンポジットシー

ト磁心を開発した。有機インターポーザのビルドアップシートには数μ

m 径のシリカ（SiO2）フィラーをエポキシ樹脂中に分散した厚さ 50～

100 μm のフィルムが用いられているが，シリカの代わりに磁性粉末を

採用することで有機インターポーザに磁性の機能性付与を目的としてい

る。微細磁性粉末として 3～5 μm径の結晶質 Fe-Si-Cr系，Fe-Si-B-Cr系

アモルファス，Fe-Si-B-Nb-Cu-Cr 系ナノ結晶，充填率向上を目的とする

サブμm径微粒子として Fe-Si-Cr系，Mn-Znフェライト系などの多彩な

組合せでコンポジットシート磁心を試作している。 

有機インターポーザ用シリカフィラービルドアップフィルム ABF と

共通する特別に調製されたエポキシ樹脂が採用され

ている。図 2.1.3.25 は 3.5 μm 径ナノ結晶粉末 70 

vol. %，0.7 μm径 Fe-Si-Cr微粒子 5 vol. %をフィラー

に採用したAs madeコンポジットシートの溶融粘度と

加熱温度の関係を示すものであり，室温から 120℃の

範囲で熱可塑性を示し，それ以上の温度では熱硬化

性を示す(58)。 

図 2.1.3.26は真空ホットプレスラミネータによるコ

ンポジットシート磁心の成形の概要を示したもので

ある(59)。真空減圧雰囲気でシート粘度が最小になる

温度で加熱し，加圧することでシートが軟化し，配

線導体の凹凸を平坦化できる。最後に，エポキシ樹

脂を硬化熱処理して（例えば，190℃）完了となる。

この方法を用いてコンポジットシート磁心中に二層

導体を埋め込んだ断面構造を同図に示す。 

表 2.1.3.2 は微粒子コンポジットシート磁

心に採用した磁性粉末の仕様を示すもので

ある(58)。飽和磁化と保磁力はトレードオフ

の関係にあり，ナノ結晶系は飽和磁化は1.25 

Tと低いが，保磁力は最も小さい。 

表 2.1.3.3 は 3 種類の微粒子粉末を用いて

作製したコンポジットシート磁心の磁気特

性を整理して示したものである(58)。粉末充

填率を 70，75，80 vol. %の 3通りで作製して

いる。コンポジットシート磁心の保磁力は

粉末透磁率よりも若干小さくなるが，粉末

 
図 2.1.3.25 3.5 μm径ナノ結晶粉末 70 vol. %，0.7

μm径 Fe-Si-Cr微粒子 5 vol. %をフィ

ラーに採用した As madeコンポジット

シートの溶融粘度と加熱温度の関係，

文献(58)をもとに作成 

 
図 2.1.3.26 真空ホットプレスラミネータによるコンポジットシート

磁心の成形とコンポジットシート磁心中に二層導体を埋

め込んだ断面構造の例，文献(59)をもとに作成 

表 2.1.3.2 微粒子コンポジットシート磁心に採用した磁性粉末の仕様，文献

(58)をもとに作成 

粉末 Fe-Si-Cr結晶質 
Fe-Si-B-Cr-C 

アモルファス 

Fe-Si-B-Nb-Cu-Cr 

ナノ結晶 

メディアン径
D50 

3.2 μm 

 

3.2 μm 

 

3.5 μm 

 

飽和磁化 Ms 1.8 T 1.3 T 1.25 T 

保磁力 Hc 1,482 A/m 148 A/m 92 A/m 

 

表 2.1.3.3 微粒子コンポジットシート磁心の磁気特性，文献(58)をもとに作成 

使用粉末 3.2 μm径 Fe-Si-Cr結晶質 
3.2 μm径 Fe-Si-B-Cr-C 

アモルファス 

3.5 μm径 Fe-Si-B-Nb-Cu-Cr 

ナノ結晶 

粉末充填率 70 vol. % 75 vol. % 80 vol. % 70 vol. % 75 vol. % 80 vol. % 70 vol. % 75 vol. % 80 vol. % 

保磁力 Hc 
1,080 

A/m 

1,120 

A/m 

1,180 

A/m 
141 A/m 151 A/m 180 A/m 72 A/m 76 A/m 78 A/m 

比透磁率μr’ 

（100 MHz） 
9.7 10.2 10.8 9.1 9.7 10.2 9.3 10.1 10.5 

損失係数 tanδ 

（100 MHz） 
0.1 0.105 0.105 0.04 0.045 0.046 0.038 0.039 0.042 
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透磁率の大小関係を反映し，Fe-Si-Cr 結晶質粉末コンポジットシート磁心が最も大きく，ナノ結晶粉末コンポジットシート磁

心が最も小さい。100 MHzにおける比透磁率は 3者で大きな違いはなく，おおよそ 10前後であり，低周波領域から 100 MHz

までほぼ一定である。損失係数 tanδはアモルファス粉末とナノ結晶粉末を用いたコンポジットシート磁心は Fe-Si-Cr 結晶質

粉末コンポジットシート磁心の半分以下となっており，粉末サイズがほぼ同一であることを考慮すると，粉末の電気抵抗率の

違いを反映しているものと推定される。 

 ・Fe-Si-Al 系扁平粉末コンポジットシート磁心 

前述のように，保磁力300 A/m程度のFe-Si-Al系扁平粉末が上市されており(47)(48)，

準マイクロ波帯ノイズ抑制シートだけでなく，磁気素子用の低損失磁心としての適

用が期待されるようになっている。 

御子柴らは(49)，Fe-Si-Al 系扁平粉末を用いた高周波インダクタ用コンポジットシ

ート磁心を開発した。コンポジットシート磁心の詳細な作製方法については公表さ

れていない。Fe-Si-Al系扁平粉末は平均長径 40 μm，厚さ 1.5 μmである。コンポ

ジットシート磁心の粉末充填率は 70 vol. %であり，扁平粉末の水平配向／垂直積層

が概ね実現されている。図 2.1.3.27 は Fe-Si-Al 系扁平粉末コンポジットシート磁心

の複素比透磁率の周波数特性を示すものであり，扁平粉末水平配向方向の比透磁率

は約 280で，5 MHz付近まで一定であり，磁気損失μ”は 3 MHz付近から立ち上が

る。Chata’ni は Fe-Si-Al 系扁平粉末コンポジットシート磁心を用いた薄型インダク

タを試作開発し(60)，米国バージニア工科大学の CPES（Center for Power Electronics 

Systems）で開発された 12 V入力－3.3 V・18 A出力の 1 MHz降圧チョッパ DC-DC

コンバータに採用された(61)。 

 ・Fe基ナノ結晶扁平粉末コンポジットシート磁心 

前述したように Fe-Si-B系や Fe-Si-P系アモルファス扁平粉末は結晶化温度に近い温度で歪取り熱処理しても扁平加工歪の開

放が十分でなく，粉末保磁力は Fe-Si-Al系扁平粉末の 1.5～2倍程度大きいという課題があった。 

Fe-Si-Al系扁平粉末では出発材料にアトマイズ粉末が用いられるが，前述のように，Yingら(50)はロール急冷薄帯を出発材料

に用いた Fe-Si-B-Nb-Cu 系扁平粉末を試作し，ナノ結晶化後の扁平粉末は Fe-Si-Al 系扁平粉末の半分以下の低保磁力となるこ

とが示され，コンポジットシート磁心に採用することで Fe-Si-Al系扁平粉末コンポジットシート磁心の磁気特性を凌駕する可

能性がある。しかしながら，低保磁力ナノ結晶粉末を用いて扁平粉末積層コンポジットシート磁心を作製した場合，途中のプ

レス加圧による歪みが残留するため最終的に得られるコンポジットシート磁心の保磁力が増大し，低保磁力ナノ結晶合金の特

徴を活かすことができない。 

小池らは(62)，ナノ結晶扁平粉末コンポジットシート磁心の作製方法として，ファインメット組成ロール急冷薄帯を出発材

料にしたナノ結晶化前のアモルファス扁平粉末を用い，作製工程の最後にナノ結晶化熱処理する方法を採用した。この方法は

前述したファインメット系の Fe 基ナノ結晶系圧粉磁心の作製方法(24)とほぼ同様であり，ロール急冷薄帯の扁平加工，コンポ

ジットシート磁心の作製工程で累積する材料内の内部歪を最終ナノ結晶化熱処理で開放するという考えにもとづいている。出

発材料であるロール急冷直後のファインメット組成アモルファス薄帯は厚さ 18 μm，幅 5 cmであり，若干の延性，展性を持

つため（しかしながら，圧延は困難），薄帯から扁平粉末を直接得ることは困難であり，400℃・3 時間の脆化熱処理後に 150 

μm 以下に粗粉砕，その後，振動ミルによる扁平加工（厚さ 1～3 μm 目標）を行って扁平粉末を得ている。図 2.1.3.28 は扁

平加工後の粉末の SEM写真，ならびにX線回折パターンを示すものである。扁平粉末のフットプリントは 100～200 μm，こ

こでは示していないが，厚さは 1～3 μmである。扁平粉末はアモルファス特有のハローXRDパターンを示しており，加工後

もアモルファス状態を保持している。 

Fe 基ナノ結晶扁平粉末コンポジットシート磁心の作製工程は以下のとおりである(62)。バインダに信越化学工業の二液性熱

硬化型シリコーン（KE-1031）を採用し，シリコーン樹脂と相溶性が高く揮発性であるトルエンを粘度調整用希釈剤に用いて

 
図 2.1.3.27 Fe-Si-Al系扁平粉末コン

ポジットシート磁心の複

素比透磁率の周波数特

性，文献(49)をもとに作

成 

   
(a) SEM写真              (b) X線回折パターン 

図 2.1.3.28 振動ミルによる扁平加工後のファインメット組成（Fe-Si-B-Nb-Cu）扁平粉

末の SEMの写真，ならびに X線回折パターン，文献(62)をもとに作成 
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シート成形用扁平粉末ペーストを作製した。 

この混合ペーストを 50 μm厚の SUS303メタルマスクを用いてメタルマス

ク印刷してシート状に成形した後，ホットプレートで 40℃－25 min でトルエ

ン希釈剤を揮発させた。その後，15 t ホットプレス機を用いて扁平粉末の水

平配向と余分なバインダ樹脂の追い出しを目的として加圧を行った後，加圧

状態のまま 80℃・2 時間でシリコーン樹脂を熱硬化させた。ナノ結晶化熱処

理はマッフル炉を用いて 515℃，530 ℃，545℃，560℃，575℃の 5 通りで行

っている。いずれの熱処理温度においても扁平粉末の結晶粒サイズはおおよ

そ 14 nmと見積もられている。なお，500℃以上の熱処理ではバインダのシリ

コーン樹脂がシリカに変性してコンポジットシート磁心が脆化するため，シ

リコーン樹脂を減圧含浸・硬化して扁平粉末コンポジットシート磁心を得て

いる。図 2.1.3.29 に作製した Fe 基ナノ結晶扁平粉末コンポジットシート磁心

の断面 SEM写真を示す。扁平粉末はほぼ水平配向し，垂直に積層できている

ことがわかる。Fe 基ナノ結晶扁平粉末コンポジットシート磁心の飽和磁化は

おおよそ 0.5 Tであり，粉末充填率に換算すると 45 vol. %となる。図 2.1.3.30

は最終ナノ結晶化熱処理温度と磁心保磁力の関係を示したものであり，ナノ

結晶化熱処理温度の上昇にともない保磁力が増加していくことがわかる。515

～575℃のナノ結晶化熱処理のいずれの場合も扁平粉末の結晶粒サイズは 14 

nmであり，熱処理温度の上昇にともなう結晶粒の成長は見られないため，熱

処理温度の上昇にともなう保磁力の増大は磁歪の増大にともなうものと推測

される。図 2.1.3.31 は各温度でナノ結晶化熱処理した Fe 基ナノ結晶扁平粉末

コンポジットシート磁心の比透磁率の周波数特性を示すものであり，ナノ結

晶化熱処理温度によって比透磁率が大きく変化する。例えば，530℃熱処理で

はFe-Si-Al系扁平粉末では実現できていない500近い比透磁率が得られるが，

3 MHz を境に周波数が高くなると比透磁率は低下していく。熱処理温度 560℃ならびに 575℃のコンポジットシート磁心は，

それぞれ，100と 50の比透磁率を有し，10 MHzまでほぼ一定である。図 2.1.3.32はナノ結晶化熱処理温度 560℃の Fe基ナノ

結晶扁平粉末コンポジットシート磁心の磁束密度振幅 20 mT における鉄損の周波数特性を示すものであり，比較のために，

Fe-Si-Al系扁平粉末コンポジットシート磁心，Fair Rite社の Ni-Znフェライト（67 material，比透磁率；40）の鉄損を併記して

いる。Fe基ナノ結晶扁平粉末コンポジットシート磁心は他の 2つに比較して広い周波数範囲で低鉄損である。 

その後，Fe基ナノ結晶扁平粉末コンポジットシート磁心は USB PD用の 24 V入力－12 V・2.5 A出力 12 MHzスイッチング

二相 Buckコンバータ用の表面実装カップルドインダクタに採用された(63)。 

ナノ結晶化熱処理後の扁平粉末積層コンポジットシート磁心は柔軟性に乏しく，シート形状で利用するしかないが，可撓性

を有するナノ結晶化前のシートを用いることでトロイダル巻磁心などの多様な

磁心形状に適用できる。 

1.3.4 まとめと今後の課題 

圧粉磁心は結晶質系，Fe基アモル

ファス系ならびにFe基ナノ結晶系な

ど多様な選択肢があるが，コストを

除けば，インダクタに要求される高

い飽和磁化と低鉄損を両立できる Fe

基ナノ結晶粉末圧粉磁心が最も有望

である。とりわけ，ナノメット系圧

粉磁心は SiCや GaNなどのWBGパ

ワー半導体の特徴を活かした革新的

パワーエレクトロニクスの実現に大

きく貢献することが期待される。今

後は，熱間プレス成形法のさらなる

検討によって量産技術の確立が望ま

れる。 

 
図 2.1.3.29 Fe基ナノ結晶扁平粉末コンポ

ジットシート磁心の断面 SEM 

写真，文献(62)をもとに作成 

 
図 2.1.3.30 Fe基ナノ結晶扁平粉末コンポジ

ットシート磁心の最終ナノ結晶

化熱処理温度と磁心保磁力の関

係，文献(62)をもとに作成 

 
図 2.1.3.31 Fe基ナノ結晶扁平粉末コンポ

ジットシート磁心の比透磁率の

周波数特性，文献(62)をもとに

作成 

 
図 2.1.3.32 ナノ結晶化熱処理温度 560℃

の Fe基ナノ結晶扁平粉末コ

ンポジットシート磁心の鉄

損の周波数特性（Bm=20 

mT），文献(62)をもとに作成 
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金属系微細粉末を用いたコンポジット磁心については，Beyond MHz 帯磁心のベンチマークである Ni-Zn フェライトを凌駕

する事例が出ているが，既に上市されているカルボニル鉄粉コンポジットバルク磁心を除けば，実用化の事例は多くないのが

実情である。特に，数μm径からサブμm径の微細合金系粉末の低コスト作製は大きな課題である。今後は，微粒子粉末の低

コスト作製技術の確立に加えて，微粒子コンポジット磁心の Beyond MHz帯でのさらなる特性向上が望まれる。  
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1.4 磁気特性計測法 

キーワード：鉄損測定，マイナーループ，直流重畳特性 

 

1.4.1 磁化曲線と透磁率 

軟磁性材料の動特性を評価するための計測技術は，パワエレ用磁気受動素子の研究開発において重要な役割を担っている。

軟磁性材料の動特性は一般に透磁率 μ によって表されるが，本章 1.1 項で示した通り，磁性体は磁界印加履歴依存性（磁気ヒ

ステリシス），周波数分散，動作点や励磁振幅に依存する非線形性といった複雑な挙動を示すため，μ の値は一意に決まら

ず，磁界印加履歴や測定条件などにより変化する。その中でもパワエレ技術において特に重要な各 μ 値は本章 1.1 項の表

2.1.1.1 にまとめられている。加えて透磁率測定において，パワエレ技術開発に必要な全ての測定条件を単一の計測技術でカバ

ーすることは困難なため，測定条件により異なる計測技術を用いる必要があり，また測定条件の更なる拡張のため，新計測技
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術の開発も盛んに行われている。従って軟磁性材料の動特性評価においては，各々の計測技術の原理，カバー可能な測定条件

及び得られる結果について理解し，複数の測定結果を総合的に評価して被測定試料の挙動の物理的解釈に繋げることが必須と

なる。 

（１）「磁化動特性」における透磁率の分類 

測定する物理量の定義は，計測技術を論ずる上で基本となるため，ここではまずパワエレ技術において「磁化動特性」を評

価する際に用いられる各 μ 値について論ずる。本章 1.1 項では，パワエレ技術において重要な μ 値として，初透磁率 μi，増分

透磁率 μΔ，微分透磁率 μdiffの 3つを挙げている。それらの定義は 1.1.1項にある通り，静磁化曲線を元にしているため，「静磁

気特性」，つまり低周波の極限における透磁率としては全く厳密である。しかしながら，本稿では交流励磁における透磁率及

び，それらの計測技術について論ずるため，動作点を決めるための直流励磁磁界と，磁化動特性を得るための交流励磁磁界と

いう 2つの励磁条件を考慮する必要がある。従って表 2.1.4.1に示す通り，各 μ値はそれぞれ異なる直流，交流励磁条件におい

て定義され，特に注意すべき点は，物理的意味も目的も異なる 2 つの微分透磁率 μdiffが考えられることである。本稿ではこれ

らを微分透磁率 1 (μdiff1) 及び微分透磁率 2(μdiff2)と区別し，同表に示された各 μ値の定義及び測定時の励磁条件について述べ

る。 

 

表 2.1.4.1 パワエレ用軟磁性材料における「磁化動特性」の評価に用いられる代表的な透磁率及び励磁条件 

透磁率 測定値 直流励磁磁界 交流励磁磁界 高周波透磁率 

測定手法* 振幅 周波数 

初透磁率(μi) 複素数 0 微小 広帯域 2, 3, 4, 5, 6, 7, 8 

増分透磁率(μΔ) 複素数 任意 有限 励磁可能周波数以下 2, 3, 4, 6, 8 

微分透磁率 1(μdiff1) 実数 任意 有限 励磁可能周波数以下 2, 3, 4, 6, 8 

微分透磁率 2(μdiff2) 複素数 任意 微小 広帯域 2, 3, 4, 5, 6, 8 

* : 各番号に対応する測定法は本章 1.4.2項にて紹介 

 

静磁気特性における μi は，図 2.1.1.3 に示す通り，初磁化曲線の原点での傾き dB/dH として定義される。交流励磁における

μi も数式的には同じ定義に従う。従って測定時において試料は消磁状態，直流励磁磁界は 0，交流励磁磁界の振幅 dH は理想

的には無限小，実際の測定においても十分な検出感度が得られる限り微小振幅が用いられる。一方周波数は広帯域にわたり測

定可能である。高周波においては磁化の応答に位相遅れが生じるため，μiは一般に複素数となる。 

次に静磁気特性における μΔは，直流励磁磁界と有限振幅の準静的な励磁磁界 ΔH の和を印加し，その励磁条件における ΔH

に対する磁束密度の平均変化 ΔBの比率 ΔB/ΔHとして定義される。交流励磁における μΔも，ΔHが交流となる以外は同じ定義

に従う。そのため実際の測定では，パワエレ回路実動作時における励磁条件を模すため，直流励磁磁界と有限振幅の交流励磁

磁界を重畳して印加し，取得したマイナーループから平均的な ΔB を決定して μΔ=ΔB/ΔH を見積もる。ただしこの手順に単純

に従うと試料が示す磁気損失，つまりマイナーループの面積を表現することができない。従ってパワエレ技術においては，マ

イナーループを楕円で近似することにより，μΔを複素数に拡張し，損失を含む物理量として用いることが多い。また周波数は

有限の ΔHが発生可能な交流励磁磁界のそれ以下に限られる。 

最後に微分透磁率であるが，基本的には磁化曲線上のある一点における接線の傾き dB/dHとして定義される。しかし交流励

磁においてはソフトウェア微分とハードウェア微分の 2 つの方法が考えられる。まず μdiff1は，μΔと同様に実動作時を模した

励磁条件におけるマイナーループを取得し，その中の一点の傾きをソフトウェア的に決定する。従って用いられる計測法もμΔ

と同じであり，μΔと μdiff1はマイナーループの解析手法の違いとして考えることができる。ただし μdiff1はその定義から常に実

数となり，損失を表すことはできない。パワエレ技術において，μdiff1は例えばマイナーループ形状を解析する際のパラメータ

の一つ，あるいは大振幅励磁において逆起電力を見積もる際に必要な，磁化曲線上のある一点での透磁率として用いられるこ

とが多い。また実際の測定において，μΔと μdiff1はしばしば同義で用いられることがあるので，注意する必要がある。 

一方 μdiff2は，数式的には μdiffと同じ定義に従うが，実際の測定においてはハードウェアにより微分を行う。具体的には，直

流励磁磁界と微小振幅の交流励磁磁界 dHを重畳して印加し，小信号インピーダンスから μを見積もる。従って μiと同様に広

帯域にわたり測定可能であり，その値は一般に複素数となる。この励磁条件のため μdiff2は大きな交流電流が流れる磁気受動素

子用材料の評価には用いられないが，ノイズフィルタ用インダクタなど，EMI対策部品においては，直流重畳した状態での小

信号インピーダンスが必要となる場合があり，そのような用途に向けた材料の評価指標としては重要である。 

（２）磁化曲線の変化 

交流励磁における透磁率を測定する計測技術では，励磁振幅 dH（無限小時）あるいは ΔH（有限時）及び周波数 f の 2 つ

が特に重要なパラメータである。本項で紹介する各種計測技術は，それぞれ異なる励磁振幅及び周波数の範囲で μを測定し，
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得られる結果もこれらのパラメータにより変化する。ここでは

これらのパラメータが測定結果に及ぼす影響について論ずる。

議論を簡単にするため，磁壁移動による磁化過程だけを仮定

し，磁化回転など他の磁化過程は考慮しない。 

まず図 2.1.4.1(a)を用いて μiないしは μdiff2について考える。

これらは微分係数 dB/dH として定義されるので，dH は無限小

であり，その場合 dB は dH に比例すると考えて良い。低周波

（f→0）では磁壁は磁界に遅れずに追従するので，青線で示さ

れるようにマイナーループは直線となり，μは実数となる。fが

高くなるに伴い，1.1.2 項で示された渦電流などの動的挙動に

より，磁壁の磁界に対する応答に遅れが生じ，その結果マイナ

ーループ形状は緑線で示されるように楕円となる。この場合

dB は 複素数となり，dH が最大振幅と 0 の時の B の変化分，

つまり図 2.1.4.1(a)における dB’と dB"が実部と虚部になる。よ

って μも複素数となり，その虚部が損失項に対応する。さらに

f が高くなると，磁壁が磁界に応答しなくなり真空の寄与だけ

が残るので，赤線で示されるようにマイナーループは潰れてゆ

き，μ は 1 に漸近する。ただし実際には f が高くなるにつれ，磁化の機構が磁壁移動から磁化回転，さらには自然共鳴へと変

わっていき，それぞれの機構が異なる周波数分散を示すため，μは 1に単調には漸近しないことが多い。 

次に図 2.1.4.1(b)を用いて μΔないしは μdiff1について考える。この測定において励磁振幅 ΔH は無限小ではないため，磁化の

変化 ΔB は ΔH に比例せず，低周波におけるマイナーループは，青線で示されるような 2 次曲線の組み合わせ（レーリールー

プ）で近似される形状となり，その内部面積がヒステリシス損失になる。f が高くなるに伴い，(a)と同様に渦電流などの動的

挙動による損失が加わり，緑線で示されるようにマイナーループの面積が大きくなる。さらに f が高くなると，磁壁が応答し

なくなるため，赤線で示されるようにマイナーループは潰れてゆく。上述した通り μΔ の定義に単純に従うと，損失が表現で

きないため，パワエレ技術では，図 2.1.4.1(b)に示されるような一連のマイナーループ形状において，青線や緑線のように損失

が有限な場合，それを内部面積が同一の楕円で近似することにより，μΔを複素数に拡張して，損失を含む物理量として用いる

ことが多い。これは，磁気損失を励磁磁界の基本周波数における磁化の位相遅れ成分で表すことと同じである。一方これらの

曲線形状から明らかな通り，磁化特性の非線形性によりマイナーループは一般に楕円とは異なる形状を取るが，これは高調波

成分による損失寄与分が存在することを意味する。従って損失機構の詳細を解析する場合は，μΔという単一の複素数値ではな

く，マイナーループ形状そのものに立ち返る必要がある。 

（３）反磁界の影響 

各種測定手法の紹介に先立ち，一般に当てはまる注意点として，反磁界の影響について簡単に述べる。全ての透磁率測定

は，被測定試料に磁界を印加して磁化し，それによる磁束変化を検出する。しかし磁性体が磁化されると，試料内部に磁化と

反対方向に反磁界が生じ，これにより試料が実際に感じる磁界が減少するため，磁束変化も小さくなる。これは実際に測定さ

れる実効透磁率 μeffが，材料本来の μ より小さくなることを意味する。一様に磁化された試料における，磁化と反磁界の比は

反磁界係数 NDと呼ばれ，試料形状によって決まる 2階のテンソル，すなわち行列となる。NDは試料形状が楕円体の時には試

料内部の位置によらず一定となり，その 3 主軸方向に沿って対角化された行列となる。形状が楕円体でない場合，ND は試料

内部の位置により変化する。また 3主軸に沿った反磁界係数をそれぞれ Nx，Ny，Nzとすると，Nx + Ny + Nz = 1が成り立つ(1)。

一例として，厚さ tの薄帯試料を直径 d ( >> t )の薄い円盤形状に切り出し，面直方向に磁化した際の反磁界係数 Nz は，近似的

に以下の式で与えられる(2)(3)。 

𝑁𝑧 ≈ 1 −
3𝜋

4
∙
𝑡

𝑑
 (2.1.4.1) 

次に，面内方向の反磁界係数 Nxは，形状の対称性より 2Nx + Nz = 1が成り立つため，以下の式となる。 

𝑁𝑥 = 0.5(1 − 𝑁𝑧) ≈
3𝜋

8
∙
𝑡

𝑑
 (2.1.4.2) 

一方，材料の磁化率 χ，磁界印加方向の反磁界係数 NDの試料の実効透磁率 μeffは，以下の式で与えられる。 

𝜇eff =
𝜒

1 + 𝜒𝑁D
+ 1 (2.1.4.3) 

この式は|χND| >> 1の場合，材料本来の μにかかわらず μeff → 1 / ND + 1に収束してしまう，すなわち μeffは試料の形状によっ

て決まってしまうことを示している。従って材料本来の μを正しく見積もるためには，例えば上述の薄い円盤形状であれば，

 

図 2.1.4.1 マイナーループ形状の周波数による変化の例及

び，透磁率μのループ形状との対応。 (a)は励磁

振幅 dHが無限小，(b)は振幅 ΔHが有限の場合。

両図において，青，緑，赤は，周波数 f→0，fが

最大損失時，f→∞に対応。(b)の緑点線は緑実線

マイナーループの楕円近似 
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|𝜒𝑁D| ≈ |𝜒| ∙ 3𝜋 8⁄ ∙ 𝑡/𝑑 ≪ 1を満たす大きさの試料を用意するか，あるいは NDの値を正確に算出し，μeffから μを逆算する必要

がある。しかしながら試料形状に関しては，melt span法で製造された薄帯試料の一般的な厚さ tは数 10 μm程度で，数 100以

上の高い μ を持つ軟磁性材料においてこの条件を満たすためには，試料の直径 d を非常に大きくする必要が生ずる。また反

磁界係数 ND は，上述したように試料形状が楕円体以外の場合は試料内部の位置により変化し，その正確な算出は困難であ

る。従って，高 μ材料を反磁界の影響なく正確に測定するには，被測定試料が ND = 0となるように閉磁路を形成する必要があ

る。本章 1.4.2項で紹介する測定手法のうち，1と 8は試料形状が閉磁路を形成することが原理的に不可能なため，また 6も磁

心がトロイダルでない場合は閉磁路を形成しないため，実効透磁率 μeffしか測定できない。4 と 5 はリターンヨークが磁路の

一部を形成するため，その磁気抵抗が被測定試料のそれより十分低い条件においては材料本来の μ が測定可能である。3 は被

測定試料を井桁状に組むことにより，また 2 と 7 は試料が通常トロイダル形状であり，6 も磁心がトロイダルであれば，試料

が閉磁路を形成するので，いずれも ND = 0となり，反磁界の影響を受けずに材料本来の μが測定できる。これらの違いについ

ては，各々の測定手法の概説においてより詳細に説明する。 

 

1.4.2 透磁率測定手法 

本項で紹介する計測技術がカバーする，周波数と励磁磁界強度の大まかな範囲を図 2.1.4.2 に示す。パワエレ用磁気受動素

子はより高周波，大振幅で動作することが望まれるが，透磁率測定は一般に高周波，大振幅励磁になるほど難しくなるため，

測定条件や目的に応じて様々な計測技術が用いられる。本項では，基本的な計測技術として，以下の 8つの測定手法について

概説する。 

1. 振動試料型磁力計 （VSM） (4)-(6) 

2. 2コイル法（M-Hループトレーサ，B-Hアナライザ） (7)(8) 

3. エプスタイン試験 （JIS C 2550-1） (9) 

4. 単板磁気特性試験 （JIS C 2556） (10)(11) 

5. フェライトヨーク法 (12) 

6. インダクティブ法 1 (13) 

7. インダクティブ法 2 (14) 

8. 交流磁化率測定法 (15)(16) 

これらの測定手法を動作原理によって大まかに分類す

ると，1 は試料を機械的に振動させ，その速度変化によ

る起電力を測定する。2,3,4,8 は 2 コイル法に属し，励磁

コイルに交流電流を流して試料の磁化を振動させ，その

磁束変化による起電力を独立した検出コイルで測定す

る。5,6,7は 1コイル法に属し，交流電流による試料の磁

化振動と，その磁束変化による起電力の検出を同一コイ

ルで行う。ただし同一原理に基づいた測定手法であって

も，本項の表 2.1.4.1 や図 2.1.4.2 に示される通り，実際

の装置構成や試料形状などにより，測定範囲や測定可能

な物理量は異なるため，各々の測定手法の特徴を把握

し，目的に応じて適切な測定手法を選択することが重要

である。 

（１）振動試料型磁力計 （VSM） 

VSM は試料の静磁化曲線を測定する最も一般的な測

定手法である。図 2.1.4.3 にその原理図を示す(4)-(6)。試料

をロッドに固定し，電磁石の磁極間に挿入する。電磁石

より発生した磁界を印加して試料を磁化すると，試料の

磁化に比例した磁束が検出コイルに鎖交する。ロッドを

加振器により上下に振動させ鎖交磁束を変化させると，

検出コイルに誘導起電力が発生するので，その振動周波

数成分をロックイン検出することにより，試料の磁化に

比例した信号が高感度で得られる。印加磁界をスイープ

しつつこの測定を行うことにより，静磁化曲線が得ら

 

図 2.1.4.3 VSMのブロック図及び試料周りの写真(6) 

 

図 2.1.4.2 各種透磁率測定手法の大まかな測定範囲 
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れ，それより本章 1.1.1 項において定義されている各種透磁率が決定できる。市販の VSM における一般的な振動周波数は数

10 Hz 程度である。ただしこれは試料の機械的な振動周波数であり，磁化の振動ではないので，混同しないように注意する。

検出信号を試料の磁化絶対値に変換するためには，検出信号と磁化の比例定数が必要だが，これは飽和磁化があらかじめ判っ

ている標準試料（最も一般的に用いられるのは純 Ni）を測定して決定する。 

VSM は固体試料だけでなく，セル中に液体や粉末試料を封入することにより，様々な形態の試料を測定することができ

る。印加磁界は，常温電磁石であれば最大 3 T程度，超電導磁石では 18 T程度まで発生可能である。一方軟磁性材料など低磁

界での磁化を測定したい場合は，ヘルムホルツコイルに地磁気キャンセル機能を付与し，非常に高い分解能で印加磁界を制御

しつつ磁化測定できる装置も市販されている。VSM はロックイン検出により外部ノイズを除去するため感度も高く，10－9 

A・m2 (=10－6 emu) 程度の大きさの磁化測定が報告されている。そのため強磁性体だけでなく，常磁性体や反磁性体など，極

めて磁化が弱い試料の測定にも用いられる。 

上述の通り，VSM は静磁化曲線の測定においては極めて広い汎用性を示すが，パワエレ用軟磁性材料の測定においてはい

くつか注意点もある。一点目は，VSM の磁界スイープ速度は電磁石及びロックイン検出の時定数に依存し，どんなに速くと

も 1 スイープあたり数 10 秒程度はかかるため，磁化の動的挙動を得るのはほぼ不可能なことである。もう一点は，試料を電

磁石の磁極間に挿入するという構造上，試料が閉磁路を形成することは不可能であり，また VSM の磁極間隔は通常数 cm 程

度で，試料サイズはそれ以下でないと挿入できないため，高 μで厚い試料では反磁界の影響が不可避なことである。具体的に

は，反磁界は試料の磁化が 0 であれば発生しないため，保磁力 Hcには影響を及ぼさない。また試料が完全に飽和するほど十

分強い磁界を印加すれば，飽和磁束密度 Bsも正しく評価できる。しかし B-H 曲線の形状は反磁界により変化するため，残留

磁束密度 Br や，μi，μdiff，μΔ といった各種透磁率は影響を受ける。初磁化曲線を測定するには，試料を消磁する必要があり，

通常は減衰振動磁界を印加する交流消磁法が用いられる。しかし VSM の電磁石でそのような磁界を発生させることはできな

いため，VSM単体では初磁化曲線や μiの測定は困難である。 

（２）2コイル法（M-Hループトレーサ，B-Hアナライザ） 

本方式に基づく市販の測定装置は，一般に M-H ループトレーサあるいは B-H アナライザと呼ばれる(7)(8)。図 2.1.4.4 の原理

図に示す通り，トロイダル形状の試料に励磁コイルと検出コイルを巻き，励磁コイルに電流 i を流すことにより，以下の式で

与えられる磁界 Hが試料の円周方向に印加される。 

𝐻 =
𝑁1𝑖

𝑙
 (2.1.4.4) 

これにより試料が磁化され，検出コイルに磁束の時間微分に比例する

電圧が発生するので，これをオペアンプと抵抗 R及びコンデンサ Cで

構成された積分回路により積分する。試料の磁束密度 B は，積分回路

の出力電圧 VOUTから以下の式により見積もられる。 

𝐵 =
𝐶𝑅

𝑁2𝐴
𝑉OUT (2.1.4.5) 

よって i を変化させながら B を測定することにより，B-H 曲線を得る

ことができる。本測定手法は，励磁及び検出が共に純電気的であり，

VSM のように大型の電磁石や加振器を使わないことから，低周波から高周波，また小振幅から大振幅励磁まで最も幅広い測

定条件をカバーすることができる。例えばパーマロイやセンダストなどの高 μ材料では，低周波及び小振幅の電流を励磁コイ

ルに流してゆっくりと試料を磁化し，それによる磁束変化を検出することにより，VSM と同様の静磁化曲線が得られる。一

方高周波，大振幅の電流を励磁コイルに流す，あるいは交流と直流の重畳電流を流すなど，実際のパワエレ回路内における動

作に近い条件での試料の B-H曲線を測定することも可能である。試料がトロイダル形状の場合には，原理的に反磁界の影響を

受けず，そのため材料本来の μが得られるというのも，VSMと比較した際に有利な点である。 

以下に本手法の注意点を挙げると，まず測定するトロイダル形状の試料一つずつにコイルを巻くため，測定準備に手間がか

かる。またコイルは測定条件により最適な線径や巻線数を選ぶ必要がある。例えば大振幅の交流電流，あるいは直流重畳特性

を測るため大きな直流電流を励磁コイルに流す場合は，必然的に太い線を使う必要がある。さらに交流電流が大振幅，高周波

の場合，励磁コイルに大きな誘導起電力がかかるので，絶縁にも注意する必要がある。逆に低周波での特性を測る場合，検出

コイルに発生する誘導起電力は周波数と巻線数に比例するため，巻線数 N2を増やして検出電圧を高めないと，十分な SN比で

信号検出することが困難になる。 

検出コイルに発生する電圧は，鎖交する磁束全ての時間変化に比例する。試料の μが高く，また試料断面が検出コイル断面

の十分な割合を占めていれば，試料の磁束が支配的なので問題ないが，試料の μが低く，試料形状が箔や薄膜など，その断面

積が検出コイル断面と比較しずっと小さい場合は，励磁コイルにより発生し，試料を通過せずに検出コイルに直接鎖交する磁

束の寄与を引く必要がある。励磁コイルによる磁界や磁束分布はコイルの巻き方に依存するが，試料形状が同じであっても，

 

図 2.1.4.4 2コイル法の原理図(8) 
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コイルを複数の試料に全く同一に巻くことは難しい場合があり，そのた

め特に低 μの試料では，試料間の測定の再現性が低くなる傾向がある。 

（３）エプスタイン試験 

エプスタイン試験は JIS C 2550-1により標準化された，電磁鋼板の最も

基本的な磁気測定法である(9)。図 2.1.4.5に示すように，試料を励磁するた

めの励磁コイル（一次コイル）と磁化を検出するための検出コイル（二

次コイル）を施したエプスタイン測定枠に，30 × 280 mm の短冊状試料

を複数枚挿入して井桁状に組み，閉磁路を形成する。励磁コイルに流す

電流値から磁界強度を，検出コイルに誘起される電圧から試料の磁束を

取得して B-H 曲線を測定し，透磁率や鉄損などの各種磁気特性を見積も

る。本測定手法は原理的には 2コイル法だが，エプスタイン測定枠に一，

二次コイルがあらかじめ施されており，試料ごとにコイルを巻く必要が

ないこと，被測定試料の厚さにより試料サイズや枚数が規定されてお

り，測定の再現性が高いことから，軟磁性材料の標準的な測定法とし

て，商取引の際の磁気特性を取得するのに用いられる。本測定方法は商

用電源周波数である 50 / 60 Hzにおける透磁率測定のために標準化されて

いるが，20 kHz 程度まで周波数帯域を拡張することも可能である。本測

定方法の詳細については参考文献(9)を参照されたい。 

（４）単板磁気特性試験 

エプスタイン試験は，多数の試料を井桁状に組む必要があるため，試

料間のばらつき評価や，試料に応力をかけた際の磁気特性の変化などを

測定することはできない。これらを可能にするのが単板磁気特性試験で

ある。図 2.1.4.6 に示すように，被測定試料をコイルに挿入し，その両端を高透磁率かつ試料より十分大きな断面積を持つヨ

ークで挟み，閉磁路を形成する。コイルは二重になっており，励磁コイルに電流を流して試料を磁化し，検出コイルでその磁

束変化を検出する。本測定手法も基本原理は 2コイル法であり，ヨークの磁気抵抗が試料のそれより十分小さければ，試料本

来の μが得られる。本測定手法も基本的には 50 / 60 Hzの商用電源周波数における磁気特性を取得することを目的とし，JIS C 

2556 によってコイルやヨークの構造や材料，試料のサイズ，測定条件などが規定されており，磁性材料の標準測定の一つと

して幅広く用いられている(10)。ただし，周波数帯域を高周波側に拡張する，試料に応力を印加する，フェライトヨークを用

いて損失を低減し，試料の損失評価を高精度化するなど(11)，各種の拡張を施した測定装置も軟磁性材料の研究開発において

用いられている。本測定法の詳細については参考文献(10)(11)などを参照されたい。 

（５）フェライトヨーク法 

上述した測定手法のうち（２）から（４）は 2コイル法，つまり試料の磁化と磁束変化の検出を，それぞれ独立した励磁コ

イル及び検出コイルを用いて行う測定系である。しかし，より簡便な方法として，励磁と検出の両方を 1つのコイルで行うこ

とも可能である。フェライトヨーク法では，図 2.1.4.7 に示すように，帯状試料の両端にフェライトヨークを接触させ，磁気

回路的に短絡することにより閉磁路を形成し，フェライトないしは試料に巻かれ

たコイルのインピーダンスを測定して μ を見積もる。コイルはフェライトヨーク

側に巻いても，あらかじめ巻いたコイルに試料を挿入しても原理的には動作する

が，後者の方がフェライトヨークや試料が小さくても測定しやすいため，一般的

なようである。ヨークに抵抗率が高いフェライトを用いることにより，高周波ま

で渦電流損失が抑制され，透磁率の

低下が防げる。本方式はフェライト

ヨークの渦電流損失が問題にならな

い 10 MHz程度までの周波数範囲の透

磁率測定によく用いられる。 

本測定法はインピーダンスアナラ

イザあるいは LCR メータと組み合わ

せることが多く，その場合コイルに

流れる電流はせいぜい数 10 ～  数

100 mA程度と小さい。そのため得ら

れるのは μi や μdiff2 に限られる。B-H

 

図 2.1.4.6 単板磁気特性試験器(10) 

 

図 2.1.4.7 フェライトヨーク法透磁率

測定の原理図(12) 

 

図 2.1.4.5 エプスタイン試験器(9) 

本図は試料の挿入位置を明示するため，原図（参考文

献(9)の図 JA.2）において，試料をグレーに変更し，ラ

ベルと矢印を追加。 

短冊状試料
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アナライザ，あるいは大出力の高周波アンプと組み合わせれば，大振幅励磁での μΔや μdiff1 測定が可能になるが，その場合励

磁によりフェライトヨークの温度が上昇し，その磁気特性が変化する可能性があるので，温度変化の影響に注意する必要があ

る。 

（６）インダクティブ法 1 

被測定試料である磁心に 1 つのコイルを巻き，そのインダクタ

ンスを測ることにより，磁心の磁気特性を見積もる方法は，一般

にインダクティブ法と呼ばれている。これには大きく分けて 2 つ

の方法がある。 

一つは，実際に使用する形状の磁心にコイルを巻いてインダク

タを形成し，LCR メータやインピーダンスアナライザなどを用い

てそのインダクタンスを測定する方法である(13)。測定目的が磁心

の材料特性評価ではなく，インダクタという受動素子としての特

性評価である場合は，この方法が最も簡便かつ直接的である。一

般的な LCRメータやインピーダンスアナライザは，被測定素子に

流す交流電流は最大で数 10～数 100 mA 程度，測定可能な素子電

圧は数 V程度なので，通常は小振幅励磁による μiや μdiffのみ測定可能である。ただし数～数 10 A程度の直流バイアス電流を

流せる機種があるので，そのような装置を用いれば直流電流重畳特性は広範囲にわたって測定することが可能である。磁心の

特性だけを評価したい場合，まず十分大きな直流バイアス電流を流して磁心を飽和させ，コイルだけのインダクタンスを測定

し，次に磁心が非飽和状態でのインダクタンスを測定してそこからコイルのインダクタンスを引くことにより，磁心の寄与を

分離することができる。 

図 2.1.4.8に示されるように磁心が閉磁路を形成する場合は，ND = 0となるので，インダクタンスの磁心の寄与分を Lとした

場合，以下の式から材料本来の透磁率 μを見積もることが可能である。 

𝜇 =
𝐿𝑙

𝑁2𝑆
 (2.1.4.6) 

この方法は原理的には簡便ではあるが，励磁コイルと検出コイルが共通なので，コイルの巻線端子で観測される電圧には，

磁束変化に伴う起電圧だけでなく巻線の抵抗成分に起因する電圧が加わり，そのため鉄損と銅損の分離が難しく，測定精度に

限界がある。また上述した通り通常の LCR メータやインピーダンスアナライザは小振幅の交流信号しか扱えず，大振幅励磁

の測定を行うには大出力の高周波アンプを備えたカスタムの測定装置を構築する必要があり，必ずしも安価，簡便にはならな

い。高精度，大振幅励磁で磁心の動特性を評価する場合は，2 コイル法の方が有利なことが多い。一方 2 コイル法では巻線間

容量の影響が高周波で顕在化するため，10 MHz以上では 1コイル法の方が有利なことが多い。 

（７）インダクティブ法 2 

もう一つのインダクティブ法は，図2.1.4.9に示すように，

短絡終端された同軸形状の治具を用いる(14)。治具の先端に

トロイダル形状の試料を挿入したときとしないときのインピ

ーダンスを測定し，その差分から以下の式を用いて試料の透

磁率 μを見積もる。 

𝜇 =
(𝑍m − 𝑍sm)2𝜋

𝑗𝜔ℎ ln(𝑐 𝑏⁄ )
+ 1 (2.1.4.7) 

本測定手法は，基本的にトロイダル磁心に 1ターンだけ巻線

を施した 1コイル法であるが，短絡終端された同軸伝送路の先端を，有限の透磁率を持つ媒体で満たした系として考えること

もできる。短絡終端面では，電界はゼロで，一方磁界は最大となり，その分布は簡単な電磁界理論に従うため，媒体の透磁率

を高精度で算出することができる。式(2.1.4.7)の分母に自然対数が入っているのは，試料の内径と外形が大きく違う場合，そ

の中心を通る導体が発生する磁界は中心から動径方向の距離に反比例するので，その分布を試料の内径から外形にかけて積分

したためである。内径と外形が近い，つまり試料幅が細く，磁界強度が一定とみなせる極限では，式(2.1.4.7)は式(2.1.4.6)に

収束する。また試料がトロイダル形状のため，ND = 0となることから，反磁界の影響を排除し，試料本来の μを高精度で測定

できる利点がある。測定帯域は試料のサイズにもよるが，通常の組み合わせであるインピーダンスアナライザを用いた場合最

大で 1 GHz，ベクトルネットワークアナライザと組み合わせ，高次モードが立たないように治具を小型化すれば，原理的には

ミリ波帯の非常に高い周波数まで測定可能である。 

ただし，巻線数が 1 ターンであること，ベースとなるインピーダンスアナライザの出力が 50 Ω 負荷に対して最大で 1 dBm 

（1.3 mW）と小さいことから小振幅励磁による μiのみ測定可能であり，DC 電流重畳特性の測定も不可能である。また巻線数

 

図 2.1.4.8 インダクティブ法 1の原理図(13) 

  

巻 

 

図 2.1.4.9 インダクティブ法 2の治具構造(14) 

μ 複素透磁率
Zm トロイダルコアが入っているときの
測定インピーダンス

Zsmトロイダルコアが入っていないときの
測定インピーダンス

h 試料の高さ
c 試料の外形
b 試料の内径
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が少ないため，低 μ，薄い試料，低周波といった，インピーダ

ンスが低くなるような条件では，測定精度が大幅に低下する

などの問題がある。 

（８）交流磁化率測定法 

本項冒頭で述べた通り，磁性材料は本質的に非線形な振る

舞いを示すため，その動的な磁化応答は，実際の動作条件で

測定する必要がある。試料がトロイダル磁心であれば（２）2

コイル法あるいは（６）インダクティブ法 1を用いて，実際の

回路と同条件で測定を行うことにより，目的を達成できる。

しかしながらこれは磁性材料を，実際のパワエレ回路で用い

られる部品形状にまで仕上げる必要があることを意味してお

り，材料開発におけるフィードバックが遅くなるという問題

がある。材料レベルで実際の動作に近い条件で測定をするこ

とができれば，フィードバックが早くなるという利点がある

ため，その目的のため現在開発中なのが，本項で紹介する交

流磁化率測定法(15)(16)である。本測定法はまだ開発中であり市

販されていないため，本項において他の手法より詳しく解説

する。 

磁気測定を行う際，励磁用のコイルが生み出す磁界𝐻 = 𝑛𝐼

は，単位長さあたりのコイルの巻数𝑁と励磁電流𝑖に比例す

る。一方，コイルにかかる電圧𝑣L = 2𝜋𝑓s𝐿𝑖は，動作周波数

𝑓s，インダクタンス𝐿，そして𝑖に比例する。𝐿は励磁コイルの

体積と𝑁2に比例することから，磁界振幅一定の条件では，周

波数の上昇に伴い動作電圧は，容易に非現実的な値になって

しまう。実際に，軟磁性特性評価のために現在広く用いられ

ている 2 コイル法による測定（B-H アナライザ）では，測定

周波数の上昇に伴い飽和に足る大きな磁界を印加することは

困難になってきている。そこで本測定法では，たとえば数 MHzの高周波領

域において十分に大きな交流磁界を印加して磁性体の磁気的な応答を評価

可能な装置として，従来の B-H 測定法に代わる m-H測定法の開発を行って

いる。高周波化に伴う動作電圧上昇を抑えるために，励磁コイルをなるべ

く小さくし，さらにトロイダル形状の試料を直径 1 mm程度の球状試料に置

き換えて磁束密度 B ではなく磁気モーメント m を測定する設計になってい

る。 

図 2.1.4.10 に本装置の概略，図 2.1.4.11に励磁コイルの外観写真を示す。

装置の基本的な構成は，(i)励磁用コイルと電源，(ii)ピックアップ機構，

(iii)計測系からなる。以下にそれぞれについて説明する。 

前述の通り，励磁コイルにかかる電圧を抑制するため，コイルそのもの

を小さくする。そして，励磁用の電源電圧を抑えるためにコイルとコンデ

ンサを直列に接続し，LC 直列共振回路とした。さらに，大電流を印加して

も適切な電圧に抑えるため，励磁コイル１ターンごとに１個の共振用コン

デンサを挟んだ多段 LC共振回路にしている。１ターンのコイルをフレキシ

ブルプリント基板上に作製したものを張り合わせ，レイヤー間に適切なコ

ンデンサを挟んでいる。コイルの内径は 3.1 mm，長さは 7.3 mmで，巻数は

60である。この励磁コイルを GaNのインバータで駆動する。最大電流𝑖=52 

Aにおいて，中心部での磁界振幅は，𝜇0𝐻 = 0.49 Tとなる。 

ピックアップには，右巻き，左巻きそれぞれ 1 ターンにした 1 次微分形

のコイルを用いる。試料を片側のコイル中心に置くことで，励磁コイルが

作る交流磁界に起因した磁束の時間変化に伴う電圧信号がキャンセルさ

れ，試料そのものの磁束の変化（磁気モーメントの変化）に比例した電圧

 

図 2.1.4.11 励磁コイルの外観 

(a) (b)

    

     

  

  層積層

層   コンデン 

 

 

図 2.1.4.12  直径 0.5 mmの YIG球を 3.7MHzの

交流磁界下で測定した結果。（上）

励磁電流とピックアップコイルに生

じた電圧波形，（下）本測定手法

（青）と VSM（黄）によって得られ

た試料の M-Hループの比較 

 

図 2.1.4.10 交流磁化率測定装置の概略 
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信号のみが検出可能となる。 

励磁磁界は，コイルに流れる電流をモニターし，試料の磁気モーメントについては，ピックアップコイルに生じる電圧をオ

シロスコープで記録する。測定の一例として，直径 0.5 mmの YIG球を 3.7 MHzの交流磁界下で測定した結果を図 2.1.4.12に

示す。上図に青線で示されるピックアップコイル信号を積分することで磁束（∝試料磁気モーメント）に変換する。これを電

流信号（磁界）に対して磁束（磁気モーメント）をプロットすると下図になる。YIGが理想的な絶縁性軟磁性体であることか

ら，その飽和磁化と飽和磁界を用いて縦軸，横軸を較正している。比較のために振動試料型磁力計で測定した磁化曲線も示し

た。両者が良い一致を示していることがわかる。交流の磁化曲線は，多少ノイズが目立つがこれについては今後改善する必要

がある。電磁石のギャップにこの装置を設置することにより，容易に直流磁界を重畳した状態での交流磁化過程，いわゆるマ

イナーループの測定が可能である。尚，試料形状が球体であれば，磁束密度𝐵は印加磁界𝐻exと𝐵 = 𝜇0 (𝐻ex +
2

3
𝑀)の関係とな

ることから，２コイル法で得られた実験結果と比較が可能である。今後の本測定法の開発においては，ノイズの低減ととも

に，各種パワエレ用軟磁性材料のマイナーループ測定及び鉄損評価が進められる見込みである。  ［田丸慎吾，柳原英人］ 

 

1.4.3 鉄損計測の基本と課題 

本節では，一般的な B-H 計測（鉄損測定）手法に関して述べる。B-H 計測の代表的な手法として，1.3.1 節でも説明されて

いる 2 コイル法(17)(18)がある。2 コイル法の回路図を図 2.1.4.13 に示す。図中の赤線は測定対象（Core Under Test : CUT）を表

し，図 2.1.4.14 (a)に示すような 2巻線を施したトロイダル磁心が一般的に使用される。ここで，1次巻線が励磁コイル（橙），

2次巻線は検知コイル（青）と呼ばれる。図 2.1.4.14 (b)に示すような 2巻線を施した EI, EEコアのような形状の磁心も使用さ

れる場合があるが，磁束が形成される磁路に空隙を設ける場合には，CUT や測定条件によっては 2 巻線間の結合が 100%とな

らない場合があることに留意したい。2巻線間の結合係数による測定精度に関しては，後述する。 

2コイル法では，励磁コイルに電流を流した場合，アンペールの法則により，CUT中に以下の磁界 Hmが励磁される。 

𝐻𝑚 =
𝑁1𝑖1

𝑙
 (2.1.4.7)  

ここで，N1, lはそれぞれ 1次巻線の巻数，磁路長である。一方，磁束密度の振幅 Bmは検知コイルで誘起される開放電圧 v2を

用いて，以下の式で得られる。 

𝐵𝑚 =
1

2𝑁2𝑆
∫ 𝑣2𝑑𝑡

𝑇/2

0

 (2.1.4.8)  

ここで，N2, S, Tはそれぞれ 2次巻線の巻数，CUTの磁路断面積，1周期の時間である。鉄損は，図 2.1.4.1 に示す磁化曲線の

面積として定義されるため，鉄損は以下の式で計算される。 

𝑃𝑐𝑣 =
1

𝑇
∫𝐻𝑑𝐵
𝑐

=
1

𝑇𝑆𝑙

𝑁1

𝑁2
∫ 𝑖1𝑣2𝑑𝑡

𝑇

0

 (2.1.4.9)  

この式より，鉄損は励磁コイルに印加する電流 i1と検知コイルで検出する開放電圧 v2の１周期の積分により求められることが

わかる。 

2コイル法の測定感度に関して考える。ここでは，励磁電流 i1と検出される開放電圧 v2が正弦波であると仮定する。その場

合，式(2.1.4.9)の鉄損は以下の式で書くことができる。 

𝑃𝑐𝑣 =
1

𝑇𝑆𝑙

𝑁1

𝑁2
𝑖1
𝑟𝑚𝑠𝑣2

𝑟𝑚𝑠 cos 𝜃 (2.1.4.10)  

ここで，i1
rms, v2

rmsは，それぞれ励磁電流，開放電圧の実効値であり， は i1と v2の位相差である。式(2.1.4.10)の変分を考える

図 2.1.4.13 2コイル法の回路図 

(a) トロイダル磁心            (b) EI磁心 

図 2.1.4.14 CUTの例 
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と， 

𝑃𝑐𝑣 + 𝜕𝑃𝑐𝑣  = 𝑃𝑐𝑣 (1 +
𝜕𝑖1

𝑟𝑚𝑠

𝑖1
𝑟𝑚𝑠 +

𝜕𝑣2
𝑟𝑚𝑠

𝑣2
𝑟𝑚𝑠 − tan𝜃 𝜕𝜃) = 𝑃𝑐𝑣 + Δ𝑃𝑐𝑣(Δ𝑖1) + Δ𝑃𝑐𝑣(Δ𝑣2) + Δ𝑃𝑐𝑣(Δ𝜃) (2.1.4.11) 

となる。ここで，i1 v2が非常に小さいとすると測定感度は tan に依存することがわかる。図 2.1.4.15に の 依存性を示す

が，測定感度が tan に依存するため， が degに近いとき，わずかな のずれが大きな測定誤差を引き起こすことが確認で

きる。すなわち，CUT の励磁リアクタンスが損失成分と比べて極端に大きい，低力率の状態では測定誤差が発生しやすくな

る。励磁リアクタンスは周波数に比例して増加するため，数百 kHz以上の高周波測定や，近年開発が進んでいる低損失軟磁性

材料の測定では低力率状態となりやすく，大きな測定誤差が生じやすくなる。 

また，その他の鉄損測定の共通の課題として，確立された校正・較正法や標準試料が存在しないことが挙げられる。また，

2 巻線間の結合係数が 100%であることが前提であるため，低透磁率の軟磁性材料や EI, EE コア等の空隙がある磁心を使用し

た場合に高精度に損失測定ができない場合がある。これらの解決法に関しては，1.4.4項において説明を行う。 

 

1.4.4 鉄損計測法① ― 共振法（キャパシティブキャンセル法）― 

(１) 鉄損計測法の概要 

磁性材料の鉄損計測法は IEC 62044-3 において digitizing 法，cross-power 法，calorimetric 法などが規定されている(19)。

digitizing法は瞬時電力の積分により損失を算出する方法，cross-power法は電圧と電流に相当する測定値を高速フーリエ変換し

損失を算出する方法，calorimetric法はコア損失による温度上昇を測定し，既知の発熱抵抗と比較することで損失を算出する方

法である。市販測定器の B-H アナライザ（IWATSU SY-8218 等）では，cross-power 法が採用されている。被測定対象とする

CUT を用いて変圧器を構成し，1 次側巻線の励磁電流𝑖1および 2 次側巻線の誘起電圧𝑣2を時間領域波形として取り込んだのち

周波数スペクトルに変換し，位相誤差のない積分処理，電流検出抵抗の振幅・位相誤差の補償を周波数領域で行って鉄損を算

出している。ただし，𝑖1と𝑣2の位相差が 90˚に近い低力率・低鉄損材料を対象とした鉄損計測においては，わずかな測定位相

誤差でも鉄損評価精度に及ぼす影響は顕著となるため，特に MHz 以上の高周波数帯における鉄損の高精度評価には依然課題

がある(20)。本項では，この課題に対応する鉄損計測手法の例として，共振法（キャパシティブキャンセル法）について述

べ，次項ではインダクティブキャンセル法について述べる。 

(２) 共振法の基本 

前項における 2コイル法の測定誤差を低減する目的として，共振法が提案されている(21)(22)。この方法は，図 2.1.4.16に示す

ような CUTと直列にキャパシタ Crを接続することで鉄損測定を行う。この

とき，鉄損は， 

𝑃𝑐𝑣 =
1

𝑇𝑆𝑙

𝑁1

𝑁2
∫ 𝑖1𝑣3𝑑𝑡

𝑇

0

 (2.1.4.12)  

で求めることができる。この測定法においては，開放電圧 v3 を参照するた

め，式(2.1.4.12)における は i1と v3の位相差となる。ここで，測定周波数

が CUTのインダクタンスと Crが共振しているとすると，i1と v3の位相差は

零となる。そのため，図 2.1.4.15における は位相差 0 deg.付近を参照すれ

ば良く，測定感度が著しく向上する。このため，共振法は低透磁率材料や

高周波測定に適した方法である。 

一方で，共振法によりによる測定感度は限りなく小さくすることが期

(a) 0 ≦  ≦ 90deg. (b) 85 ≦  ≦ 90deg 

図 2.1.4.15   の 依存性 

図 2.1.4.16 共振法の回路図 
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待できるが，キャパシタの ESR や測定治具の寄生抵抗の影響を受け

る。そのため，ESR の小さいキャパシタを選択し，寄生抵抗を極力抑

えた測定治具を作成することが重要となる。しかし，それでも鉄損推

定において誤差要因の影響は完全に排除できない。そこで，鉄損測定

システムにおける誤差要因の影響を確認するために，R0 プロットと呼

ばれる較正手法が提案されている(23)(24)。この方法では，まず 2 コイル

法や共振法で測定された鉄損 Pcv から実効的な抵抗値 Rc=Pcv/i1
rms2 を算

出し，以下の抵抗値を外挿により求める。 

𝑅0 = lim
𝑖1→0

𝑃𝑐

𝑖1
𝑟𝑚𝑠2 (2.1.4.13)  

この R0は，励磁電流 i1の微小極限における実効抵抗であり，鉄損に由

来する抵抗，キャパシタの ESR や測定治具の寄生抵抗が含まれてい

る。その後は，インピーダンスアナライザやネットワークアナライザ

（Vector Network Analyzer : VNA）で測定される CUTの抵抗値 RVNAと R0

を比較する。ただし，VNA を使用した方法の場合，巻線の抵抗値が含

まれるため，巻線の影響を取り除く必要がある。そのため，CUT と同

形状かつ同巻線の非磁性トロイダル磁心を用意し，その抵抗値を差し

引くことで RVNA を算出する。最終的には，R0 と RVNA を比較すること

で，誤差成分が含まれているか確認を行う。この方法において，R0 と

RVNA が一致した場合，微小極限における共通項である鉄損が一致して

いることとなるため，誤差要因を無視できることとなる。一方で，差

があった場合においては，キャパシタの ESR や測定治具等の寄生抵抗

が測定系に載っていることとなるため，改善が必要であることが確認

できる。 

(３) 測定例 

本較正手法を適用した例を示す。試料は，比透磁率 30 のセンダスト

圧粉磁心材料とし，測定に使用した CUT サンプルを図 2.1.4.17 に示

す。磁心の外径，内径，厚みはそれぞれ 13 mm，8 mm，1 mm とし，

巻線の種類が違う 4 種類のサンプルを準備した。これら磁心サンプル

を用いた場合の低磁束密度領域における共振法における実効抵抗 Rcの

曲線を図 2.1.4.18に示す。今回，R0への外挿は線形近似としている。図

2.1.4.19 に VNA により測定された RVNAと R0の比較を示す。図より，

VNA で測定された RVNAと R0がよく一致していることが確認できる。

これより，本鉄損測定システムにおいて，ESR や測定治具の影響を無

視できることが確認できる。また，この方法の利点は，較正手法が確

立しているインピーダンスアナライザや VNAの測定と比較することに

より誤差要因を推定可能であることにある。そのため，一般的な鉄損

測定における較正手法として用いることができる。 

(４) 2巻線間の結合に関する補正 

最後に，CUT の 2 巻線間の結合について述べる。共振法を含む 2 コ

イル法ベースの測定手法では，2 巻線間の結合は極めて重要な因子である。鉄損計算に用いる式(2.1.4.9)は，漏れ磁束が存在

せず，全ての磁束が検知コイルに鎖交する，すなわち 2 巻線間の結合が 100%であることを前提としている。しかし，高周波

領域での利用が増えている低透磁率材料では，漏れ磁束の影響が無視できなくなる。この場合，漏れ磁束を低減する手段とし

て巻線数を増やすことが考えられるが，その結果として巻線間の寄生キャパシタンスが増加し，共振周波数が低下して測定可

能範囲が制限されるという課題が生じる。 

図 2.1.4.17 に示す結合の異なるサンプルを用いて，鉄損測定を行った。損失測定には，巻線が 4 種類のものを使用している

が，その結合係数の周波数特性を図 2.1.4.20 に示す。4 種類の磁心において，75%～100%程度の結合係数になっていることが

わかる。一方で，先に述べた結合係数が高い磁心においては共振周波数が低周波領域にあることが確認できる。これらの磁心

を用いて，鉄損測定を行った結果を図 2.1.4.21に示す。ここで，図中の結果は磁束密度の励磁振幅が Bm = 10 mT時の測定結果

である。これより，結合違いのサンプルにより，鉄損値が大きく異なっていることが確認できる。特に結合が 75%の（d）に

 

(a)          (b)            (c).          (d) 

図 2.1.4.17 測定サンプル (a)18turnx2, (b) 8turnx4, 

(c) 5turnx6, (d) 3turnx1 

   

図 2.1.4.18 実効抵抗 Rcと外挿値 R0 

 

図 2.1.4.19 R0と RVNAの比較 

 

図 2.1.4.20 結合の周波数特性 
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おいては，大きく過小評価されていることが確認できる。次に図 2.1.4.22

に Bm = 0.25 mTにおける鉄損測定時に得られた実効透磁率の周波数特性を

示す。ここで，実効透磁率は鉄損測定で得られる式(2.1.4.7), 式(2.1.4.8)

を用いて，eff  = Bm/0Hm で計算された。また，図中の黒線はトランスミ

ッションライン法(25)で得られた比透磁率の実部の周波数特性である。微

小励磁極限において，黒線と各比透磁率曲線は一致するはずであるが，

一致していないことが確認できる。 

これらの結果の妥当性を検証するために，電磁界シミュレーションに

よる解析を行った。図 2.1.4.23 に（a）と（d）のサンプルを模擬した磁束

密度のベクトル分布を示す。これより，サンプル（a）においては磁束密

度が一様にコア中を通過していることが確認できる。一方で，サンプル

（d）の場合，一様に磁束がコア中を鎖交しておらず，特に励磁コイル周

辺で磁束線の磁路を形成していることが確認できる。これは，式(2.1.4.7)

中の磁路長 lが実際は実効的に短くなっていることを示唆している。これ

より，図 2.1.4.22の実効透磁率は， 

𝜇𝑒𝑓𝑓 =
𝐵𝑚

𝜇0𝐻𝑚
=

𝑙

2𝑁1𝑁2𝑖1𝑆
∫ 𝑣2𝑑𝑡

𝑇/2

0

 (2.1.4.14)  

で計算されているが，lは実効的な磁路長 leffよりも大きいため，実効透磁

率が過大評価されたことがわかる。一方で，鉄損においては，式(2.1.4.7)

中の lが大きいため，Bm = 10 mTにするための電流値が足りておらず，鉄

損が過小評価されている。これより，2 巻線間の結合が不十分な場合にお

いて，鉄損測定が精度良く行うことができないことがわかる。 

一方で，実効的な磁路長と実際の磁路長の比は補正係数として用いる

ことができる。上記の議論より，これらの比は実効的な透磁率と透磁率

の真値r.v.の比で求めることができる。 

Δ =
𝑙𝑒𝑓𝑓

𝑙
=

𝜇𝑒𝑓𝑓

𝜇𝑟.𝑣.
 (2.1.4.15)  

例えば，r.v.は図 2.1.4.22 で示すトランスミッション法で求めた透磁率を

用いることができる。最終的にこの比を用いて，Bmまたは，Hmを以下の

ように補正することが可能となる。 

𝐵𝑐𝑜𝑟 =
1

Δ
𝐵𝑚  𝑜𝑟 𝐻𝑐𝑜𝑟 = Δ𝐻𝑚 (2.1.4.16)  

図 2.1.4.24 に補正係数を用いて，図 2.1.4.21 を補正した結果を示す。式

(2.1.4.16)により補正を行うことにより，同一線上に載っていることが確

認でき，補正が正しく行えていることがわかる。 

本項で論じた較正法や補正法は，共振法に限らず，一般的な 2コイル法

をベースとした全ての方法に適用可能である。そのため，低周波領域や

高透磁率の軟磁性材料の鉄損測定においても，適用することで同様の課

題の解決が期待できる。                ［佐藤佑樹］ 

 

1.4.5 鉄損計測法② ―インダクティブキャンセル法― 

(１) インダクティブキャンセル法の基本 

インダクティブキャンセル法は，図 2.1.4.25(a)に示すように CUT に対

し十分損失の小さい逆相の変圧器を 1次側および 2次側それぞれに直列接

続した構成とし，各々の励磁インダクタンス分を相殺させることで，鉄

損抵抗のみで生じる 2 次側誘起電圧を鉄損計算に用いる(28)。共振法はそ

の原理上，正弦波励磁のみに適用が限定される(26)のに対し，インダクテ

ィブキャンセル法は任意の励磁条件で鉄損測定を行うことができ，電力

変換回路における変圧器・インダクタの励磁条件を模擬した鉄損評価に

 

図 2.1.4.21 結合違いサンプルにおける鉄損測定結果 

 

図 2.1.4.22 鉄損測定時に得られた実効透磁率の

周波数特性 

 

(a) サンプル(a)  

 

(b) サンプル(d) 

図 2.1.4.23 鉄損測定時の磁束密度分布 

 

図 2.1.4.24 補正係数を用いた損失測定結果 
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も応用可能である。 

以下の説明では，CUT および追加した低損失変圧器の巻数比は，それぞれ 1:1 として考える。図 2.1.4.25(a)のように鉄損抵

抗𝑅および励磁インダクタンス 𝐿 をおいた場合，CUTの一次側インピーダンス𝑍は次のように表される。 

 (2.1.4.17)＿ 

よって，2次側巻線の誘起電圧 𝑣2，および 𝑣2 と 𝑖𝑅 の位相差 𝜑2 について，以下のような関係が成り立つ。 

 (2.1.4.18)＿ 

 (2.1.4.19)＿ 

一方，追加した低損失変圧器における誘起電圧  𝑣3  は，𝑣3 = 𝑗𝜔𝐿𝑥𝑖𝑅と表すことができる。よって，キャンセル電圧𝑣2 −

𝑣3(= 𝑣)は以下のように表される。 

 (2.1.4.20)＿ 

キャンセル電圧および励磁電流 𝑖R(𝑡) = 𝐼 sin𝜔𝑡 を用いて鉄損 𝑃 を表現すると，次のようになる。 

 (2.1.4.21)＿ 

また低損失変圧器のインダクタンス 𝐿𝑥  について，完全キャンセルとなる条件は式(2.1.4.15)で表される𝑣2の虚部と𝑣3が等し

くなる場合であり，このとき次の関係が成り立つ。 

 (2.1.4.22)＿ 

𝑣 と 𝑖𝑅 の位相差を 𝜑3 とすると， 

 (2.1.4.23)＿ 

図 2.1.4.25(b)は，式(2.1.4.23)に基づいて 𝜑2 をパラメータとしたインダクタンスの補償率 
𝐿𝑥

𝐿0
 に対する 𝜑3 の特性をプロッ

トしたものである。検出位相誤差 𝛥𝜑 を用いて 𝑃 の誤差率を表すと， 

 (2.1.4.24)＿ 

𝑍 =
𝜔2𝐿2𝑅 + 𝑗𝜔𝐿𝑅2

𝑅2 + 𝜔2𝐿2  

𝑣2 = 𝑍𝑖𝑅 =
𝜔2𝐿2𝑅 + 𝑗𝜔𝐿𝑅2

𝑅2 + 𝜔2𝐿2
𝑖𝑅 

tan𝜑2 =
𝑅

𝜔𝐿
 

𝑣2 − 𝑣3 =
1

𝑅2 + 𝜔2𝐿2
{𝜔2𝐿2𝑅 + 𝑗[𝜔𝐿𝑅2 − 𝜔𝐿𝑥(𝑅

2 + 𝜔2𝐿2)]}𝑖𝑅 

𝑃 = 𝐼2
𝑅𝜔𝐿

√𝑅2 + 𝜔2𝐿2

cos 𝜑2

2
 

𝐿𝑥 =
𝐿𝑅2

𝑅2 + 𝜔2𝐿2 ≡ 𝐿0 

tan 𝜑3 =
𝑅

𝜔𝐿
{1 −

𝐿𝑥

𝐿0
} = tan𝜑2 {1 −

𝐿𝑥

𝐿0
} 

|
Δ𝑃

𝑃
| = |tan𝜑3 Δ𝜑| = |tan 𝜑2 {1 −

𝐿𝑥

𝐿0
} Δ𝜑| 

    
(a) Equivalent circuit of inductive cancel method          (b) Relationship between 𝜑3 and normalized inductance 

図 2.1.4.25 インダクティブキャンセル法の基本構成および測定精度 
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となる。この結果から，𝛥𝜑 = 1˚未満と考えた場合に 𝜑2 = 89˚ 

を示す CUTにおける鉄損の測定誤差を 10 %以内に抑えるため

には，インダクタンスの補償率は の範囲

に収まるような 𝐿𝑥 とする必要があることが分かる(29)。 

(２) インダクティブキャンセル法による測定例 

以下ではインダクティブキャンセル法に基づく実測評価例と

して，CUT に対して異なる励磁インダクタンスを有する複数

の空心変圧器（Type 1, 2, 3）を適用した場合について鉄損算出

結果を紹介する(30)。ディジタルオシロスコープを用いて 1次側

励磁電流 𝑖R，2 次側誘起電圧 𝑣2，および空心変圧器の 2 次巻

線を含む 2 次側全体電圧（キャンセル電圧）𝑣の各時間応答を

測定し，鉄損計算を行う。図 2.1.4.26は，周波数 1 MHz，最大

磁束密度 Bm= 10 mTの励磁条件において得られた，𝑖R，𝑣2，お

よび𝑣の時間波形である。空心変圧器の励磁インダクタンスが

完全キャンセル条件にほぼ等しくなる（Type 2）とき，𝑣の振

幅は小さくかつ 𝑖R  との位相差は 90˚より小さくなる。この条

件より空心変圧器の励磁インダクタンスが小さい（Type 1）

と，𝑣は𝑣2と同相となる。反対に，空心変圧器の励磁インダク

タンスが大きすぎる（Type 3）と，𝑣は𝑣2と逆相となる。低力

率 CUT の場合，完全キャンセル条件からの乖離が大きい場合

は，いずれも 𝑖R  と 𝑣  の位相差の絶対値がほぼ 90˚ となるこ

とが結果から読み取れる。 

図 2.1.4.28 は，1 MHz，Bm= 10 mT の励磁条件下でインダク

ティブキャンセル法に基づく鉄損測定系において得られる B-H

曲線および鉄損評価結果を示したものである(30)。励磁電流と

CUT の 2 次側誘起電圧をもとに求められる B-H 曲線（図

2.1.4.27(a)）は，2 巻線法で得られる CUT の B-H 特性に対応

し，適用する空心変圧器の特性には依存しない。一方，励磁電

流とキャンセル電圧から描いた B-H 曲線（図 2.1.4.27(b)）は

CUT の B-H 特性そのものではないが，鉄損は励磁電流とキャ

ンセル電圧を用いて求められる。CUT の励磁インダクタンス𝐿に対し，空心変圧器の励磁インダクタンス 𝐿𝑥 が小さい，つま

り𝐿𝑥 < 𝐿  (Type 1) の場合，キャンセル不足のため右肩上がりのループとなるのに対し，𝐿𝑥 > 𝐿  (Type 3) の場合はキャンセ

ル過剰のため右肩下がりのループとなっている。𝐿𝑥 ≈ 𝐿 (Type 2) の完全キャンセル条件に近い場合，ほぼ真横に寝かせたよ

うな形状となる。これは鉄損の影響のみで生じるキャンセル電圧の振幅が小さいことと対応している。図 2.1.4.27(c)は，イン

ダクティブキャンセル法に基づき求めた CUTの鉄損測定値である。比較のため，B-Hアナライザ（IWATSU SY-8218）を用い

0.89 ≤
𝐿𝑥

𝐿0
≤ 1.11 

  
(a) Reference air-core: Type 1 (Lx < L) 

  
(b) Reference air-core: Type 2 (Lx ≈ L) 

 
(c) Reference air-core: Type 3 (Lx > L) 

図 2.1.4.26 インダクティブキャンセル法における 
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(a) B-H curve (2-winding method)      (b) B-H curve (inductive cancel method)                 (c) Iron loss evaluation results 

図 2.1.4.27 インダクティブキャンセル法に基づく鉄損評価結果 

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

-400-300-200-100 0 100 200 300 400

B
[m

T
]

H [A/m]

Air-core Type1
Air-core Type2
Air-core Type3

iR-v2

(2-winding method)

1 MHz 

Bm= 10 mT

Fe-Ni-Mo
-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

-400-300-200-100 0 100 200 300 400

B
[m

T
]

H [A/m]

Air-core Type1
Air-core Type2
Air-core Type3

iR-v
(L-cancel method)

0

100

200

300

400

500

0 500 1000 1500

P
C

[k
W

/m
3
]

Refernce air-core inductance [nH]

L-cancel
1 MHz, Bm= 10 mT

Fe-Ni-Mo

B-H analyzer (147.9 kW/m3)

Air-core

Type1

Air-core

Type2

Air-core

Type3



２章 受動素子から見たパワエレ 

 

121 

て得られた鉄損測定値をあわせて示している。インダクティブキャンセル法に基づく鉄損測定においては，適用する空心変圧

器に依存して鉄損測定値も異なっており，1 次側励磁電流と鉄損分のみで生じる 2 次側誘起電圧の位相差がほぼ 0˚となる完全

キャンセル条件にできるだけ近い空心変圧器の設計・適用が重要であることを示唆する結果といえる。 

(３) 部分キャンセル法 

以上で述べたような，インダクティブキャンセル法に基づく鉄損計算における追加変圧器の特性依存性を緩和する手法とし

て，励磁電流測定において位相摂動を与えて求められる修正係数を導入して鉄損を求める部分キャンセル法がある(27)。部分

キャンセル法に基づく鉄損測定系の基本構成を図 2.1.4.28 に示す。インダクティブキャンセル法と同様，ディジタルオシロス

コープを用いて 1次側励磁電流 ，CUTの 2次側誘起電圧 𝑣2 および空心変圧器の 2次側誘起電圧𝑣3の各時間応答

を測定し，鉄損計算を行う。𝑖R  と 𝑣2  の位相差を𝜑2とし， と

おく。それぞれの真値に対し，測定位相誤差 ∆𝜑R，∆𝜑2，∆𝜑3 を考慮した測定値 𝑖R′，𝑣2′，𝑣3′ は以下のように表される。 

 (2.1.4.25)＿ 

 (2.1.4.26)＿ 

 (2.1.4.27)＿ 

CUTの鉄損真値𝑃core，鉄損測定誤差∆𝑃core，空心変圧器の鉄損真値𝑃core = 0，損失測定誤差∆𝑃airとする。 

 (2.1.4.28)＿ 

 (2.1.4.29)＿ 

ここで，修正係数𝑘を以下のように定義する。 

 (2.1.4.30)＿ 

式(2.1.4.30)は測定位相誤差 ∆𝜑R，∆𝜑2，∆𝜑3 に依存する。ただし，∆𝜑2 = ∆𝜑3 とするとき 

 (2.1.4.31)＿ 

となって，いずれの測定位相誤差にも依存せず𝑘を一定値と定義できる。実測において ∆𝜑2 = ∆𝜑3  を実現させるためには，

特性の揃った同一型番の電圧プローブを 2次側誘起電圧測定に適用する必要がある。 

𝑃core は式(2.1.4.28)，式(2.1.4.29)，および式(2.1.4.31)より，次のように表される。 

 (2.1.4.32)＿ 

ここで，𝑣R
′  に位相摂動 ∆𝜑R

′′  を与えて新たに 𝑣R
′′  を得るとする。このとき ∆𝑃core，∆𝑃air  はそれぞれ ∆𝑃core

′′，∆𝑃air
′′  で

表されるが，修正係数は一定  である。 

𝑖R (=
𝑣R

𝑅ref
) 

𝑖R =
𝑉R

𝑅ref
sin𝜔𝑡，𝑣2 = 𝑉2 sin(𝜔𝑡 + 𝜑2)，𝑣3 = 𝑉3 sin (𝜔𝑡 +

𝜋

2
) 

𝑖R
′ =

𝑉R

𝑅ref
sin(𝜔𝑡 + ∆𝜑R) 

𝑣2
′ = 𝑉2 sin(𝜔𝑡 + 𝜑2 + ∆𝜑2) 

𝑣3
′ = 𝑉3 sin (𝜔𝑡 +

𝜋

2
+ ∆𝜑3) 

𝑃core + ∆𝑃core =
𝑓

𝑅ref
∫ 𝑣2

′𝑣R
′𝑑𝑡

𝑇

0

≅
𝑉2𝐼R
2

cos𝜑2 +
𝑉2𝐼R
2

(∆𝜑R − ∆𝜑2) sin𝜑2 

∆𝑃air =
𝑓

𝑅ref
∫ 𝑣3

′𝑣R
′𝑑𝑡

𝑇

0

≅
𝑉3𝐼R
2

(∆𝜑R − ∆𝜑3) 

𝑘 ≡
∆𝑃air

∆𝑃core
=

𝑉3𝐼R
2

(∆𝜑R − ∆𝜑3)

𝑉2𝐼R
2

(∆𝜑R − ∆𝜑2) sin 𝜑2

 

𝑘 =
𝑉3

𝑉2 sin 𝜑2
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 (2.1.4.33)＿ 

式(2.1.4.32)と式(2.1.4.33)は等しいことから，式(2.1.4.34)によって 𝑘 を表すことができる。 

 (2.1.4.34)＿ 

式(2.1.4.34)から求めた𝑘を式(2.1.4.32)に代入することで，𝑃core が求められる。 

(４) 部分キャンセル法による測定例 

図 2.1.4.29 は，部分キャンセル法に基づく鉄損評価結果の一例である(31)。従来のインダクティブキャンセル法では空心変圧

器のインダクタンスに依存して結果が大きく異なるのに対し，部分キャンセル法では励磁電流測定において位相摂動を与えて

求められる修正係数を導入することで，鉄損算出における追加変圧器の特性依存性が緩和され，結果のばらつきが小さい。ま

た，2巻線法と比較して測定系に起因する位相誤差の影響の緩和が可能であるとともに，Cross-power法を適用した B-Hアナラ

イザと同等（差異 10 % 以内）の鉄損測定精度を汎用測定器（オシロスコープ，電圧プローブ）により構築した測定系によっ

ても実現可能と分かる。本稿で説明したインダクティブキャンセル法は，米国・バージニア工科大学の研究グループによって

提案された鉄損測定手法であるが(27)(28)，我が国において電圧・電流プローブの利得‐位相周波数特性評価・補正(32)(33)に基づ

く鉄損測定の高精度化や，直流重畳・三角波励磁条件下におけるインダクタ損失の銅損・鉄損分離評価 (34)等，様々な改良・

応用の検討が報告されており，今後もさらなる発展が期待できる。 

 

1.4.6 直流重畳特性 

(１) 測定の基本的な考え方 

電力変換回路における磁気素子にはパワー半導体デバイスのスイッチング動作に伴って矩形波電圧が印加され，三角波状の

励磁電流が流れる。また，DC-DCコンバータのインダクタには負荷電流が流れるため，磁界強度𝐻は直流が重畳した三角波状

の波形となる。インダクタ電圧の積分値で表される磁束密度𝐵の波形もスイッチング周波数に対応した三角波状となり，正負

対称の励磁波形とならない。このことを 𝐵-𝐻 平面で考えると，図 2.1.4.1で示したようにマイナーループは直流バイアス分が
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 図 2.1.4.28 部分キャンセル法の基本構成       図 2.1.4.29 部分キャンセル法に基づく鉄損評価結果 
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図 2.1.4.30 圧粉磁心の直流重畳特性評価（小信号励磁） 
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含まれた偏った位置に描かれることとなる。また動作点によって磁界強度リプル ∆𝐻  とそれに対応する磁束密度リプル∆𝐵の

比で定義される増分透磁率が変化し，直流バイアス磁界印加時のインダクタンスや損失は正弦波励磁条件と異なるものとな

る。すなわち，励磁周波数，磁束密度リプル，直流バイアス磁界に対する磁気素子損失特性の把握が回路設計において重要で

ある。以下では，小信号および大信号励磁条件における直流重畳時の圧粉磁心の特性評価に関する検討結果を紹介する(35)。 

(２) 小信号励磁条件における測定例 

ここでは初透磁率が 60で同サイズのトロイダルコア 5種（Magnetics社製）を対象に，巻線条件（バイファイラ巻き・巻数

80）を同一にしたサンプルを作成して評価を行った結果を一例として示す。小信号励磁条件におけるインダクタンスの直流重

畳特性評価用測定系の構成を図 2.1.4.30(a)に示す。直流電流は，直流電源からバイアスティ（Bias-Tee）を介して CUT の励磁

巻線に流れる。インダクタのインピーダンス測定用信号はベクトルネットワークアナライザ（VNA）より印加し，1 ポート測

定によりインピーダンスの周波数特性が測定されている。Bias-Tee を用いることで，VNA の測定ポートには直流電流が流れ

ない。5 種の CUT を対象に，インダクタンスの直流重畳特性（直流重畳電流：0～10 A）評価結果が図 2.1.4.30(b)のようにな

る。一般に圧粉材料を用いたインダクタのインダクタンスは，直流重畳電流の大きさに対し緩やかに減少する特性を示す。コ

ア形状・巻線条件が同一のサンプルであるため，印加される直流磁界の大きさは同じであるが，圧粉材料の種類によって異な

る特性を示すことが確認できる。Fe-Niや Fe-Siは，直流重畳電流に対するインダクタンスの減少が Fe-Ni-Moや Fe-Si-Alと比

較して小さい。 

(３) 大信号励磁条件における測定例 

次に，大信号励磁条件における直流重畳特性評価用に構築した測定系の構成が図 2.1.4.31(a)のようになっている。直流電流

の印加方法は小信号励磁（図 2.1.4.30(a)）の場合と同様となっている。シグナルジェネレータ出力を RF パワーアンプにおい

て増幅し，Bias-Tee を介して CUT の 1 次巻線に印加する。ディジタルオシロスコープを用いて 1 次側励磁電流および 2 次側

     
(a) Excitation current and induced voltage 

       
(b) 𝐵-𝐻 characteristics 

 

      (c) DC bias magnetic field dependency of core loss 

図 2.1.4.32 圧粉磁心が示す励磁電流・誘起電圧の時間応答，

B-H特性および鉄損の直流バイアス磁界依存性評
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(b) 𝐵-𝐻 characteristics (CUT: Fe-Ni) 

 
(c) 𝐵-𝐻 characteristics (CUT: Fe-Si-Al) 

図 2.1.4.31 直流バイアス励磁条件における圧粉磁心の𝐵-𝐻特性評価 
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誘起電圧の各時間応答を測定し，𝐵 -𝐻  特性および鉄損評価を行う。ここでは正弦波励磁条件における評価結果を紹介する。

図 2.1.4.31(b)および図 2.1.4.31(c)は，励磁周波数：20 kHz，𝛥𝐵= 200 mTとし，直流重畳電流を 0～5 Aに設定したときの Fe-Ni

および Fe-Si-Al が示す 𝐵-𝐻 特性である。Fe-Ni は直流バイアス磁界が大きくなるにつれてマイナーループが 𝐵-𝐻 平面の右

上へ平行移動していくのに対し，Fe-Si-Al は𝛥𝐵一定の条件で直流バイアス磁界を大きくすると𝛥𝐻も徐々に大きくなり，ルー

プ形状も変化することが分かる。図 2.1.4.32(a)(b)は励磁周波数：20 kHz，𝛥𝐵 = 

200 mT，直流重畳電流：5 A とした場合に Fe-Ni および Fe-Si-Al のサンプルが

示す励磁電流・誘起電圧の時間応答および対応する𝐵 -𝐻特性を示したものであ

る。𝛥𝐵を同一として測定しているため，両サンプルの電圧波形は一致してい

るが，励磁電流振幅は異なっている。また得られた𝐵 -𝐻特性から増分透磁率を

算出すると，Fe-Niが初透磁率の 8割強，Fe-Si-Alが同 6割弱となっている。こ

れらはいずれも図 2.1.4.30(b)に示したインダクタンスの直流重畳特性評価結果

と対応している。また 5種類のCUTが示す鉄損の直流バイアス磁界依存性評価

結果を図 2.1.4.32(c)に示す。磁性材料ごとに直流バイアス磁界に対する鉄損特

性が異なることが確認できる。図 2.1.4.32(c)は励磁周波数：20 kHz，𝛥𝐵 = 200 

mT の場合の評価結果であるが，同一サンプルに対し 𝛥𝐵 を同じにして励磁周

波数を高くすると誘起電圧振幅も周波数に比例して大きくなる。 

さらなる高周波・大振幅かつ高バイアス励磁条件下で鉄損を実測評価するた

めには，バイポーラアンプの電力容量や帯域，高電圧・大電流測定用プローブ

の利得・位相周波数特性など，測定系に起因する種々の制約や特性補正の必要

が生じるため，これらに対応した鉄損実測評価および得られる結果の精度に関

する検証が必要と考えられる。               ［井渕貴章］ 

 

1.4.7 主成分分析による直流重畳特性分析 

文献(36)においては，直流重畳励磁時の鉄損挙動に関して，主成分分析

（Principal Component Analysis：PCA）を用いた詳細な解析が行われている。1

章 1.4.3 項で述べた材料の種類により直流重畳特性が異なる理由を解析したも

のである。 

主成分分析は、多次元データに含まれる情報を、できるだけ損なうことなく

少数の変数で表現するための次元削減手法である。また、4 章 3 節全般でも同

手法を用いた解析を行っているので、合わせて参照されたい。使用した材料の

一覧を表 2.1.4.2に示す。この解析では，(a) 4種類の異なる磁性材料に加え，(b) 

Fe-Ni-Mo 系（Mo-Permalloy）については比初透磁率iの異なる複数の試料が用

いられている。まず，表 2.1.4.2(a)に記載されている各材料について，鉄損測定

を実施した結果を図 2.1.4.33 に示す。横軸は重畳磁界 HB（A/m），縦軸は鉄損

W(J/m³)である。図より，直流バイアス印加に対する鉄損の応答が材料により

大きく異なることが確認できる。たとえば，Fe-Siでは HBの増加に伴い鉄損が

単調に減少するのに対し，Mn-Zn フェライトではわずかな HB においても急激

な損失増加が見られる。Sendust および Mo-Permalloy はその中間的な挙動を示

し，特に Sendust は初期に損失が減少した後，やや増加に転じる傾向が観察さ

れた。 

これらの鉄損挙動の差異を定量的に評価するため，得られた B-H曲線の下降

曲線に対して PCA を適用した（詳細の手法に関しては文献(37)を参考）。図

2.1.4.34には各材料の B-H曲線形状の変化，図 2.1.4.35には抽出された第 1主成

分（PC1：傾き）および第 2 主成分（PC2：曲率）を示す。PC1 は主に B-H 曲

線の傾斜，すなわち有効透磁率に対応し，PC2 は非線形性や飽和の影響を含む

曲率成分を反映している。解析の結果，PC1スコアは全ての材料においてHBの

増加とともに減少し，これは有効透磁率e の低下と一致した挙動を示した。一

方，PC2 スコアは材料により異なる傾向を示し，Mn-Zn フェライトでは顕著な

 

表 2.1.4.2 重畳特性解析に使用した材料 

(a) 4種の異なる材料の CUTs 

 
(b) 比透磁率の異なる CUTs 

 

                

図 2.1.4.33 異なる 4種の材料における重畳

磁界に対する損失特性  

 

図 2.1.4.34 各磁性材料における DCバイアス

磁界印加時の B-H曲線と有効透磁

率の変化 

(a) Fe-Si-Mo, (b) Fe-Si, Fe-Ni-Mo, (d)Mn-Zn Ferrite

の B-H曲線，(e) DCバイアス磁界印加時の有効

透磁率 
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増加が見られる一方で，Fe-Siでは減少傾向を示した。 

次に，Mo-Permalloy の比透磁率iを変化させた複数試料を対象に，同

様の測定および PCA解析を行った。図 2.1.4.36 および図 2.1.4.37に，各

試料の鉄損特性と PCA 結果を示す。透磁率が小さい試料では HBに対し

て鉄損が減少する傾向を示すが，透磁率が高くなるほど損失の増加傾向

が顕著となる。このような傾向は，先に観察された異なる材料間での解

析結果とも良く対応しており，特に高透磁率材料であるMn-Znフェライ

トと他の材料（Fe-Si, Sendust, Mo-Permalloy）との間に見られた PC2スコ

アの顕著な差異と一致している。これは，飽和磁束密度に近づくことで

B-H 曲線の曲率（PC2）が増大し，鉄損への寄与が支配的となるためと

解釈される。 

以上の結果から，DC バイアス磁界印加時の鉄損挙動は，B-H 曲線の

傾き（PC1）と曲率（PC2）という2つの成分の競合によって一貫して説

明可能であることが示された。これにより，従来は材料固有の特性とし

て扱われていた鉄損の非線形挙動が，汎用的かつ定量的な形状指標に基

づいて統一的に理解できることが明らかとなった。   ［佐藤佑樹］ 

 

1.4.8 時 分解磁気イメージング（磁気光学 Kerr効果顕微鏡） 

(１) 磁区観察手法 

鉄損の発生は磁化の時間・空間的な運動と密接な関係がある。例えば金属磁性体において，図 2.1.4.38(a)のように磁性体中

に磁区がなく，磁化回転によって磁性体中に一様な磁束の変化が起こる場合，渦電流は磁性体の表面近くで多く流れる。電流

の経路が長くなるため電気抵抗が大きくなり，損失は小さくなる。一方，図 2.1.4.38(b)のように単一の磁壁の移動で磁束の変

化が起こる場合には，磁束の変化は磁壁付近に集中するため，磁壁周辺で大きな渦電流が発生し大きな損失が発生する。ま

た，図 2.1.4.38(c)のように複数（N枚）の磁壁の移動によって磁束の変化が起こる場合，磁壁一枚当たりの磁束の変化量が 1/N

になるため全体渦電流損失は図 2.1.4.38(b)の場合の 1/N となる。フェライトのように電気抵抗の大きい磁性体では渦電流によ

る損失は大きくないが，磁壁共鳴のような磁区構造に依存する共鳴現象が損失に強く影響すると考えられている。 

これらの例のように，磁区構造とその運動は損失と強く結びついていることが知られており，これまでにも様々な軟磁性材

料において磁区の発生を制御して損失を低減する工夫がされてきている。しかし，これらの磁区構造の制御は静的に観察され

る磁区構造に基づいて行われてきた。また，磁性材料開発の基礎となる鉄損の解析も，ほとんどの場合，実際の磁区の変化を

観察しないまま，磁化の変化が磁壁移動と磁化回転の二つの成分に分けられるというモデルに基づいて行われている。一方，

励磁周波数を変えると，磁区の運動だけでなく磁区構造や磁壁の数が変化することが実験的にも指摘されているなど (38)，静

的な磁区観察だけでは十分でない。今後様々な磁性材料において鉄損の発生メカニズムを理解し，より低損失な材料・磁気素

子を開発していくためには，磁化の時間・空間的な運動を実際に観察する時間分解磁気イメージング技術が重要である。 

                

 

図 2.1.4.35 主成分分析（PCA）による B-H曲線形

状の特徴抽出結果 

図 2.1.4.36 透磁率の異なるMo-Permalloyコアにおけ

る DCバイアス磁界印加時の鉄損特性 

図 2.1.4.37 Mo-Permalloyコアにおける

主成分分析結果と鉄損挙動の関係 
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磁性材料の磁区観察に用いられる主な観察手法としては，磁気光学顕微鏡，磁気力顕微鏡，ローレンツ透過電子顕微鏡，走

査透過 X 線顕微鏡（STXM），X 線磁気円二色性光電子顕微鏡（XMCD-PEEM）などが挙げられる。これらの手法の特徴を表

2.1.4.3 に簡単にまとめる(39-41)。どの手法も一長一短があり，目的に応じて使い分けられている。パワーエレクトロニクス用軟

磁性材料・磁気素子の開発のための磁区観察に重要な特徴は，使用時に近い形状での観察と，kHz～MHz 帯域での時間分解観

察が可能であることが挙げられる。軟磁性材料の磁区構造は試料の形状に強く影響を受けるため，透過観察のために試料を薄

く削るなどすると実際に磁気素子として使用する状態と磁区構造が大きく異なってしまい，損失と磁区構造の関係を正しく評

価することができない。 

(２) 時間分解磁気光学 Kerr効果顕微鏡の特長 

磁気光学 Kerr 効果顕微鏡は，強磁性体から反射された光の偏光が磁化に依存してわずかに変化することを利用した磁区観

察手法である。古くからある技術であるが，実験室で使える手軽な磁区観察手法として現在でも広く用いられている。反射配

置の観察のため試料を薄く削る必要がないこと，時間分解観察が可能なこと，比較的広い領域の観察が可能であることなどか

ら，軟磁性材料の評価には適した手法といえる。さらに近年になり，空間分解能が向上したほか，3 次元ベクトル磁化観察

や，ストロボスコープ時間分解観察が比較的容易に利用可能となり，非常に強力なツールとなってきている。本小項では，近

年開発されたこの時間分解磁気光学 Kerr効果顕微鏡の特長と，それを用いた軟磁性材料の観察例について紹介する。 

この磁気光学 Kerr効果顕微鏡は，従来の磁気光学顕微鏡に比べ空間分解能が高く，3次元ベクトル磁化観察と約 10 GHzま

での時間分解観察が可能という特長がある(42)(43)。図 2.1.4.39(a)に，この磁気光学顕微鏡の模式図を示す。光源は半導体レーザ

ーを用い，光ファイバを用いて顕微鏡の照明光学系に導入されている。また，照明光学系は自動回転ステージによって 360度

方向を変えられるようになっている。磁気光学効果は光の進行方向の磁化成分に感度を持つため，磁気光学顕微鏡で試料面内

方向の磁化を観察する場合，照明光は観察したい磁化方向から試料表面に対して斜めから入射させる必要がある（図

2.1.4.39(b)）。この際に光の入射方向（観察する磁化の方向）に垂直な方向について通常の光学顕微鏡に比べて空間分解能の低

表 2.1.4.3 主な磁区観察手法の比較 
 

磁気光学顕微鏡

（MOKE） 
磁気力顕微鏡 
（MFM) 

ローレンツ顕微鏡 
（LTEM) 

走査透過 X線顕微鏡 
（STXM） 

光電子顕微鏡 
（XMCD-PEEM） 

空間分解能 数百 nm 数 nm 程度 数 nm 数十 nm 程度 数十 nm 程度 

ベクトル磁化観察 可能なものも多

い 
難しい 可能 可能だが 

一般的ではない 
可能だが 

一般的ではない 

定量磁化観察 可能 難しい 可能 可能 可能 

高速時間分解観察 可能 難しい 難しい 可能 可能 

試料の制約 鏡面・平坦性が

必要 
あまりない 厚さ 100 nm以下に

する必要がある 
厚さ数μm以下にする

必要がある 
表面が清浄である

必要がある 

装置の大きさ 卓上に設置可能 卓上に設置可能 実験室に設置可能 放射光施設が必要 放射光施設が必要 
 

 

図 2.1.4.38 磁区構造と渦電流損失の関係。(a) 磁化回転による変化。磁束の変化が空間的に一様な場合，渦電流は表面付近で

大きくなる。(b) 単一の磁壁の移動による変化。磁束の変化が磁壁周辺に集中するため，局所的に大きな渦電流が

発生する。(c) 複数の磁壁の移動による変化。磁壁の枚数が N枚になると磁束の変化が分散し各磁壁周辺の渦電流

が 1/Nになるため，全体として損失は単一磁壁の場合の 1/Nになる。 
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下が発生する。本磁気光学顕微鏡では，照明光の入射方向を 8～16方向に変えて磁区画像を撮影しこれらを数値的に重ね合わ

せることで，磁化ベクトルの 3成分を観察可能にするとともに，空間分解能の低下のない画像を得ることができる。 

時間分解観察にはストロボスコープ法と呼ばれる方法が用いられる。ストロボスコープ法は，周期的な外部磁界によって磁

区が周期的に変化しているときに，この周期に同期したパルス光によって照明することにより，磁区が静止して見えることを

利用した観察方法である（図 2.1.4.39(c)）。照明光源にはパルス半導体レーザーが用いられる。ここで用いた半導体レーザーは

最小約 30ピコ秒までの任意の幅のパルス光を 250 MHz 以下の任意の周期で発生することが可能であり，静的な磁区から最高

10 GHz 程度までの動的な現象の観察が可能である。（パワーエレクトロニクス用軟磁性材料の開発において重要となるのは，

10 MHz程度までであろう。）半導体レーザーは出力が安定で調整の必要がないため，電源を入れてすぐに測定を開始できるの

も大きなメリットである。 

(３) 観察例 

本装置を用いて観察した交流励磁による磁区の運動の様子を図 2.1.4.40，図 2.1.4.41に示す。交流磁界の 1周期（この例では

1 ms）につき 24 枚を時分割撮影しており，通常は動画像として見ることができるが，ここではそこから数枚を抜き出して示

している。交流磁界は図の左右方向に印加している。図 2.1.4.40はアモルファス薄帯を 1 kHz の交流磁界で励磁した際の磁区

の変化である。画像上部の数字は 1枚目の画像からの経過時間を，磁区画像中の矢印は面内の磁化ベクトルの方向を示してい

る。左下のグラフに赤で示した部分は磁化曲線における磁区画像の対応する位置を示しており，右下の画像は磁化ベクトルの

面内での分布を示す 2次元ヒストグラムである。磁区構造には特徴的なリプル状の磁区が見られるが，おおまかには赤色で示

される右向きの磁化を持つ磁区と，緑色で示される左向きの磁化を持つ磁区に分かれている。1 枚目から 3 枚目にかけて，左

向きの磁界が徐々に強くなるに従い，磁区画像中に緑色で示される左向きの磁区が広がっていることがわかる。磁化曲線とも

よく対応している。1 枚目の 2 次元ヒストグラム上には右側に強いピークが，その逆向きの位置に弱いピークが見られ，それ

 

 

図 2.1.4.39 (a) 時間分解磁気光学 Kerr効果顕微鏡の模式図。パルス光源として半導体レーザーを用いている。回転ステージに

よって照明光の入射方向を変化させた磁区画像を多数取得し，数値的に合成することにより，高分解能化とベクト

ル磁区観察を実現している。(b) 観察する磁化方向と照明光の入射方向の関係。面内方向の磁化を観察するには，

照明光を試料表面に斜めに入射させる必要がある。通常の磁気光学顕微鏡ではこのために空間分解能が低下する。

(c) ストロボスコープ法による時間分解観察の原理。周期的な外部磁界に同期したパルス光によって照明することに

より，磁区が止まって見えることを利用した観察方法。 
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ぞれ左向きの磁区と右向きの磁区に対応している。右側のピークが強いのは，右向きの磁区が多いことを反映している。左向

きの磁区の増加に伴い右のピークが弱くなり，左のピークが強くなっており，左向きの磁区が増加したことを示している。ピ

ークの位置は変化せずに，二つのピークの強さが変化していることから，この試料では磁壁の移動により磁化の変化が起こっ

ていることがわかる。 

 

 

図 2.1.4.40 1 kHz で交流励磁したアモルファス薄帯試料の時間分解磁区観察。磁区画像中の矢印は面内の磁化ベクトルの方向

を示す。各像の左下は磁化曲線上の対応する位置，右下は磁化ベクトルの分布を表すヒストグラム。左向きの磁界

が強くなるに従い，緑色で示される左向きの磁区が広がっていく。このとき磁化ベクトルの分布を示すヒストグラ

ムでは，左右のピークのウェイトのみが変化しピークの位置が変化していないことから，磁化変化が磁壁移動によ

って起きていることがわかる。 

 

 

図 2.1.4.41 1 kHz で交流励磁したナノ結晶薄帯試料の時間分解磁区観察。磁区構造の変化はわずかであるが，磁化ベクトルの

分布を示すヒストグラムでは，上下二つのピークが左から右に移動しており，上向き・下向きの磁区中でそれぞれ

磁化の向きが回転することによって全体磁化が変化していることがわかる。 
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一方，図 2.1.4.41 は市販のナノ結晶薄帯の巻回磁心を 1 kHz で励磁した際の観察例である。この試料は図の上下方向に弱い

磁気異方性を持っており，磁界を印加しない状態では上向きの磁区と下向きの磁区に分かれる。2 次元ヒストグラム上では上

下に二つのピークがみられ，それぞれ上向きと下向きの磁区に対応している。時間の経過により，磁化曲線においては磁化の

変化が見られるが，磁区画像での磁区形状の変化はごくわずかである。一方，ヒストグラムにおいては時間とともに上下二つ

のピークが左右に移動しており，磁区内での磁化方向の回転が生じていることがわかる。磁区画像中の矢印の方向を詳細に観

察することによっても磁化が回転していることを確認できるが，このようなヒストグラムによる解析を行うことにより，磁化

の運動をより視覚的にわかりやすく理解することができる。また，静止画像からはわかりにくいが，磁壁の移動も確認でき

る。各磁区の磁化は印加交流磁界におおむね垂直な方向を向いているため，この場合の磁壁移動は磁界方向（左右方向）への

磁化変化にはあまり寄与しないが，磁界と垂直な方向に局所的に大きな磁化変化を起こしており，磁壁周辺に渦電流を発生さ

せる。したがって，この材料では磁壁の移動を抑制することにより，損失をさらに低下させることができると考えられる。 

フェライトは金属磁性材料に比べて反射率が低く磁気光学効果が小さいため，これまで磁気光学顕微鏡による磁区観察が難

しかったが，本装置により磁区観察が可能になった。図 2.1.4.42(a) は，市販 Mn-Zn フェライトリング磁心の磁区画像であ

る。結晶粒界を白線で表示している。各結晶粒は数個の磁区に分かれており，渦状の還流磁区構造も所々にみることができ

る。図 2.1.4.42(b) は，100 kHz の交流磁界で励磁した際の動的磁区観察から求めた磁化の回転角の分布で，その角度ごとの頻

度（ヒストグラム）を図 2.1.4.42(c) の赤実線で示してある。回転角の大きいところが磁壁移動の起こった部分にあたるが，全

体に対する割合はわずかであり，大部分は回転角 20 度以下の領域であることがわかる。一方，図 2.1.4.42(c) の青破線は各回

転角からの磁化変化への寄与を表している。160度付近のピークと 70度付近の弱いピークがそれぞれ 180度磁壁および 90度

磁壁の移動からの寄与を示している。しかし，磁化変化への寄与が最も大きいのは回転角 10 度程度の磁化回転であることが

わかる。 

図 2.1.4.43 は，ナノ結晶材料の前駆体であるアモルファス薄帯の磁区観察例である。ここには，アモルファス薄帯の急冷時

に生じた内部歪みの効果や，表面のキズや切断時に端部に生じる歪みによる磁区への影響が明瞭に観察されている。このよう

 
図 2.1.4.42 (a)市販Mn-Znフェライトリング磁心の磁区画像。白線は結晶粒界，白い斑点は空孔を示す。 (b) 100 kHzの交流磁

界で励磁した際の磁化の回転角の分布。回転角の大きいところが磁壁の移動に対応している。(c) 回転角分布（赤

実線）のヒストグラムと各回転角の磁化変化への寄与（青破線）。磁壁移動の起きた部分は全体から見るとごくわ

ずかで，ほとんどの領域は回転角 20度以下である。磁化変化への寄与には磁壁移動の寄与によるピークが 160度

付近に見られるが，最も寄与が大きいのは回転角 10度付近である。 

 

 

図 2.1.4.43 磁区画像に表れるキズや製造・加工時の歪みの影響 
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に，材料の加工による影響（ビルディングファクター）などの評価にも利用可能である。 

(４) まとめ 

上述のように，時間分解磁気イメージング技術を用いることにより，交流励磁下における磁化の変化がどのような過程で生

ずるかを知ることができる。磁気光学顕微鏡による磁気イメージングは，適切な較正により定量的な測定を行うことが可能で

あり，単に磁区の形状がどのように変化したかだけでなく，磁化がどの程度回転したかや，磁壁の移動がどの程度磁化の変化

に寄与したかなどといった定量的な解析を行うことも可能である。時間分解磁気イメージングだけでなく，鉄損測定や材料組

織観察，シミュレーションなどの様々な手法と組み合わせることにより，より多くの情報を得ることができるだろう。軟磁性

材料の損失低減には，細かい損失要因を丁寧に取り除いていく地道な作業が求められる。そのためには，損失の発生要因を材

料ごとにしっかりと確認し理解したうえで開発を進めていく必要がある。本手法の今後の軟磁性材料・磁気素子の研究開発の

場における普及と活用が期待される。                                 ［小笠原剛］ 

 

1.4.9 微細構造・組成・原子分布解析法 

軟磁性材料を開発する上で上述してきた磁気特性測定だけでなく，結晶構造解析の観点から走査型電子顕微鏡（Scanning 

Electron Microscope : SEM）観察，透過型電子顕微鏡（Transmission Electron Microscope : TEM）観察，アトムプローブトモグラ

フィー（Atom Probe Tomography : APT）解析なども有効な測定法である。ここでは，それらの測定法に関する概略について説

明する。 

SEM 観察に関しては，加速した電子線を試料に照射して組織を観察する手法である。照射する電子線を収束させ二次元的

に走査しながら，試料から放出される二次電子や反射電子を検出し画像を得る手法であり，比較的低倍での組織観察や，エネ

ルギー分散型 X 線分析（Energy Dispersive X-ray Spectroscopy : EDS）による元素分析，電子線後方散乱回折（Electron 

Backscatter Diffraction : EBSD）による結晶方位解析などにも利用できる。 

TEM 観察は，SEM 観察と同様に電子線を収束させ二次元で走査する走査型透過顕微鏡（Scanning Transmission Electron 

 
 

図 2.1.4.44 ナノ結晶合金材料における原子マップと組成プロファイルの例(44) 
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Microscope : STEM）観察において，球面収差補正を行うことで原子間距離以下の空間分解能を得ることができる。また，EDS

と組み合わせることで原子コラム単位での元素マッピングも可能である。さらに，STEM 像の選択領域からナノビーム電子線

回折像の二次元マップを取得する 4D-STEM（4 Dimensional-Scanning Transmission Electron Microscope）法は，ナノスケールの

相分離などの解析に有効である。一方，電子線を収束させず広げた状態で試料に照射して観察する通常の TEM 観察は，透過

波から形成される回折像の任意のスポットを選択することで明視野像や暗視野像を得ることができる。これは微細結晶粒の形

状・粒径の確認などによく利用される。また，STEM，TEM はいずれも電子エネルギー損失分光（Electron Energy-Loss 

Spectroscopy : EELS）と組み合わせることで，選択領域の結合状態解析や，膜厚の解析も可能である。 

APTは飛行時間型の元素分析と位置敏感型検出器を組み合わせることによって，試料中の原子分布を三次元的に取得する装

置であり，全元素の検出が可能である。例えば，図 2.1.4.44（ナノ結晶合金材料の原子マップと組成プロファイルの例(44)）の

ように，数 nm サイズの微細結晶粒の組成や，その母相との界面組成など，TEM，STEM では不可能な元素分析が可能である(45)。

集束イオンビーム（Focused Ion Beam : FIB）のリフトアウト法によって任意箇所から解析用試料を作製することで，粒界部な

どの解析にも有用である。 

磁区観察手法に関しては，TEM を用いて試料の磁区からのローレンツ力で電子線がシフトすることを利用して，磁区の境

界である磁壁を可視化するローレンツ法は，試料を薄膜化する必要がある点がデメリットではある。一方で，TEM の中で印

加磁場を変えて観察することも可能であり，磁壁の移動に対する微細組織の影響を調べる場合に利用できる(46)。 

［大久保忠勝］ 
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1.5 変圧器・インダクタ 

キーワード：軟磁性材料，磁気回路，磁心，巻線，鉄損，銅損，回路方式，効率 

 

1.5.1 概要 

本項では，DC-DC コンバータに使用される変圧器・インダクタに求め

られる代表的な特性を整理する。 

(１) 動作周波数帯・電力帯における回路トポロジーと使用する磁気部

品 

DC-DC コンバータのスイッチング周波数と電力容量に対応した回路ト

ポロジーと使用する磁気部品を図 2.1.5.1 に示す。パワー半導体デバイス

における定格電圧・電流と周波数とのトレードオフに対応してDC-DCコ

ンバータのスイッチング周波数と電力容量には同様のトレードオフの関

係がある。また，これらのコンバータに使用される変圧器やインダクタ

の動作モード（励磁動作や巻線電流など）は，回路構成によってそれぞ

れ異なることに注意が必要である。 

概ね数 kHz～100 kHzの周波数領域では，Si-IGBTや SiCパワー半導体

を用いた大電力（おおよそ数百 kW～1 kW）DC-DC コンバータがあり，

10 kHz 以上の変圧器を用いた絶縁形コンバータとしてはブリッジ型やフ

ォワード型が利用されている。特に，DAB（Dual Active Bridge）コンバ

ータは一次側二次側にフルブリッジ構成を採用して双方向の電力変換が

可能であり，ソフトスイッチングも可能であるいう特徴を持ち，EV充電

装置や電力システム用変換装置での用途が期待されている。一方，太陽

光発電システムのパワコンやハイブリッド自動車や電気自動車の電動推

進系パワートレインには昇圧チョッパが利用され，高電圧・大電流用イ

ンダクタが使用される。 

100 kHz～1 MHz の動作周波数のコンバータは Si パワーMOS-FET や

GaN-FETが採用され，概ね数 kW～数十Wの電力をカバーする。変圧器

を用いた絶縁形コンバータとしてはフライバックや LLC共振が主流であ

 
図 2.1.5.1 DC-DCコンバータのスイッチング

周波数と電力容量における回路ト

ポロジーと使用する磁気部品 
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る。特に，LLC共振は低ノイズ，パワー半導体のゼロ電圧ソフトスイッチングによる高効率の特徴を有する。 

1 MHz ～10 MHz の動作周波数帯では GaN-FET を利用する例が多く，絶縁形としては共振コンバータが主流であり，変圧

器用磁心には Ni-Zn フェライトを採用する例が見られる。チョッパ回路は CPU や GPU への低電圧・大電流電力を供給する

POL（Point of Load）用途が多い。インダクタでは Ni-Zn系フェライト，微粒子コンポジット磁心が採用されている。 

10 MHz を超える超高周波領域のコンバータは，一部に Ni-Zn 系フェライトを用いた共振絶縁形コンバータが提案されてい

るものの未だに研究開発の途上である。降圧チョッパとしては CPU や GPU 用の IVR（Integrated Voltage Regulator）が多くを

占めており，空心インダクタの代わりとして軟磁性薄膜カップルドインダクタやカルボニル鉄粉（CIP）コンポジット磁心イ

ンダクタアレイなどが採用された多相コンバータが実用化されている。                  ［佐藤敏郎］ 

(２) 求められる代表的諸特性 

ａ．変圧器・インダクタ共通 

まず，体積，実装面積，高さなどのサイズ，形状がある。磁気部品はパワーエレクトロニクスの中でもサイズの縮小が困難

とされる代表的な部品である。また，磁気部品は磁性金属と銅線である金属材料が主体で，パワーエレクトロニクスシステム

の中でも最も重量が大きい部品であるため，重量も同様に重要なファクターである。この他に，熱伝導率や温度係数が挙げら

れる。金属部の熱伝導率は高いが，磁気部品全体としては被覆材，接着剤，形状に熱伝導率は依存し，温度係数は高温動作耐

性や熱暴走耐性のために良好な特性が求められる。 

ｂ．変圧器 

励磁インダクタンスは大きいほど励磁電流が減るため，変換回路の効率向上に寄与するが，不必要に大きいと巻線抵抗の増

大による損失が増大する。また，小型軽量化の妨げにもなる。高透磁率材の使用も励磁インダクタンスの増大に大きく寄与す

るが，周波数特性とのトレードオフにある。続いて，結合インダクタを除き，インダクタにない性能指標として，結合係数が

ある。基本的に 1に限りなく近い方が漏れインダクタンスがなく，理想的で好ましいが，一部の漏れインダクタンスを利用し

た共振回路方式では意図的に 0.8～0.95 程度に設定することがある。損失は，インダクタと同様に大きく鉄損と銅損に分けら

れるが，動作方法や構造の違いから損失メカニズムや注意点が異なる。鉄損は磁心材料と磁束密度と周波数に大きく依存しす

る。フォワードコンバータとフライバックコンバータはB-H平面の第一象限で動作し，特にフライバックコンバータは直流重

畳磁界による磁気飽和に注意が必要である。一方でブリッジ型は第一，第三象限を往来するループで動作し，磁界振幅を大き

くすることができる。銅損については，変圧器は直流電流がないため，交流銅損となる。巻き数比などが大きいと一次側と二

次側での電流比が大きく異なるため，電流値に応じた適切な巻線断面積の選択が必要になる。また，一次，二次巻線の巻き方

により近接効果の強さと銅損が大きく変わる。さらに巻線間静電容量と自己共振周波数も重要な特性である。一次巻線，二次

巻線それぞれが自身の巻線間に生じる静電容量以外に一次二次巻線間に生じる静電容量もある。自己共振周波数はこれらの容

量とインダクタンスで決定され，スイッチング周波数より十分高く設定（約 10 倍以上）する必要がある。また，一次二次巻

線間静電容量はコモンモードノイズ電流の伝導パスになるため，不必要な容量結合は避けなければならない。そして絶縁性能

がある。絶縁形コンバータでは一次二次巻線間耐圧が特に重要となり，該当規格への準拠が求められる。高い絶縁性能はサイ

ズ，インダクタンス，結合係数，損失と基本的にはトレードオフの関係にある。 

ｃ．インダクタ 

インダクタのインダクタンスは大きいほど電流リプルが減るため，パワーデバイスの損失低減に有効だが，不必要に大きい

とインダクタの損失増加を招きやすい。また，小型軽量化の妨げにもなる。高透磁率材の使用もインダクタンスの増大に大き

く寄与するが，周波数特性とのトレードオフの関係にある。そしてインダクタでは直流重畳特性が重要である。直流電流があ

る場合は直流磁界成分が常に印加されるため，インダクタンスの低下と磁気飽和に注意が必要であり，優れた特性が求められ

る。磁気飽和によるインダクタンスの急激な減少は致命的な動作不良に至ることになるため，緩やかにインダクタンスが減る

ような特性が望ましい。磁気飽和しないように透磁率の小さい磁性体や磁路ギャップを設けることも多い。続いて損失につい

て述べる。インダクタの電流は励磁電流と等しくなるため，リプル電流の増大にともなって鉄損が増大しやすくなる。銅損に

ついては，直流電流が含まれることから，直流抵抗による導通損失が占める割合が大きい。透磁率が低い材料や実効透磁率を

下げるためのギャップを使うため，漏れ磁束による交流銅損増大に注意が必要である。そして，インダクタ自身の巻線間静電

容量とインダクタンスで自己共振周波数が決まる。自己共振周波数はスイッチング周波数より十分高く設定（約 10 倍以上）

する必要がある。 

 

1.5.2 変圧器 

(１) 100 kHz未満（1 kW以上）コンバータ用 

100 kHz未満，1 kW以上の DC-DCコンバータについては，フォワードコンバータ，ハーフブリッジ・フルブリッジコンバ

ータなどの代表的なトポロジーについて取り上げ，それらのコンバータに用いられる内鉄型・外鉄型変圧器について述べる。
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フォワードコンバータに使用する変圧器の励磁はB-H平面の第一象限のみを用いて動作するが，ハーフブリッジ・フルブリッ

ジでは原点を対称にB-H平面全体を描くように励磁する。そのため，ブリッジ構成は高い磁界振幅を与えることが可能で，回

路電圧が高く，定格電力が大きな回路に向く。しかし，ブリッジ型は励磁動作のアンバランスによる直流磁界成分の蓄積（偏

磁）とそれによる磁気飽和の危険性があるため，直流電流を除去する DC バイアスカットの容量挿入や，変圧器電流の直流成

分の監視と偏磁抑制制御，変圧器へのギャップ挿入による磁気飽和抑制などが必要となる。 

ａ．フォワードコンバータ 

まず，フォワードコンバータの回路と動作波形を図 2.1.5.2 に示す。M1をオンにすることで巻線 n1から n2へ電力を転送す

る。このとき，変圧器の一次側巻線 n1 には磁心の励磁電流と二次側に転送する負荷電流の一次側換算分の電流が流れる。磁

心には負荷電流分の磁束は一次側と二次側で打ち消しあうため，励磁電流分の磁束のみが流れている。二次側では D2 を介し

てチョークインダクタ L1が励磁され，チョッパのように L1の電流 IL1が増える。その後M1をオフにすると，M1の電流がなく

なるため，巻線 n1には電流が流れなくなるが，磁心の励磁電流を流すパスとして巻線 n3が用いられる。つまり，ダイオード

D1がオンし，巻線 n3を通って励磁電流が入力電源 VINに環流する。そして，一次側巻線には M1ターンオフ時から逆起電力－

VINの電圧が発生し，励磁電流は徐々に減少していずれ 0に達すると逆起電力も消失する（励磁電流のリセットと呼ぶ）。そし

て次のM1のターンオンまでその状態を維持する。この間，二次側のインダクタ IL1は通常の降圧チョッパと同じにダイオード

D3 を介して回生し，電流が減少する。L1 があることで出力側の電流・電圧は平滑されるが，直流電流が流れ続けている。な

お，変圧器は励磁電流分の磁束のみを扱えば良く，この励磁電流のリセットがあることで，励磁電流が蓄積し続けて磁心が偏

磁することを防いでいる。 

   

図 2.1.5.2 フォワードコンバータ 

 

ｂ．フルブリッジコンバータ 

続いてフルブリッジコンバータを図 2.1.5.3 に示す。本回路は変圧器に VINと－VINが交互に印加されるため，B-H 平面を広

い範囲で動作し，大きな出力電力が必要なときに使用する。一方でB-Hの振幅が大きいため，鉄損の発生量も相対的に大きく

なりやすい。このフルブリッジコンバータ動作では，一次側のスイッチをオフにしている際，励磁電流が二次側を流れること

が多い。また，フルブリッジコンバータは実際のところスイッチングのタイミングがわずかにずれることでも偏磁が生じるた

め，直流成分のカットのために変圧器に直列に容量を挿入することもある。なお，フルブリッジコンバータは，v1が 0 Vの期

間の励磁電流は二次側を流れ，その導通損が課題となる。また，トランジスタのオン・オフにともなうスイッチング損も課題

となる。 

ｃ．DABコンバータ 

図 2.1.5.4 に DAB コンバータを示す。DAB コンバータは二次側も図 2.1.5.3 の一次側フルブリッジ構造を採用したもので，

充放電のように双方向の電力伝送が必要な大電力コンバータで注目されている。基準となる一次側のフルブリッジ動作に対し

て二次側のフルブリッジ動作を位相差 φ だけずらすことで，位相の進み側から遅れ側へと電力を供給する。図 2.1.5.4 の場合

は，一次側から二次側に電力を送っている。出力電力は φ が 0° のときにゼロで，90° で最大となる。適切な動作条件ではゼ

ロ電圧スイッチングが可能で，スイッチング損失を大幅に低減できる。 
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